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はじめに 
 

２０２２（令和４）年に始まったロシアとウクライナの戦争は長期化の様相を呈し、多く

の人々の生活が脅かされ、国内外への避難を余儀なくされるなど、深刻な人道危機が

続いています。一方では、ロシア出身者への誹謗中傷、ヘイトスピーチなどの人権侵害

も報道されています。戦争は重大な人権侵害行為ですが、ヘイトスピーチ等の国籍や

民族などを理由とした人権侵害も許されるものではありません。 

また、新型コロナウイルスは、病気としての問題だけではなく、感染への不安や恐怖

を増大させ、感染者、医療従事者、その家族に対しても、不当な差別やいじめなどの人

権侵害を増大するという大きな問題を生じさせました。 

かつて日本には感染を恐れるあまりに、ハンセン病患者の強制隔離を９０年間も続

けたという負の歴史があります。また、その家族や関わる方々も患者と同じく長年差別

の対象となってきました。私たちは、コロナ禍においては、過去の過ちを繰り返さず、思

いやりをもって支えあう必要があります。 

過去のあらゆる人権侵害の歴史を踏まえ、国連では、すべての人々の基本的人権の

確立が世界平和の基礎であるとの考えに基づいて１９４８（昭和２３）年１２月１０日に

「世界人権宣言」を採択しました。 

その後、社会権規約等の人権関係諸条約を採択し、「人権教育のための国連１０年」

をはじめとする国際年を設定するなど、人権確立に向けた国際的な取組が進められて

きています。 

我が国においても、１９４６（昭和２１）年、基本的人権を明文化した「日本国憲法」

制定以降、数々の基本法・個別法において基本的人権を擁護してきました。また１９９７

（平成９）年には「人権教育のための国連１０年」国内行動計画を策定し、２０００（平

成１２）年に「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」を制定するなど、さまざま

な人権問題に関する法的整備が進められています。 

近年では、２０１６（平成２８）年に「女性活躍推進法」、そして人権三法といわれる

「障害者差別解消法」・「ヘイトスピーチ規制法」・「部落差別解消推進法」が施行さ

れ、２０１９（平成３１）年には、アイヌ民族を「先住民族」と初めて明記し、同民族への差

別を禁止した「アイヌ新法」が成立しました。また、２０２３（令和５）年６月には「性的指

向およびジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する法

律」が成立し、相互に人格と個性を尊重しあい共生する社会の実現と人権確立へ向け

た法整備が進められています。 

奈良県においては、１９９７（平成９）年に、「奈良県あらゆる差別の撤廃及び人権の

尊重に関する条例」、翌１９９８（平成１０）年に「人権教育のための国連１０年」奈良県

行動計画、２００４（平成１６）年に「奈良県障害のある人もない人もともに暮らしやすい

社会づくり条例」や「奈良県犯罪被害者等支援条例」が施行されるなど、豊かな人権

文化の創造を目指して取組が進められています。そして、２０１９（平成３１）年には「奈

良県部落差別の解消の推進に関する条例」が全国に先駆けて成立しました。 
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橿原市では、１９９６（平成８）年に「橿原市人権擁護に関する条例」、２０００（平成１

２）年に「人権教育のための国連１０年」橿原市行動計画、２００７（平成１９）年に「橿

原市人権施策に関する基本計画」を策定するなど取組を進めてきました。２０１６（平成

２８）年に実施した「橿原市人権問題に関する市民調査」の結果をもとに、２０１９（平

成３１）年には、「橿原市人権施策に関する基本計画（改訂版）」を策定して、様々な人

権施策に取り組んでいるところです。また、２０１８（平成３０）年に「橿原市手話言語条

例」、「橿原市犯罪被害者等支援条例」、２０２１（令和３）年には「橿原市部落差別の

解消の推進に関する条例」を制定し、個別の人権課題についても取組を進めています。 

しかし、今日においても、部落差別（同和）問題や女性、子ども、高齢者、障がいのあ

る人、外国人、性的マイノリティ等にかかわる人権問題が多発しています。また、経済格

差の拡大による貧困やヤングケアラーの問題、ヘイトスピーチやインターネット等を悪用

した人権侵害が顕在化してきています。 

すべての人の人権が真に尊重される自由で平等な社会を実現し、すべての人に寛

容で包摂する「共生社会」を確立するためには、一人ひとりの人権意識の高揚を図る

ことが不可欠であり、人権教育、人権啓発の取組は、ますます重要性を増しています。 

今後も、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」等に則り、橿原市人権施策

に関する基本計画の具現化を通じて人権施策を推進します。 
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Ⅰ 主な取組の概要 

 
第１ 人権教育・啓発                          
１ 人権教育 

（１）学校教育 

本市では、「橿原市人権教育の推進についての基本方針」及び「橿原市学校教育の指導

方針」等に基づいて、すべての教育活動の基盤に人権教育の理念をしっかりと根付かせ、教育

活動全体を通して人権教育を推進してきました。 

学校教育においては、一人ひとりの児童生徒がその発達段階に応じて、人権の意義・内容

や重要性について理解し、「自分の大切さとともに、他の人の大切さを認めること」ができるよ

うになることをめざしています。そして様々な場面や状況下において、人権が尊重される社会づ

くりに向けた具体的な態度や行動につながるようにすることを人権教育の目標としています。 

市教育委員会では、「一人ひとりの可能性を最大限に伸ばすこと」「一人ひとりのちがいを

豊かさとしてとらえること」「一人ひとりのつながりを大切にすること」を基本視点に、校区の実

態や特色を踏まえて、人権教育推進計画の作成をはじめ、組織的・系統的な取組を行うよう引

き続き指導します。 

また、市立のこども園・幼稚園・小学校・中学校から毎年６校園を「人権教育推進校園」とし

て指定し人権教育の指導法の工夫等に取り組むと共に、人権教育研修会等を通して教職員

の資質向上に努めます。さらに、さまざまな教育課題を有する児童生徒を支援するための「児

童生徒支援教員」を配置するとともに、引き続き「いじめ・不登校」の課題解決のために指導

員の配置と新たに心理相談員の配置を実施します。 

※文中の「学校」は、こども園、幼稚園、小学校、中学校を意味しています。 

 

（２）社会教育 

生涯にわたって学習の場が保障され、自分らしく豊かに自己実現を図っていくことができる

社会の実現は、人権文化のめざすところです。高度情報化などの急激な変化の中、さまざまな

情報から何が真実かを読みとり、それを活用する能力をつけることは、学習の場を保障するうえ

での大切な要素となります。社会教育においては、生涯のあらゆる機会を通じて人権教育の学

習・研修の場づくりに努めてきました。 

橿原市人権教育推進協議会による地区別懇談会や管外研修では、新型コロナウイルスの

影響で４校区での開催となり、１３３人の市民が参加して実施されました。また、市教育委員会

も社会教育関係団体を対象にしたリーダー研修会等を実施してきました。 

地区別懇談会は、まちづくりや革細工体験等をテーマに、感染対策をそれぞれの校区人推

協で工夫をしながら実施されました。コロナ禍であっても無理のない範囲で事業を進めて行く

ことの意義を改めて考えさせられました。研修内容についても、「まちづくり」など今関心の高い

テーマを設定いただくなど一定の成果が得られています。 

一方で、新型コロナウイルスの感染状況から、総会・管外研修・地区別懇談会が中止になっ

た地区・校区が多く、今後も感染状況を見ながらの活動になります。地区懇への参加者をどう

増やしていくのかが近年課題となっています。そうした課題に応えようと、「クイズ形式でわかり

やすく楽しく聞けました」などの意見を参考に、今後は対話や交流・体験活動・フィールドワーク
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等も取り入れ、さらに活性化を図るとともにより多くの参加者を増やす呼びかけを進めていきま

す。また、インフォメーションや広報等を通して、校区に在住する市職員をはじめとする公務員の

方々にも、地域の活性化に向け積極的な参加を呼びかけていきます。 

市教育委員会では、SNS やインターネット上の書き込みなどの新たな人権問題も課題に据

えながら、人権教育の学習内容の工夫・改善を図るとともに、関係団体と連携して取り組みま

す。また、地域住民の積極的な学校支援活動を通じて学校におけるさまざまな課題解決を図る

ために設けられた「学校・地域パートナーシップ事業」を活用して、「橿原市子ども人権フォーラ

ム」を引き続き実施します。各種団体が実施する人権教育活動にも支援をします。 

 

２ 人権啓発 

２０１９（平成３１）年に改訂しました「人権施策に関する基本計画」に基づき、部落差別問題

など従来から存在する人権課題に加え、インターネット上での差別事象など近年顕著になって

きた人権課題にも対応できるよう努めます。市民一人ひとりが、人権問題を「他人ごと」ではな

く「自分ごと」として捉え直し、主体的に正しい知識を習得するとともに、公正に判断して課題を

解決できる技能と態度を身につけることができるよう、多様な学習機会の提供や効果的な手

法による啓発活動に努めています。 

また、その推進にあたってはより高い効果が得られるよう、県、市町村、市民及び各種団体等

と緊密な連携を図っています。 

７月の「差別をなくす強調月間」では、「人権を考えるつどい」を開催し、社会情勢に合った

テーマの講演や小・中学生による人権作文の発表などを行っています。月間中は人権パネル

展の開催、市職員の啓発ワッペン着用等により啓発に努めています。パネル展は１２月の「人

権週間」でも開催を予定しています。 

また、市民を対象とした「かしはらふれあい塾（人権市民講座）」では、多くの市民にさまざま

な人権問題に関心を持っていただくように、毎回テーマや手法を変えて実施しています。 

様々な啓発機会については、広報かしはらやホームページの人権コーナーに掲載し、市民に

対して講演会や学習会への参加を呼びかけることにより、人権意識の高揚に取り組むとともに、

人権啓発冊子や啓発物品を設置して市民に手に取ってもらうことにより、啓発効果を高められ

るように努めています。また、ミグランス等のデジタルサイネージやかしはらナビプラザのＬＥＤビ

ジョン、コミュニティバス車内掲示等を活用し人権啓発を行っています。 

様々な人権活動に取り組む団体・個人から構成されている「橿原人権ネットワーク」と今後も

緊密に連携し、同団体が主催する「橿原の人権は今」や「ひゅうまんフェスタ」などの取組を通

じて、市民一人ひとりの参加による「差別のない橿原市の実現」に努めるなど、関係団体とも

有機的な連携を保ちながら、総合的・効果的な人権啓発を進めていきます。 

 

３ 人権相談・支援 

 ２０２２（令和４）年度分として県に提出した人権相談実施状況報告書では６部署における相

談件数が、年間１，３６０件（うち面接による相談件数は６９０件）で、その相談内容も複雑化・多

様化しています。こうした人権相談に迅速かつ効果的に対応するためには、行政機関だけでは

なく、柔軟で機動的な活動を行っているＮＰＯ等民間団体との連携強化が必要です。 

 県においては、国、市町村、ＮＰＯ等のさまざまな人権相談機関が密接に連携・協力し、当事者

の立場で細やかな相談支援が行えるよう、２００５（平成１７）年に「なら人権相談ネットワーク」
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を設立し、１１６機関（２０２２（令和４）年８月現在）で活動しています。本市においても、「なら人

権相談ネットワーク」に加入し、各相談機関との密接な連携や情報交換を図るとともに、相談

員の資質向上のため、研修にも参加しています。 

 本市の相談業務については、かしはらナビプラザ４階に各種相談窓口を設け、より一層相談

体制の充実を図っています。 

人権相談については、人権擁護委員による人権相談を、毎月第１・第３金曜日・第３土曜日

午後１時から午後４時まで開設しています。人権相談は、国民に保障されている基本的人権を

擁護し、併せて自由人権思想の普及高揚を図ることを目的としていることから、今後も、当事者

の立場に立ったきめ細かな相談活動ができるよう相談・支援の取組を充実させていきます。 

また、犯罪・事故などの被害に遭われた方や、その家族の方々が抱える悩みや心のケアを支

援するため、公益社団法人なら犯罪被害者支援センター相談員による「犯罪被害者支援相談

（中南和相談コーナー）」を、毎週月・火曜日午前１０時から午後４時まで開設しています。 

橿原市犯罪被害者等支援条例に基づき、関係機関と連携して、見舞金の支給や相談・情報

提供など犯罪被害者等の支援を行っています。 
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第２ 重要課題 
◇ 部落差別問題（同和問題） 

２００２（平成１４）年３月末をもって「地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置

に関する法律」（地対財特法）が失効しました。しかしながら、３３年間にわたり同和対策事業

を推進し、またそれ以降も、部落差別問題（同和問題）の解決に向けた多くの個人・団体等の

努力の積み重ねがあったにもかかわらず、現状では問題解決には至っていません。 

生活環境においては一定の成果がみられましたが、意識面においては、いまだに歴史的経

緯によって形成された同和地区や地区出身者に対する偏見や差別意識が解消されていない

現実があります。 

「『同和問題の早急な解決は、国の責務であり、国民的課題である』という基本認識は、部

落差別が現存する限り、変わることのない行政運営の基本でなければならない」とする認識の

もと、引き続き部落差別問題の早急な解決に向けた取組が求められています。本市でも、１９５

６（昭和３１）年に同和問題の解決に向けた取組について審議する橿原市同和対策委員会を

設置して以来、同和問題は長年にわたり市の重点施策として積極的な取組を推進してきまし

た。 

２０１６（平成２８）年１２月、部落差別の解消を目的とした「部落差別の解消の推進に関する

法律」（「部落差別解消推進法」）が成立・施行されました。この法律では現在もなお部落差

別が存在するとの認識を示し、部落差別のない社会を実現するため、相談体制の充実、教育

及び啓発等について国及び地方公共団体の責務が明記され、部落差別の解消に向けた取組

がより一層求められています。この法律の趣旨を踏まえ、奈良県では２０１９（平成３１）年に全

国に先駆けて「奈良県部落差別の解消の推進に関する条例」が成立し、橿原市でも、２０２１

（令和３）年に県内１２市で最も早く「橿原市部落差別の解消の推進に関する条例」を施行し

ました。 

部落差別解消推進法にもあるように、情報化の進展に伴い部落差別はインターネット上で

増加・悪化しており、「全国部落調査・復刻版」の発行・販売、インターネット上での被差別部落

の地名・関係者の公開や差別書き込み事象など、差別意識の根深さをうかがわせる事案が報

告されています。 

こうした状況を踏まえ、法務省では２０１８（平成３０）年１２月２７日付の通知により、インター

ネット上の部落差別に係る削除要請等の措置の対象を「個人」のみとしていたものを、「同和

地区」に関する識別情報の摘示についても対象とすることになりました。これを受けて、本市に

おいても、奈良県市町村人権・同和問題啓発活動推進本部連絡協議会「啓発連協」と連携し

「インターネットステーション」等での調査を踏まえ、悪質なものについては削除要請等の対応

を進めています。 

２０１６（平成２８）年に本市が実施した「人権問題に関する市民意識調査」では、「同和問

題との初めての出会い」は、半数近くが「学校の授業」であり、学校教育の重要性を学校現場

はもとより教育行政においても認識しなければなりません。 

その他、「不動産の購入等」に関して同和地区との接触に難色を示す回答がほぼ５０％に上

り、忌避意識の強さが浮き彫りになるとともに、「友人の差別的な発言に遭遇した時の対応」で、

「相手に間違いを伝える」などが「同調・話題を変える・黙認」といった対応とほぼ同じ４０％強

しかなく、現実の対応の困難さがうかがえます。 

このことから、学校教育に加え、社会人になってからも、あらゆる生活の場面で人権を大切に
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する意識や態度、スキルなどを具体的に学ぶことが必要です。例えば、小学校区等を単位とす

る活動を通じて、地域の人々との交流を深めていくことが肝要です。 

２０１９（平成３１）年に、本市が行ってきた施策の成果と課題を検証し、「橿原市人権施策に

関する基本計画」を改訂しました。今後は、関係機関・団体と連携しながら、人権教育及び啓発

活動の推進や相談体制の整備など基本計画の具現化を目指します。 

また、人権行政の担い手である本市職員に対して、部落差別をはじめとする人権問題に関

する正しい知識や人権感覚を高めていくため、奈良県人権・部落解放集会など各種の研修機

会を積極的に提供し、人権を基盤とした日々の業務の遂行や人権侵害にかかわる事象に遭遇

した時の適切な対応についても啓発します。 

 

◇ 女性  

 少子高齢化や経済のグローバル化、ライフスタイルの多様化など、近年の社会経済情勢の大

きな変化に対応していくために、男女が互いの人権を尊重し、責任を分かち合い、また性別に

関わりなく、その個性と能力を十分に発揮することのできる男女共同参画社会を実現していく

ことを、わが国では２１世紀の最重要課題と位置づけています。 

 本市においては、「橿原市男女共同参画推進条例」の理念に基づき、２０１８（平成３０）年に、

「橿原市男女共同参画行動計画（第３次）自分らしく輝く かしはらプラン」を策定し、男女共

同参画社会の実現に向けた取組を継続して推進してきました。また本計画には、女性活躍推

進法に基づく「橿原市女性活躍推進計画」を包含し、自らの意思によって職業生活を営み、又

は営もうとする女性の活躍を総合的に推進しています。 

そして橿原市観光交流センター（かしはらナビプラザ）４階の「男女共同参画広場（愛称:ゆ

めおーく）」を、男女共同参画推進の拠点施設として位置づけ、さらなる啓発活動、学習、交流、

相談、情報収集・提供等を行い、男女共同参画施策を進めていきます。 

配偶者等からの暴力（ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ））は、犯罪となる行為をも含む重大

な人権侵害です。また、ＤＶのある家庭で育った子どもたちの心身や将来に影響を与えること

から男女共同参画社会を形成していくうえで克服すべき重要な課題です。２０１８（平成３０）年

に策定した「橿原市配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等のための施策の実施に関

する基本計画（第２次）」に基づき、暴力を許さないという社会的認識を徹底させるために、ＤＶ

の理解や相談窓口を周知するリーフレットの配布やパネル展実施による普及啓発を行い、被害

者の立場に立った切れ目のない支援を行い、ＤＶのない、安心して暮らせるまちの実現を目指

します。 

 相談事業としては、「男女共同参画広場」の相談室においてＤＶのほか、夫婦、家族、人間関

係など女性が抱えるさまざまな問題や悩みについて、解決の糸口を見つけることが出来るよう

支援するため「女性による女性のための面接相談」や「女性相談員による電話相談」を実施し、

各関係機関とも連携し相談体制の充実を図っていきます。 

そして、雇用に関しては、ワークライフバランスの実現や「女性活躍推進法」の理念を踏まえ、

仕事と家庭の両立支援、賃金・採用・昇格等における男女の格差解消、機会均等に向けた効

果的な取組を推進するため、関係機関・団体と連携しながら啓発を行います。 

なお、現行計画の「橿原市男女共同参画行動計画（第３次）自分らしく輝く かしはらプラン」

及び「橿原市配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等のための施策の実施に関する基

本計画（第２次）」が策定から５年後にあたる中間年度のため、本計画の進捗状況を考慮し、
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適切な施策を推進していくために、2023（令和５）年度から 2026（令和９）年度までの主な

事業や数値目標を改めた「橿原市男女共同参画行動計画（第３次）改訂版」及び「橿原市配

偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等のための施策の実施に関する基本計画（第２次）

改訂版」を策定しましたので、本計画に基づき、今後も男女共同参画社会の形成に向けた取

組を進めていきます。 

 

◇ 子ども 

輝く未来と無限の可能性をもつ子どもたちは、国籍に関わらずかけがえのない地域の宝で

す。次世代を担う子どもたちが心身ともに健やかに育つ社会をつくることは、我々大人に課せら

れた責務です。しかし子どもを取り巻く環境は、家族や社会の状況、就労形態の多様化などを

背景に、年々大きく変化してきています。 

新聞、テレビなどでも痛ましい児童虐待に関する事件の報道が増加しており、特に子どもの

生命が奪われるなど、重大な事件が後を絶たない状況にあります。全国的には児童虐待事件

やそれに関わる児童相談件数も年々増加しており、本市における２０２２（令和４）年度中の児

童相談件数は３３５件、そのうち児童虐待件数は２７６件でした。 

子どもへの虐待は、子どもの心身の成長、人格の形成に重大な影響を与えます。子どもの虐

待に発達障がいが潜んでいることもあります。成長や発達についての適切な理解がないことか

ら、子どもの周囲との関わりや行動の困難さの原因が「子育てが悪いから」と保護者の育児の

ありようを問われたり、自分の子育てのせいだと思い込んだりして、追い詰められ虐待となる

ケースもあります。それを防ぐためには、保護者が子どもの行動を理解し、子どもに応じた対応

や支援ができるように、子育ての心理的な負担の軽減をめざしたサポートが大切です。そして、

保護者が子どものできること、できないことも丸ごと受けとめ、支援していくことで虐待の未然

防止につながります。 

今後も次の点を中心に、子ども総合支援センター等、関係機関との連携を図りながら、児童

虐待の未然防止、発達に障がいをもつ子どもや児童虐待の早期発見、早期対応を推進すると

ともに、虐待発生後の子どもと家庭を支えるための支援を進めていきます。 

令和５年６月、市内在住の４歳女児が虐待により死亡するという大変痛ましい事案が発生し

ました。本市はこの事案を重く受け止め、奈良県・橿原市共同設置検証チームにおいて事実関

係の把握並びに重大事案の調査・検証を行っているところです。また同時に、二度と虐待によ

り子どもの命が脅かされることのないよう、市単独で設置した再発防止策検討チームによる再

発防止策の具現化に向けた検討を進めています。 

 

○児童虐待防止対策の充実 

２００４（平成１６）年児童福祉法の改正により市町村が児童家庭相談の一義的な窓口とな

り、虐待の通告先と位置づけられました。児童虐待対応は関係機関との連携が欠かせず、その

ネットワークの構築のため各市町村には要保護児童対策地域協議会が設置され、関係機関

（※注）との緊密な連携のもとで対応を進めています。 

今後も、相談体制のより一層の充実を図るとともに、二度と痛ましい児童虐待事案が起こら

ないよう、児童虐待の未然防止に努めます。また、発達に障がいをもつ子どもや児童虐待の早

期発見、早期対応を推進するとともに、虐待発生後の子どもと家庭を支えるための支援を進め

ていきます。 
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 （※注）関係機関には次の機関が含まれます。 

民生児童委員、自治会、弁護士会、法務局、警察、こども家庭相談センター、医療機関、 

教育委員会、幼稚園、保育所、福祉（児童、障がい、生活保護）等 

 

○教育相談体制の充実 

 子どもの社会生活への対応、校内暴力やいじめ、不登校などの問題解決、子育てに対する支

援を図るため、スクールカウンセラーの配置や、心理相談員をはじめとする各種相談事業など

教育相談体制の充実を図るとともに、必要に応じて訪問指導にも努めます。また、教育相談や

適応指導教室にかかわり、指導・助言並びに専門機関との連携を図るなど、相談体制の一層

の充実に努めます。 

 

○いじめ・不登校・問題行動等への取組 

 いじめ・不登校・問題行動等の問題は、幼児・児童生徒一人ひとりの人権にかかわる深刻か

つ重大な問題であるとの認識に立って議論し、さまざまな問題について広く意見を求め、その

予防や解決に向けた取組の充実を図ります。 

 また、子どもの教育相談や子ども・保護者向け教育相談など教育相談体制の充実を図るとと

もに、「虹の広場」やいじめ不登校対策指導員の配置、いじめや不登校・問題行動等に関する

教職員の研修等を実施し、充実した取組が展開できるよう努めます。 

 さらに、学校教育の枠を越え、家庭や地域社会、関係機関・団体との連携を積極的に進め、社

会全体が一体となって取り組むよう努めます。 

 

○社会的包摂への対応 

 「子どもの孤独」が大きな問題になっていると言われています。核家族化や地域のつながりが

希薄化している中で、「人とのつながりが少なく、社会的に孤立している」、「家に帰っても誰も

いない」、「放課後の居場所がない」「一人で食事をする孤食」等の子どもが増えていると言わ

れています。 

また、「子どもの貧困」も大きな問題になっていると言われています。２０２２（令和４）年 国民

生活基礎調査によると、１７歳以下の子どもがいる世帯の相対的貧困率は１１．５％で、子ども

の約８人に１人が貧困と言われています。若い人の所得が低い、保護者が経済的に困窮する

など様々な要因により学習機会を喪失して新たに「社会的な貧困」に陥る子どもが増えている

とも言われています。また、一般には本来大人が担うべき家事や家族の世話（介護や身体的・

精神的なケア、身の回りの世話など）などを日常的に担う、いわゆる「ヤングケアラー」につい

ても問題となっています。 

こうした状況において、子どもが安心して過ごせる場所を提供して子どもたちを取り巻く環境

の改善につながるように、市内でも民間によるこども食堂が続々と設立されています。こうした

勢いを加速できるよう、行政としても物価高騰の中、運営が安定して行われるよう支援金制度

を設けたり、各食堂の活動状況を取材して市のホームページで周知したり、食堂間の連携を深

めるため交流会を開催したりするなどといった取り組みを進めています。 

又、子どもが学習機会を喪失する等により成長する機会を逃すことがないように、ヤングケア

ラーの問題についても、昨年度実施された県調査の趣旨を引き継いで状況把握に努めるとと

もに、認知度を上げるための周知、対応窓口の設置など取組を推進していきます。 
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◇ 高齢者 

ますます進む高齢化と家族構成の変化も相まって、独居や高齢者世帯が増加しています。こ

のような状況の中で、支援を要する高齢者や認知症高齢者も増加していることから、平成２７

年度から、その基盤となる体制整備として、地域包括支援センターの地域の相談窓口である

「街の介護相談室」を配置しました。これらが機能することによって、支援を要する高齢者や認

知症高齢者が地域で孤立することなく生活できることとなり、高齢者虐待の早期発見や早期

対応が可能となります。 

また、権利擁護業務の一環として高齢者虐待の対応を委託している橿原市社会福祉協議

会地域包括支援センターや、街の介護相談室や警察をはじめとする関係機関と連携しながら、

高齢者虐待防止を推進していきます。 

 

◇ 障がいのある人 

 「障害者権利条約」では、第１条の目的において、「全ての障害者によるあらゆる人権及び基

本的自由の完全かつ平等な享有を促進し、保護し、及び確保すること並びに障害者の固有の

尊厳の尊重を促進することを目的とする。」と書かれています。 

 また、国においては、２０１２（平成２４）年６月に可決された「地域社会における共生の実現に

向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律」により、「障

害者自立支援法」が「障害者総合支援法」となり、２０１３（平成２５）年４月１日（一部は平成２

６年４月１日）から施行されました。 

 ２０１３（平成２５）年には、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（障害者差

別解消法）が制定され、２０１６（平成２８）年に施行されました。この法律では、「障害者基本法」

に規定された「障害を理由とする差別の禁止」について、具体的に「不当な差別的取扱い」を

禁止し「合理的配慮の提供」を行うことを求めています。 

 奈良県では、障害者差別解消法の具体化を図るために「奈良県障害のある人もない人もと

もに暮らしやすい社会づくり条例」が２０１５（平成２７）年１０月１日（一部は平成２８年４月１日）

に施行され、全ての県民が、障がいの有無にかかわらず、相互に人格と個性を尊重し合いなが

ら、安心して幸せに暮らすことができる社会の実現を目的としています。 

本市では、障害者基本法の規定により、平成２９年度から令和５年度までの７年間の長期計

画として、「橿原市障がい者福祉基本計画」を策定し、次の項目を中心に施策を進めています。 

（基本計画における基本理念） 

「みんなでつくる 障がいのある人もない人も いきいきと共に暮らせるまち、かしはら」 

（基本計画における基本目標） 

・目標１ 障がいのある人の人権尊重および権利擁護の推進と市民交流の促進 

・目標２ 役割といきがいを持って参加・活動できる地域社会づくり 

・目標３ 主体的な選択・決定に基づく社会参加への支援体制づくり 

・目標４ 安心して快適に暮らせる生活環境づくり 

（基本計画における重点施策） 

・重点施策１ 経済的自立に向けた雇用・就労への支援 

・重点施策２ 地域における交流活動の促進 

・重点施策３ 「こころのバリアフリー」の実現に向けた啓発活動の推進 
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さらに、２０２０（令和２）年度末に、２０２１（令和３）年度から２０２３（令和５）年度までを計画

期間とした障害者総合支援法の規定による「橿原市第６期障がい福祉計画」、児童福祉法の

規定による「橿原市第２期障がい児福祉計画」を策定し、基本計画にある重点施策について

の取組を進めます。 

（障がい福祉計画における重点施策） 

・重点施策１ 経済的自立に向けた雇用・就労への支援 

 障がいのある人の雇用・就業支援のため、ハローワーク等とのネットワークを充実させ、障が

い・職業能力等に応じた多様な就業形態とその就労の場が拡大する環境づくりをめざし、障が

いのある人と企業のマッチングをはじめとした就労の機会を設けるなど、障がいのある人の就

労を促進し、事業の周知にも努めます。 

 また、就労定着支援事業の利用促進を図り、障がいのある人が安心して働き続けられる環境

整備を進めます。 

・重点施策２ 地域における交流活動の促進 

 精神保健福祉普及啓発事業等を通じ、障がい者団体や地域住民、ボランティア等との交流を

図ります。 

 また、障がいのある人が、いきいきと人生を楽しむことができるように、障がい者スポーツやレ

クリエーションの機会の創出を行います。 

・重点施策３ 「こころのバリアフリー」の実現に向けた啓発活動の推進 

 人格と個性を尊重して互いに支え合う共生社会をともに創り上げるため、また人々が持つ心

の障壁を取り払うため、広報誌による人権啓発の高揚や、さまざまな研修の場の提供など、市

民を対象とした啓発活動を一層進めます。 

 また、すべての児童・生徒が、さまざまな特性のある人とのかかわりを持つなどの実体験や人

権教育の取組を通して、共感と理解を深めるため、福祉教育の拡充に努めます。 

 さらに、発達障がいに関して、市民及び関係職員が理解できるよう、啓発を進めます。 

 

2022（令和 4）年には、2014（平成 26）年にわが国で批准された「障害者の権利に関す

る条約（障害者権利条約）」に基づいた施策の推進について、国連の権利委員会による日本

の審査が初めて行われました。その総括所見において、医療機関や施設に入院・入所している

障がい者が地域で自立した生活を送る権利の保障や、インクルーシブ教育システムの推進な

どについて改善を勧告されたことから、障がい者が自分らしく暮らすことのできる権利を保障

するための取組を一層強化していくことが求められます。 

 そのため、本市の障がい福祉における考え方や理念など、今後の方向性や目標を明確にして

共有するとともに、地域の課題に対する解決策を地域に暮らす全ての住民で考え、市民・障が

い者団体・事業者・行政等がそれぞれの役割を果たしながら協力して取り組んでいくことが大

切です。障がいの有無に関わらず、互いに助け合いながら、誰もが役割をもって生き生きと暮ら

すことができる地域共生社会の実現をめざし、取り組みを進めます。 

 

〇教育の推進 

 学校においては、共生社会の実現を目指して、子ども総合支援センター等との連携を深め、

障がいを理解し合い、共に生き共に育つ教育・保育を家庭や地域社会と共同で推進していく

ことが必要です。また、障がいのある子どもの教育的ニーズを把握し、個々に応じたきめ細かな
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教育を推進することが大切です。 

 また、保護者に対しては、ペアレントトレーニング等を通じて、子どもの発達や行動に対して、そ

の背景を理解し適切な接し方を学ぶことで悩みの解消につなげ、子どもにとって、よりよい親子

関係づくりをめざして支援していきます。また就学等についての相談体制を充実させます。 

 

◇ 外国人 

本市においては、２０２３（令和５）年３月末時点で、４０ヶ国、１，３８８人の外国籍の市民に加

え、国際結婚等により外国にルーツを持つ市民も多く生活しています。ただ、現在でも、外国と

りわけ韓国・朝鮮にルーツを持つ人々に対する差別は残っており、インターネットやＳＮＳなど

様々なところで確認されています。 

韓国・朝鮮籍の方々は、戦前からの歴史的及び社会的経緯により、本名（民族名）や言語の

使用が困難な状況になるなど、さまざまな差別を受けてこられました。日本人は、そうした過去

の歴史を直視し、自らの問題として見つめなおす必要があります。このプロセスを経て、私たち

は、多様な社会の構築に必要な、お互いの歴史や文化を尊重する姿勢を真に育むことができ

るのです。 

市と教育委員会では、外国人への差別の解消に向け、１９９８（平成１０）年に「在日外国人

（主として韓国・朝鮮人）教育に関する指導指針」を策定しました。同指針では、基本的な認識

や課題を踏まえた上で、行政、学校教育及び市民についてそれぞれ推進すべき施策の方針を

示しています。 

市や教育委員会では、そうした方針を踏まえ、国際理解を深めることに加え、外国人市民が

自己の言語・文化及び歴史を正しく学び、民族的自覚と主体性を確立し、自己実現が図れる

ように支援するとともに、互いに相手の文化的、社会的及び歴史的背景を理解し、共に認め、

学び合うことを目的とした事業を推進しています。 

具体的には、外国にルーツを持つ市民の民族的なアイデンティティが育つ環境の整備を目

指し、幼稚園・小学校・中学校における国際交流教室を開催しています。また、日本語を話すこ

とができない外国籍の保護者等との面談・相談等における通訳事業も実施しています。また、

在日外国人の行政手続きや生活相談などの支援のため、近年急速な発展のみられるデジタ

ルデバイス等を使用した通訳手段をとることで、より多様な言語に対応できるよう努めています。 

ところで、コロナ禍での出入国制限が緩和され、国内の外国にルーツを持つ人々は、今後は

増加の基調に戻ることが予想されます。このことに併せて、人権の視点からも多くの課題が生

じる可能性があり、国の施策をはじめ共生社会に向けた今後の動向を注視していくことが大切

です。 

一方、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う特定の国の出身者等に対する誹謗中傷

や差別的な取扱い、ロシアによるウクライナ侵略を契機としたロシア出身者に対する誹謗中

傷、また、北朝鮮当局による人権侵害問題等と絡めてこの問題と無関係な在日コリアンなどに

対する差別や暴言が行われる等、特定の民族や国籍の人々へのヘイトスピーチをはじめとする

差別的言動が、日常生活の中に外国にルーツを持つ市民の存在が大きくなるにつれ、より一

層大きな社会的問題となっています。 

このため、人種等を理由とした差別の根絶に向けては人種差別撤廃条約等に基づく国際的

な取組が続けられており、国においても２０１６（平成２８）年に「本邦外出身者に対する不当な

差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律」（ヘイトスピーチ規制法）が施行され、
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様々な形で啓発や人権教育などを進めて、人々の心から偏見や誤った先入観をなくしていく必

要があります。 

これからも、多様な文化・個性を有した外国にルーツを持つ市民が安心して日常生活を送る

ことができる、より豊かな多文化共生社会となることをめざします。 

 

◇ ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 

ＨＩＶ感染者・エイズ患者は１９８１年に初めて症例が発見されて以来、世界中に広がり、日本

でも増加しています。当初は治療法がなく、報道では、この病気の恐ろしさのみが強調されて伝

えられ、人々の間に生じた誤解や偏見から、ＨＩＶ感染を理由に職場への採用がとり消されたり、

医療機関で差別的な対応や診療拒否をされたりするといった人権侵害が起こりました。 

ハンセン病とは、皮膚と末梢神経に病変を起こす感染症ですが、ハンセン病の原因菌である

らい菌は、感染力が非常に弱く、たとえ感染しても発病することはまれであることが明らかにな

り、１９４０年代以降は治療法が確立され、早期に発見し、適切な治療を行えば、治すことができ

る病気となりました。一方で患者・回復者への偏見や差別には長い歴史があり、現在も続いて

います。 

２０１９（令和元）年７月に、ハンセン病患者の隔離政策による家族への差別について国の責

任を問う裁判で、国の責任を認める判決が確定しました。これは、当事者・家族はもちろん多く

の人々の尽力により、国民の人権に対する意識が大きく変わってきたことの証左であるともい

えます。 

このことから、ＨＩＶ感染者やハンセン病の患者及びその家族に対する差別や偏見をなくし、

人間としての尊厳と自由を認め合い、共に生きる社会をつくるためには、市民の病気に対する

正しい知識や理解が必要です。厚生労働省や県が実施する「世界エイズデー」キャンペーンに

協力するなど、エイズのまん延防止とＨＩＶ感染者やハンセン病患者・元患者・その家族に対す

る差別・偏見の解消を目的に、正しい知識（検査・相談体制に係る情報提供を含む。）の普及・

啓発を進めていきます。 

 

◇ 性的マイノリティ（※ＬＧＢＴＱなど） 

 近年、性自認や性的志向の面で多様なあり方が社会的に認知されつつありますが、今なお、

性的マイノリティの人々は、自分自身に対し強い違和感を持つと同時に、社会の無理解や偏見

あるいは日常生活のさまざまな場面で奇異な目で見られることも多く、精神面を含め負担を強

く受けています。 

 橿原市では、こうした状況を踏まえ、２００３（平成１５）年に「性同一性障害を抱える人たちが

普通に暮らせる社会環境の整備を求める意見書」を全国の議会で初めて全会一致で採択し、

以降、公文書及び公的文書の性別記載の再考と削除について取り組んできました。また、２０２

３（令和５）年６月には、「性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理

解の増進に関する法律」、いわゆる「ＬＧＢＴ理解増進法」が成立し、人格と個性を尊重しあい

ながら共生する社会の実現をめざすという基本理念が示されました。 

今後も、性的マイノリティの人々に対する差別と偏見をなくし、自己肯定感が損なわれること

のないよう、一人ひとりの『違いを認め合う』地域社会の実現を目指して、正しい知識の普及・

啓発を進めるとともに、当事者の人々が安心して自立した生活を送ることができるよう相談や

啓発など必要な支援を進めていきます。 
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※LGBTQ  L（レズビアン、女性同性愛者）,G（ゲイ、男性同性愛者）,B（バイセクシャル、

両性愛者）,T（トランスジェンダー、性自認が出生時に割り当てられた性別と異なる人）, 

Q（クエスチョニング、わからない）の頭文字をとった言葉で、性的マイノリティを表す総

称のひとつとして使われることがあります。 

 
◇ インターネット等による人権侵害 

 インターネットやＳＮＳの発展により、発信者の匿名性があることや不特定多数の人々に向かっ

て自由に発信することができるといった面を悪用し、他人を誹謗中傷したり、差別を助長したり

する情報を掲載することによって、人権を著しく侵害する事象があとを絶つことなく起こっていま

す。 

インターネット等は、すでに現代社会において不可欠なものとなっており、今後はテクノロジー

の進化に併せて、ネットリテラシー教育の充実や「ネット依存」が「きずな依存」といわれる観点

から集団づくりの実践や自尊感情の醸成も大切な課題になっています。  

 一方で、２０１６（平成２８）年に本市が実施した「人権問題に関する市民意識調査」では、「パ

ソコンやスマートフォンのインターネット上の人権侵害」に対する問いについて、「書いてある内

容が事実である・なしに関わらず、許せない人権侵害だと思う」と約８割の人が回答しており、

市民の人権意識の高さがうかがえます。  

こうした状況を維持していくには不断の努力が必要ですが、奈良県市町村人権・同和問題

啓発活動推進本部連絡協議会（啓発連協）では、２００２（平成１４）年に「インターネット掲示

板差別書き込みについて考えるプロジェクト会議」を立ち上げ、その活動拠点となる「インター

ネットステーション」を設置し、組織的対応の中で掲示板への差別書き込みの実態と動向の把

握、あるいは差別記事のプロバイダ等への削除要請や関係機関等への働きかけを展開するな

ど、現在も活発な活動を行っており、本市もチームメンバーとして参加しています。 

併せて啓発連協では、そうした活動に加え、新たに台頭してきたインターネット上のさまざま

な人権問題を考える「シンポジウム」を開催しており、今後も啓発連協と連携してインターネット

等による人権侵害に対する取組を進めてまいります。 

  

◇ 北朝鮮当局によって拉致された被害者等 

北朝鮮当局による人権侵害問題は、国においては、２００５（平成１７）年の国連総会決議を

踏まえ、２００６（平成１８）年６月に「拉致問題その他北朝鮮当局による人権侵害問題への対

処に関する法律」が施行されました。この法律では、国及び地方公共団体の責務等が定めら

れるとともに、毎年１２月１０日から１６日までの１週間を「北朝鮮人権侵害問題啓発週間」とす

ることとされました。 

また、２０１１（平成２３）年４月の閣議決定により、「人権教育・啓発に関する基本計画」の人

権課題に追加されました。本市としましても、国をはじめ関係機関と連携しつつ、この問題に対

する市民の関心と認識を深めるため、７月の「差別をなくす強調月間」や、１２月の「北朝鮮人

権侵害問題啓発週間」に、北朝鮮当局による拉致被害者の写真展を開催するなどの取組を

進めて、啓発に努めていきます。 
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◇ さまざまな人権 

中国残留邦人、ホームレス、刑を終えて出所した人々、犯罪被害者、アイヌの人々、プライバ

シー、環境問題、東日本大震災に起因する風評被害等による人権問題、貧困問題等、現在の

日本社会には多様な人権問題が存在しています。 

今日の人権をめぐる動向を見据えながら、本市としての実態把握や課題整理を行い、その

結果、基本的人権にかかわる重大な問題として明らかになった人権課題については、その解消

に向けて必要な時に必要な場所で「適切で途切れない支援」を進めていきます。 

そして、さまざまな人権問題に対して理解を深めてもらうために、シンポジウム、講演会、研修

会、各種イベントの開催など、あらゆる機会を通して市民の皆様一人ひとりの人権意識の高揚

に努め、差別や偏見をなくしていくための施策の推進に努めるとともに、国、県、他市町村、ＮＰ

Ｏなど関係機関との連携を一層充実・強化を図る取組を進めていきます。また、職員人権問題

研修等を通じて、市職員に対する人権啓発及び人権に配慮した窓口応対などの取り組みを進

めていきます。 

 

〇コロナウイルスと人権 

全国的にではありますが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大によって、最前線でウイル

スとたたかう医療・介護従事者、物流を支える運送業者など、持続可能な社会に不可欠なエッ

センシャル・ワーカーやその家族等に対する差別やいじめが社会問題化しました。また、感染者

と同じ学校というだけで、感染者と直接接触する機会のない学生・生徒・児童に対しても、不当

な差別的取扱いを受けるといったケースも見られました。その他にも、職場等でワクチン接種を

強要されるといった相談も寄せられました。 

こうした差別では、新型コロナウイルスに対する正しい知識が確立されていない中で過度に

不安や恐れを抱いてしまい、感染者への誹謗中傷など過剰な行動に走ってしまいがちです。誰

もが感染者になりうる状況下で、恐れるべきはウイルスであって人ではないことを、改めて強調

しておきます。 

国内におけるハンセン病の問題では、９０年以上にわたり誤った知識のもとに、患者や回復

者が法律で強制的に隔離され、その家族も含めて激しい差別により社会から排除された歴史

があります。新型コロナウイルスとの関係において、こうした過ちを繰り返してはなりません。 

国連のＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）では、２０３０年までに達成すべき１７の目標を提示し

ており、「誰も置き去りにしない」社会をつくることをゴールに掲げています。言い換えれば、わ

れわれは、新型コロナウイルスという新たな脅威に直面する中で、根源的な課題として、お互い

の人権を真に尊重する社会をいかに構築していくかが問われているのです。 
（本市の主な取組） 

・「市長から市民へのメッセージ」として新型コロナウイルスに関連した差別や偏見は許されないとの
内容をホームページに掲載 
・「新型コロナウイルス感染症に関する人権への配慮について」と題した教育長メッセージを児童・生
徒を通じて保護者に発出及びホームページに掲載 
・教員向け人権教育研修資料「かけはし」を複数回にわたって作成し、教育現場での「コロナウイルス
と人権」について考える材料として提供 
・「新型コロナウイルス感染症に関する人権への配慮について／被害にあった時の相談窓口」をホー
ムページに掲載 
・「新型コロナウイルス感染症に関する人権への配慮について」を広報かしはらに掲載 
・「ワクチン接種に関する人権への配慮について／相談窓口」を広報かしはら、ホームページに掲載 
・「新型コロナウイルスとたたかっている皆さんに感謝とエールを」のポスター作成 
・啓発パネル及びチラシの作成 
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Ⅱ．各課の主な取組の概要

ｶｯｺ内は前年度報告書の評価

課　名 事　　業　　名 ページ 分　野 事業実績の成果 今後の方向性

平和祈念事業 18 10．さまざまな人権 Ｂ Ｂ（Ａ）

外国人講師国際交流授業・通訳実施 19 ６．外国人
11．人権全般

Ａ(Ｂ) Ｂ

広報外国語翻訳業務 20 ６．外国人 Ｂ Ｂ

外国人生活相談事業 21 ６．外国人 Ａ Ｄ（Ｂ）

企画政策課
人権政策課

人権・地域教育課
国際交流・多文化共生事業 22 ６．外国人

11．人権全般
Ｄ Ｄ（Ｂ）

橿原市職員人権問題研修 23 11．人権全般 Ｂ Ｂ

女性職員向け研修 24 ２．女性 Ｂ Ｂ

差別をなくす強調月間（７月） 25 11．人権全般 Ｂ Ｂ

人権週間啓発（１２月） 26 11．人権全般 Ｂ Ｂ

「人権を確かめあう日」記念集会 27 11．人権全般 Ｂ（Ｄ） Ｂ

人権を考えるつどい 28 11．人権全般 Ｂ（Ｄ） Ｂ

かしはらふれあい塾（人権市民講座） 29 11．人権全般 Ｃ Ｂ

各種集会・研修会等の参加 30 11．人権全般 Ｂ Ｂ

人権相談（面接・電話） 31 11．人権全般 Ｂ Ｂ

「人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計
画」の作成

32 11．人権全般 Ｂ Ｂ

人権啓発（常時） 33 11．人権全般 Ｂ Ｂ

ＬＧＢＴＱに関する啓発 34 ８．性的ﾏｲﾉﾘﾃｨ
　　（LGBTQなど）

Ｂ Ｂ

男女共同参画週間事業 35 ２．女性 Ｃ Ｂ

男女共同参画職員研修 36 ２．女性 Ｂ Ｂ

男女共同参画行動計画実施事業 37 ２．女性 Ｂ Ｂ

ＤＶ防止啓発事業 38 ２．女性 Ｂ Ｂ

男女共同参画広場相談事業 39 ２．女性 Ｂ Ｂ

差別をなくす強調月間 40 11．人権全般 Ｂ Ｂ

活動展 41 11．人権全般 Ａ Ｂ

差別をなくす強調月間 42 11．人権全般 Ｂ Ｂ

おおくぼふれあい祭 43 11．人権全般 Ｄ Ｂ

おおくぼまちづくり館事業 44 １．部落差別問題
　　（同和問題）

Ｃ Ａ

市民窓口課 本人通知制度 45 11．人権全般 Ａ Ａ

地域振興課 橿原市企業内人権教育推進協議会 46 11．人権全般 Ｃ Ｂ

健康増進課 ＨＩＶおよびハンセン病に関する
正しい知識の普及・啓発活動

47 ７．HIV感染者・
　　ハンセン病患者

Ｂ Ｂ

こども未来課 職員研修 48 ３．子ども Ａ Ｂ

子ども家庭相談室 児童虐待等への対応 49 ３．子ども Ａ Ａ（Ｂ）

企画政策課

人事課　

飛騨コミュニティ
センター

大久保コミュニティ
センター

人権政策課

-
 
16

 
-



ｶｯｺ内は前年度報告書の評価

課　名 事　　業　　名 ページ 分　野 事業実績の成果 今後の方向性

法律相談 50 11．人権全般 Ｂ Ｂ

「社会を明るくする運動」啓発 51 10．さまざまな人権 Ｂ Ｂ

一人暮らし高齢者実態調査 52 ４．高齢者 Ｂ Ｂ

生活困窮者自立支援事業 53 10．さまざまな人権 Ｂ Ｂ

障がい福祉課 障がい者理解を深める作品展 54 ５．障がいのある人 Ａ Ｂ

障がい福祉課
長寿介護課

権利擁護支援地域連携ネットワーク会議 55 ４．高齢者
５．障がいのある人

Ｂ Ｂ

長寿介護課 高齢者虐待防止研修 56 ４．高齢者 Ｃ Ｂ

市内公園　人にやさしい公園づくり 57 11．人権全般 Ｂ（Ａ） Ｂ

スポーツEXPO 58 11．人権全般 Ｂ Ｂ

建設管理課 交通安全施設整備事業 59 11．人権全般 Ｂ Ｂ

スクールカウンセリング事業 60 ３．子ども Ａ Ａ

いじめ不登校対策事業 61 ３．子ども Ａ Ｂ

人権教育推進計画作成説明会 62 11．人権全般 Ｂ Ｂ

人権教育推進校・園指定 63 11．人権全般 Ｂ Ｂ

子ども人権フォーラム 64 11．人権全般 Ｂ Ｂ

人権啓発ポスター・標語の募集と掲示 65 11．人権全般 Ｂ Ｂ

人権教育資料「なかまとともに」の配布 66 11．人権全般 Ｂ Ｂ

人権・地域教育課で主催する研修会 67 11．人権全般 Ｂ Ｂ

人権教育研修会への講師派遣 68 11．人権全般 Ｂ Ｂ

各種教室 69 11．人権全般 Ｂ Ｂ

家庭教育講演会 70 11．人権全般 Ｂ Ｂ（Ａ）

広報「かしはら」命の輝きシリーズ 71 11．人権全般 Ｂ Ｂ

啓発冊子の購入と配布 72 11．人権全般 Ｂ Ｂ

図書館 人権をテーマにした資料展示 73 11．人権全般 Ｂ Ｂ

発達障がいに関する市民のための講演会 74 ５．障がいのある人 Ａ（Ｄ） Ａ

ペアレント・トレーニング 75 ３．子ども Ｂ Ｂ

選挙管理委員会
事務局

明るい選挙出前講座　～未来の有権者たちへ～ 76 ３．子ども Ｂ Ａ(Ｂ)

Ａ－１０ Ａ－　６

Ｂ－４２ Ｂ－５１

Ｃ－　５ Ｃ－　０

Ｄ－　２ Ｄ－　２

Ａ．成果は大きい Ａ．拡大

Ｂ．成果はやや大きい Ｂ．見直しの上継続

Ｃ．成果はやや小さい Ｃ．縮小

D．成果は小さい Ｄ．廃止又は休止

成果、方向性の内容

学校教育課

集　　約

福祉総務課

こども発達支援課

人権・地域教育課

公園緑地景観課
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

⑥　分 野 10
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権

８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

11.人権全般

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

イベント数の拡大ではなく、現状の質を高めたり変化させることにより引き続き平和事業を継続し
ていく。

Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

平和の尊さを伝えることを途切れさせないこと。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
・原爆の絵　パネル展示・スライドショー放映
・ウクライナの写真　パネル展示・スライドショー放映
・「平和の鐘」撞鐘の実施（橿原市仏教会の協力）
・平和の火リレー、原水爆禁止平和大行進の受入
・平和記念の黙祷（原爆投下日時、終戦の日）

予算額（単位：千円） 6

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

市が率先して事業を実施し平和の尊さを伝えることにより、市民の人権意識や平和意識の醸
成につながった。スライドショーにして放映を継続し、コロナ禍のために中止していた原爆
の写真パネル展示を再開、あわせてウクライナの風景や本市との交流時の写真を展示するこ
とで、平和について考える機会を提供することができた。

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
・「平和の鐘」撞鐘の実施（橿原市仏教会）
・原水爆禁止平和大行進の受入
・原爆の写真　スライドショー放映
・原爆の写真　パネル展示
・ウクライナの風景・交流写真　スライドショー放映
・ウクライナの風景・交流写真　パネル展示

予算額（単位：千円） 0 決算額（単位：千円） 5

ページ

４.高齢者 ５.障がいのある人

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

平和祈念事業

企画政策課

市民等

「戦争の悲惨さ、平和の尊さ」を市民に広め、平和意識の高揚を図る
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

外国人講師による国際交流授業は例年一定のニーズがあるが、1年に実施する回数を見直し、引き続
き実施できるように努め、児童・生徒の国際理解を深めていく。通訳に関しては、デジタルデバイ
ス等を使用した通訳手段を利用し、多言語に対応できるようにする。

限られた予算の中で、希望する幼稚園、小・中学校すべてが利用できない場合がある。通訳に関し
ては多様な言語に対応できない場合がある。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
外国人講師１名とコーディネーター１名が申請に基づいて、幼稚園・小学校を訪問し、授業の中で
外国語や文化を紹介する。
通訳については、デジタルデバイス等を使用した通訳手段を導入し、幼・小・中学校等における三
者面談等や、市役所内における手続き・相談時に通訳対応を可能にする。

予算額（単位：千円） 871

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

派遣授業の実施を希望する市内幼稚園及び小学校において、15回の国際交流授業を実施し
た。
幼稚園・こども園・中学校における三者面談や懇談会時に3件、通訳を行った。
授業「異文化の相互理解が深められた」100％、通訳「有効だった」100％のアンケート結果
となり、児童・生徒にとって、有意義なものとなっている。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
外国人講師１名とコーディネーター１名が申請に基づいて、幼稚園・小学校を訪問し、授業の中で
外国語や文化を紹介した。
通訳については、幼稚園・こども園・中学校における三者面談や懇談会時に通訳を行った。

予算額（単位：千円） 347 決算額（単位：千円） 264

⑧　成 果

Ａ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

⑥　分 野 6･11
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

ページ

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

外国人講師国際交流授業・通訳実施

企画政策課

幼稚園・小学校・中学校及びその保護者
外国人の講師による国際交流の一環として外国文化に触れるための授業を行う。また個人
懇談等の際に通訳を行うことで生徒、保護者、教師の３者の意思疎通を支援する等の業務
を滞りなく行う
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

ページ

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

広報外国語翻訳業務

企画政策課

市内在住・在勤外国人

市内在住及び在勤の外国人への情報提供及び外国人からの文書等の問合せに対し迅速
に対応する

⑥　分 野 6
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども ５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

市広報のうち、し尿・ごみの収集日を英語・中国語・ポルトガル語・韓国語・スペイン語に
翻訳し、市ホームページに掲載することで情報提供を行なった。
また、他部署から依頼のあった市民向け文書を２件、7言語に翻訳し提供した。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
市広報のうち、市内在住・在勤外国人に必要と思われるもの及びし尿・ごみの収集日を外国語に翻
訳し、市ホームページに掲載することで、市内の外国人に対し、生活情報の提供を行った。イベン
トポスターや園児等募集チラシの文書翻訳を行った。

予算額（単位：千円） 151 決算額（単位：千円） 56

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

費用面・翻訳者確保の観点から翻訳量・種類によっては実現できない場合がある。インターネット
での翻訳機能の向上からホームページでの情報を取得することは可能であるため、生活に必要な情
報は広報紙だけでなく、ホームページにも掲載することが必要である。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
別途通訳実施事業により、デジタルデバイス等を使用した通訳手段を用いて、市の窓口で書類の翻
訳を可能とさせる。
市広報のうち、市内在住・在勤外国人に必要と思われるもの及びし尿・ごみの収集日を外国語に翻
訳し、市ホームページに掲載することで、市内の外国人に対し、生活情報の提供を行う。
市ホームページのリニューアルに伴う多言語対応。

予算額（単位：千円） 0

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

インターネットの翻訳機能が向上しているため、生活に必要な情報は広報紙だけでなく、ホーム
ページにも掲載することが必要である。別途通訳実施事業により、デジタルデバイス等を使用した
通訳手段を用いて、市の窓口で書類の翻訳を可能とさせる。文書翻訳システムの導入について検討
する。
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｄ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

市内在住外国人の方が日常生活において、不自由なく生活できるよう、別途通訳実施事業によるデ
ジタルデバイス等を使用した翻訳・通訳手段の利用を庁内に周知していく。

市内在住外国人の方が安心して日常生活を送ることができるよう、庁内及び県相談窓口の周知に努
めていく必要がある。庁舎内の外国人対応時に通訳者の同行がない場合の対応に課題がある。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
別途通訳実施事業により、市内在住外国人が庁内での手続きや生活相談ができるようデジタルデバ
イスを導入する。

予算額（単位：千円） 0

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

市役所での各種手続きの際や通院等の際の通訳、及び就職相談や日常生活に係る様々な事象
における相談など、合計181件（ネパール89件、スリランカ31件、ミャンマー14件、その他
47件）の相談を受け付けた。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
市内在住外国人の方を対象とした生活に関する相談業務を実施した。

予算額（単位：千円） 1,231 決算額（単位：千円） 1,231

⑧　成 果

Ａ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

⑥　分 野 6
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

ページ

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

外国人生活相談事業

企画政策課

外国人

市内在住外国人向けに生活相談を行い、国際社会に開かれた誰もが住みやすい地域社
会を形成する

-
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-



①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｄ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

※内容や開催方法等の再検討が必要である。

新型コロナウイルス感染症拡大防止のためR2年度から中止している。再開にあたっては、内容や開
催方法等の見直しが必要である。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
※内容や開催方法等を見直す。

予算額（単位：千円） 337

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

当イベントでは以下の目的があり、大変意義ある事業であるが、新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ためR2年度から中止しているため成果は小さいとした。再開にあたっては、内容や開催方法等の見直し
が必要である。
・日本人が異文化に触れることにより、国際理解を深めるとともに国際感覚を培う
・在住外国人が自国の文化を紹介し、自国のアイデンティティを再確認し、民族的自覚と誇りを高める
・同胞や外国の人たちとの出会いとつながりの場をつくる

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
実施せず。
(参考)2019年実施事業
　①「2019世界の文化体験イベントⅠ」
　日程：令和元年7月6日　　　場所：橿原市中央公民館分館
　内容：コリアン・ニュージーランドの文化体験（民族舞踊鑑賞、民族楽器体験・遊び・各国の
　　　　お菓子試食など）
　参加者数：54名（パートⅠは予約制。あらかじめ市内小中学生の参加希望者を募って開催)
　②「2019世界の文化体験イベントⅡ」
　日程：令和元年11月30日　　場所：かしはら万葉ホール　多目的ロビー
　内容：コリアン・ペルー・カザフスタンの文化体験、民族衣装体験　　　参加者数：330名

予算額（単位：千円） 337 決算額（単位：千円） 0

⑧　成 果

Ｄ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

⑥　分 野 6・11
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

ページ

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

国際交流・多文化共生事業

企画政策課／人権政策課／人権・地域教育課

市民等

外国文化を体験することにより、国際理解を深め、民族的自覚と誇りを高めるととも
に、同胞や異なる国にルーツを持つ人どうしで交流を深める
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

今求められているテーマの検討を逐一行いながら、幅広いテーマで職員の人権問題に対する意識の
高揚を行いたい。

様々な分野の人権問題がある中でのテーマ選定。
今、求められているテーマは何か、の検討は常に必要。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
職員人権問題についての動画研修
「性的マイノリティと人権～ 性の多様が尊重されるまちづくりために」
講師：性と生を考える会　代表　中田　ひとみ　氏
日程：令和5年7月31日（月）～8月4日（金）

予算額（単位：千円） 81

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

受講人数：982名

コロナウイルス感染拡大防止のため動画による研修を実施。例年より受講人数は増加し、受
講率の面で一定の効果が得られた。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
職員人権問題研修「ハラスメント防止研修」（動画研修）
講師：株式会社 話し方教育センター　伊槻　紀子　氏
日程：令和4年7月21日（木）～8月4日（木）

予算額（単位：千円） 81 決算額（単位：千円） 101

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

⑥　分 野 11
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

84 ページ 職員人権問題研修一覧表

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

橿原市職員人権問題研修

人事課

全職員（会計年度任用職員を含む）

職員の人権問題に対する正しい理解と認識を深める
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

引き続き、女性がより良いワークライフバランスの中でキャリアアップを図ることのできるような
派遣研修等を行っていきたい。

様々な分野の人権問題がある中でのテーマ選定。
今、求められているテーマは何か、の検討は常に必要。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
地方自治体女性職員交流研究会（日本経営協会）等

予算額（単位：千円） 205

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

女性リーダーがより意欲的に職務に取り組んでいけるように、自治体の行政課題について幅
広い視点から学ぶとともに、職場のマネジメント能力向上に役立つと考える。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
派遣研修
「女性リーダーのためのマネジメント研修」（ＪＩＡＭ（全国市町村国際文化研修所））　1名参加

予算額（単位：千円） 204 決算額（単位：千円） 24

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

⑥　分 野 2
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

ページ

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

女性職員向け研修

人事課

女性職員

女性職員のより良いワークライフバランスとキャリアアップを図る
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

市民に人権問題を正しく理解、認識してもらえるよう継続して実施する。啓発内容については新た
な人権課題も取り上げ、より多くの市民の参加を得て広がりをもつよう企画していく。

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい  Ｄ．成果は小さい

⑥　分 野 11
１.部落差別問題（同和問題）

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
■実施時期：令和5年7月1日～7月31日
・同和問題・性の多様性・インターネットでの人権侵害などの人権パネルの展示（場所：分庁舎）
・電光掲示板による啓発（かしはらナビプラザ・市民窓口課・コミュニティバス）
・ホームページ・ＳＮＳでの啓発
・のぼり旗の掲出（本庁駐車場）
・職員による啓発ワッペン着用

街頭啓発（場所：近鉄大和八木駅周辺　実施日：令和5年7月6日）

予算額（単位：千円） 81

説
　
明

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、例年実施している街頭啓発はできなかったが、
代わりにのぼり旗を設置したり、分庁舎ミグランスの各課窓口にて来庁者に啓発物品の配布
し、同館で開催しているパネル展を案内した。また、市広報紙、ホームページ以外にも、市
施設の電光掲示板を使用するなど周知に努め、啓発活動を行った。

より一層の市民の人権意識の高揚を図るため、啓発活動の時間帯や実施場所、また周知方法などの
検討、啓発内容の見直しが必要である。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
■実施時期：令和4年7月1日～7月31日
・人権パネルの展示（場所：分庁舎　１階市民交流広場・10階展望フロア）
・のぼり旗の設置（本庁舎駐車場）
・電光掲示板による啓発（かしはらナビプラザ・市民窓口課・かしはらコミュニティバス）
・職員による啓発ワッペン着用
・分庁舎ミグランス各窓口課の窓口で来庁者に啓発物品の配布
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、近鉄大和八木駅での街頭啓発は中止した。

予算額（単位：千円） 50 決算額（単位：千円） 70

ページ

差別をなくす強調月間（７月）

人権政策課

市民等

市民の人権意識について正しい理解と認識を培うよう、啓発活動を推進する

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

２.女性 ３.子ども ４.高齢者 ５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

人権週間啓発（12月）

人権政策課

市民等

市民の人権意識について正しい理解と認識を培うよう、啓発活動を推進する

ページ

４.高齢者 ５.障がいのある人

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
■実施時期：令和4年12月
・同和問題、障がい者の人権、子どもの人権、　拉致被害者などの人権パネル・写真の展示
　（期間：12月6日～16日　場所：分庁舎10階展望フロア）
・のぼり旗の設置（期間：12月5日～16日　場所：本庁舎駐車場）
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、近鉄大和八木駅での街頭啓発は中止した。

予算額（単位：千円） 38 決算額（単位：千円） 34

50

Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

小中学生の人権ポスターや人権標語を掲載した人権カレンダーの作成を中止したところ、カレン
ダーの配布について問い合わせがあり、これまで親しまれていたことがわかった。予算の関係で、
カレンダーの作成は難しいが、より効果的に市民の人権意識の高揚を図るため、啓発手法の検討・
見直しが必要である。

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

市広報紙、ホームページ、パネル展示等で「人権週間」の周知に努めた。分庁舎10階の展望
フロアでパネル展を実施したが、時間に余裕のある方が訪れることが多く、パネルもじっく
りと見ていただくことができた。

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

紙媒体だけではなく、ホームページやLINE、Twitter等のSNSによる啓発にも取り組みたい。また、
LEDビジョンやデジタルサイネージ等、市の設備を活用して啓発をしていきたい。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
■実施時期：令和5年12月
・同和問題・障がい者の人権・子どもの人権・拉致被害者などの人権パネル・写真の展示
　（分庁舎屋内交流スペース）
・電光掲示板による啓発（かしはらナビプラザ・市民窓口課・コミュニティバス）
・ホームページ・ＳＮＳでの啓発
・のぼり旗の掲出（本庁駐車場）

予算額（単位：千円）

⑥　分 野 11
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権

８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

11.人権全般
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

「人権を確かめあう日」記念集会

人権政策課

市民等、関係団体、市職員

市民が主体的に人権問題について正しい知識を習得できるよう関係機関等と連携を図
り取り組む

85 ページ 「人権を確かめあう日」記念集会一覧表

４.高齢者 ５.障がいのある人

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
第34回「人権を確かめあう日」記念集会
集会テーマ：誰もがありのままで輝ける社会の実現を
　　　　　　　～毎月11日は「人権を確かめあう日」～
演題：「すべての人が尊重される社会を目指して」
講師：奈良県立同和問題関係史料センター所長　深澤　吉隆　さん
日程：令和4年4月11日
場所：橿原市役所分庁舎４階コンベンションルーム
参加者数：47名

予算額（単位：千円） 177 決算額（単位：千円） 78

97

Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

「毎月11日は人権を確かめあう日」のスローガンを着実に市民の間に浸透させ、人権意識の高揚を
図る大切な機会であるので、時宜に応じたテーマ・講師を検討し、より多くの市民に参加してもら
えるよう努めていきたい。

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため令和２年度、３年度は中止していたが、３年振り
に開催することができた。万葉ホールがワクチン接種会場となっており利用できなかったた
め、会場の規模を縮小して、感染拡大防止に配慮しながら実施した。
部落差別は、政治支配や経済格差の問題としてではなく、地域社会における社会的関係とし
て捉え、地域の実態に即した理解が必要であることを学んだ。

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

県下一斉の取組である「人権を確かめあう日」記念集会は、多数の市民や関係団体、市職員に対す
る人権意識の高揚が図れるため、継続して実施する。また、市民の人権問題に対する興味や関心の
幅が広がり多数参加いただけるよう、テーマや講師の選定を行っていく。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
統一地方選挙実施のため、奈良県下一斉の「人権を確かめあう日」記念集会の開催はない年度であ
るが、人権意識の高揚を図るため人権講座を開催する。

演題：「もっとあたたかい人の世を　－水平社創立の思想を未来へ－」
講師：水平社博物館　館長　駒井　忠之さん
日程：令和6年1月20日（土）午後1時30分～3時30分
場所：大久保ふれあいセンター

予算額（単位：千円）

⑥　分 野 11
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権

８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

11.人権全般

-
 
27

 
-



①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

人権を考えるつどい

人権政策課

市民等

市民が主体的に人権問題について正しい知識を習得できるよう関係機関等と連携を図
り取り組む

85 ページ 「人権を考えるつどい」一覧表

４.高齢者 ５.障がいのある人

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
日程：令和4年6月25日（土）
場所：奈良県社会福祉総合センター　６階　大ホール
内容：
・開会行事
・市内小中学生による人権作文の発表
・記念公演
  演題：「元気な心で、元気な毎日」～ワークとライフのハーモニー～
  講師：鎌田　敏さん（こころ元気研究所所長）

予算額（単位：千円） 489 決算額（単位：千円） 442

455

Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

アンケート結果から人権問題についての関心や理解が深まったと考えられる。今後も開会行事や講
演会講師及びテーマなどについて充実した内容を検討し、より一層の広報活動に努め、さらなる市
民の参加を促す必要がある。

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため令和２年度、３年度は中止していたが、３年振り
に開催することができた。万葉ホールがワクチン接種会場となっており利用できなかったた
め、会場の規模を縮小して、感染拡大防止に配慮しながら実施した。参加人数は155人。アン
ケートでは、大変良かった32％、よかった60％という回答があり、人権問題についての関心
や理解は深まったという方が86％となった。

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

7月の｢差別をなくす強調月間｣の一環として、県下一斉の取組である「人権を考えるつどい」は、多
数の市民に対する人権意識高揚の効果が期待できるため、これからも継続して実施していく。ま
た、より多くの市民に参加していただけるよう、人権問題に対する市民の興味や関心の幅が拡がる
よう、テーマや講師の選定を行っていく。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
日程：令和5年7月15日（土）
場所：奈良県社会福祉総合センター　６階　大ホール
内容：
・開会行事
・市内小中学生による人権作文の発表
・記念公演
  演題：LGBTQ・性の多様性トーク＆コンサート「自分らしく生きる」
  講師：悠以さん（シンガーソングライター）

予算額（単位：千円）

⑥　分 野 11
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権

８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

11.人権全般

-
 
28

 
-



①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

かしはらふれあい塾（人権市民講座）

人権政策課

市民等

市民の人権意識について正しい理解と認識を深め、人権意識の高揚を図る

ページ

４.高齢者 ５.障がいのある人

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
テーマ：「貧困と野宿を考える」
日　程：令和4年8月5日(金)
講　師：生田　武志さん
場　所：中央公民館3階講堂
参加者：41名

予算額（単位：千円） 4 決算額（単位：千円） 5

5

Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

市民の人権問題に対する理解と認識を深める機会を提供している。参加人数が少ないので、より多
くの市民に参加してもらえるよう、講座内容の充実、市広報紙やホームページの活用など告知方法
について検討する必要がある。

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

市民対象として、「人権施策に関する基本計画」で重要課題として設定しているさまざまな
人権問題をテーマにし、開催している。アンケートでは、61％が研修を受講して大変良かっ
た、34％がよかったと回答している。野宿をしている方の支援に携わっている講師の実体験
を通した見解が、深い理解に繋がった。

⑧　成 果

Ｃ Ａ.成果は大きい

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

市民の人権問題に対する理解と認識を深めるよい機会となるため、継続して実施する。内容の充実
を図り、より多くの市民に参加していただけるよう、企画していく。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
テーマ：「ありのままのわたしを生きる」ために
日　程：令和5年10月12日(木)
講　師：土肥　いつきさん
場　所：中央公民館3階講堂

予算額（単位：千円）

⑥　分 野 11
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権

８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

11.人権全般

-
 
29

 
-



①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

新型コロナウイルス感染症に関して中止していた各種集会や研修会等も再開されているので、より
多くの市民や職員に参加してもらい、人権意識のより一層の高揚を図っていく。

Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

関係機関や各種団体が行う集会等の情報の把握や、市民・職員への周知の方法について検討する必
要がある。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
・奈良県人権・部落解放研究集会参加
　　日程：令和5年10月1日
・部落解放研究第５５回全国集会
　　日程：
・なら･ヒューマンフェスティバル参加
　　日程：令和5年11月11日　　場所：宇陀市
・毎月１１日は「人権を確かめあう日」県民のつどい・第20回シンポジウム
    日程：令和5年8月9日　　　場所：大和郡山市

予算額（単位：千円） 75

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

国、県、他自治体や関係機関、各種団体などが実施する各集会や研修会等に参加する機会
を、市民、職員に提供することにより、人権啓発の推進を図っている。令和２、３年度は新
型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止やWeb配信となった集会等が多かったが、令和４
年度は参加機会が増えた。また、奈良県人権・部落解放研究集会は橿原市で開催されたた
め、職員、市民が多く参加できた。

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
・奈良県人権・部落解放研究集会参加
　　日程：令和4年10月1日　   場所：橿原市
・部落解放研究第５５回全国集会（録画配信）
　　日程：令和4年11月15、16日　場所：鳥取県米子市
・なら･ヒューマンフェスティバル参加
　　日程：令和4年10月22日　　場所：五條市
・毎月１１日は「人権を確かめあう日」県民のつどい・第１９回シンポジウム
    日程：令和4年8月10日　　　場所：大和郡山市

予算額（単位：千円） 1,051 決算額（単位：千円） 1,043

ページ

４.高齢者 ５.障がいのある人

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

各種集会・研修会等の参加

人権政策課

市民等・市職員

人権に関する学習機会の提供に努め、人権啓発の推進を図る

⑥　分 野 11
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権

８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

11.人権全般

-
 
30

 
-



①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

人権相談は、困っている人にとっての重要性は言うまでもないが、それに加え、相談内容は人権問
題の現状を示唆しており、今後の人権施策を見直す大切な材料となるので、継続して実施する。

Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

多種多様な人権相談に対応することが出来るよう、相談員として専門的な知識を学習する必要があ
る。また、相談窓口の周知が必要である。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
○人権政策課職員による相談
　　実施日：常時
○人権擁護委員による相談（ﾅﾋﾞﾌﾟﾗｻﾞ４階）
　　実施日：第1･第3金曜日・第3土曜日（13:00～16:00）
○犯罪被害者支援相談（ﾅﾋﾞﾌﾟﾗｻﾞ４階）
　　実施日：月・火曜日（10:00～16:00）

相談窓口の周知：市広報、ナビプラザ大型LEDビジョン、コミュニティバス車内案内板、のぼり旗

予算額（単位：千円） 0

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

相談者の立場になって対応し聞き取りをすることにより、気持ちを受けとめ、相談者が自己
決定できるよう相談に努めている。また、相談の内容については、きめ細やかに対応し、関
係機関との連携を図ることにより、相談者の自信を回復させて問題解決に立ち向かえるよう
支援している。

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
○人権政策課職員による相談
　　実施日：常時
○人権擁護委員による人権相談（ﾅﾋﾞﾌﾟﾗｻﾞ4階）
　　実施日：第1･第3金曜日・第3土曜日（13:00～16:00）
○犯罪被害者支援相談（ﾅﾋﾞﾌﾟﾗｻﾞ4階）
　　実施日：月・火曜日（10:00～16:00）
以下の方法にて相談窓口の周知に努めた。
・ナビプラザ大型LEDビジョン　　　・市民窓口課LEDビジョン
・啓発物品（ボールペン）　　　　 ・のぼり旗

予算額（単位：千円） 0 決算額（単位：千円） 0

85 ページ 相談件数

４.高齢者 ５.障がいのある人

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

人権相談（面接・電話）

人権政策課

市民等

人権侵害を受けた人が相談を通して問題解決に立ち向かえるよう支援する

⑥　分 野 11
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権

８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

11.人権全般

-
 
31

 
-



①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

本事業は、「人権施策に関する基本計画」に基づき取り組んている各事業の点検整理を行い、見直
しをする良い機会となることからも継続して実施する。

Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

市担当課が提出する人権に関する事業について、事業の内容、提出資料等について精査が必要であ
る。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
全庁的に人権に関わる事業について、「人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画」として
取りまとめる。
　（実施時期：令和５年度）

予算額（単位：千円） 69

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

「人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画」として作成するにあたり、市担当課が
取り組んでいる人権に関する事業について、事業の内容及び評価、今後の方向性などを確
認・検討することにより、「人権施策に関する基本計画」の実施に寄与することができた。

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
全庁的に人権に関わる事業について、「人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画」として
取りまとめる。
　（実施時期：令和4年度）
※実績： 20担当課 61事業

予算額（単位：千円） 69 決算額（単位：千円） 60

ページ

４.高齢者 ５.障がいのある人

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

「人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画」の作成

人権政策課

市担当課

各担当課が実施する人権に関する事業について把握し、人権意識の高揚に図る取組を
推進する

⑥　分 野 11
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権

８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

11.人権全般

-
 
32

 
-



①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

人権啓発(常時)

人権政策課

市民等

あらゆる場でさまざまな機会を通して市民の人権意識の高揚を図る

ページ

４.高齢者 ５.障がいのある人

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
・ホームページによる人権啓発及び情報提供
　人権啓発及び情報提供を行うため、ホームページを開設（実施時期：常時）
・広報誌（広報かしはら）による人権啓発
　小中学生が作成した人権標語、てんいち先生（人権４コマまんが）、人権相談窓口を掲載
　８月号に特集記事掲載「人権擁護委員が活躍しています」
・新型コロナウイルス感染症に関する人権侵害への対応
　（人権相談の実施、人権への配慮と相談窓口の周知をホームページ及び広報誌で周知等）
・電光掲示板による啓発（かしはらナビプラザ・市民窓口課・かしはらコミュニティバス）

予算額（単位：千円） 0 決算額（単位：千円） 0

0

Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

市民の人権意識の高揚をよりいっそう推進するため、内容の検討及びホームページの構成を分かり
やすくレイアウトするなどの精査が必要である。

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

ホームページで市民に対して、人権啓発の理念・人権に関わる講座を紹介することにより、
人権意識の高揚につなげることができた。かしはらナビプラザ、市民窓口課、かしはらコ
ミュニティバスの電光掲示板での放映件数を増やして、啓発に努めた。

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

市民の目に触れる機会を増やすために、デジタルサイネージやSNS等を活用して啓発に努めていく。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
・ホームページによる人権啓発及び情報提供
　人権啓発及び情報提供を行うため、ホームページを開設（実施時期：常時）
・ナビプラザかしはら大型ＬＥＤビジョンの放映、コミュニティバス車内での啓発放映
・広報誌（広報かしはら）による人権啓発
　小中学生が作成した人権標語、てんいち先生（人権４コマまんが）、人権相談窓口を掲載
・LINEやTwitter等のSNSを活用して啓発を行う
・市施設に設置されたデジタルサイネージを活用した啓発

予算額（単位：千円）

⑥　分 野 11
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権

８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

11.人権全般

-
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

ＬＧＢＴＱに関する啓発

人権政策課

市民等

市民等が正しい知識を得て、一人ひとりの性・セクシュアリティが尊重される社会づ
くりを目指す

ページ

４.高齢者 ５.障がいのある人

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
性的マイノリティに対する正しい知識の普及・啓発に努め、多様な性を認め合う社会を目指し、ま
た、当事者は自分らしく生きることができる社会の実現を目指す。
【啓　発】　・パネル展示
　　　　　　・チラシ配布
　　　　　　・ホームページ掲載

予算額（単位：千円） 0 決算額（単位：千円） 0

0

Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

一人ひとりの性・セクシュアリティが尊重され、共に生きる社会づくりを目指して、地域や社会等
で啓発活動を推進していく。

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

市民がＬＧＢＴＱについて正しい知識を得られるよう、当事者の困りごとを具体的に紹介し
たパネルを展示した。⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

一人ひとりの性・セクシュアリティが尊重され、共に生きる社会づくりを目指して、地域や社会等
で啓発活動を推進していくため、研修や広報啓発なども取り入れていく必要がある。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
一人ひとりの性・セクシュアリティが尊重されるよう、地域や職場、学校等において正しい知識を
啓発し、共に生きる社会づくりを目指す。
パネル展示とチラシの配布により啓発を行う。

性の多様性をテーマに「人権を考えるつどい」を開催する。
演題：LGBTQ・性の多様性トーク＆コンサート「自分らしく生きる」
講師：悠以さん（シンガーソングライター）

予算額（単位：千円）

⑥　分 野 8
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権

８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

11.人権全般

-
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

⑥　分 野 2
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権

８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

11.人権全般

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

男女共同参画週間の事業は男女共同参画を推進するための意識づくりに繋がるように、多様な媒体
を活用した広報･啓発を引き続き行う。

Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

性別に関わらず、幅広い年齢層のより多くの人へ啓発するため、パネル展示の内容を工夫していく
必要がある。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
・男女共同参画週間パネル展
　日程：令和5年6月1日(木)～30日(金)
　場所：市役所分庁舎10階展望フロア
　内容：LGBTQの方々が抱える社会課題をまとめた啓発パネル展示
・男女共同参画週間講演会（「人権を考えるつどい」と共催）
  演題：LGBTQ・性の多様性トーク＆コンサート「自分らしく生きる」
　講師：悠以さん（シンガーソングライター）
　日時：令和5年7月15日(土）13:30～15:00　　場所：奈良県社会福祉総合センター

予算額（単位：千円） 0

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

・6月の「男女共同参画啓発パネル展」では、コロナ禍の男女共同参画として、男女（パート
ナー）で考える家事負担について展示をした。
・男女共同参画週間講演会では、自分の時間（仕事や生活）や相手の時間を尊重すること
で、男女共同参画を進めるための意識づくりの大切さを学ぶ契機となった。

⑧　成 果

Ｃ Ａ.成果は大きい

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
〇男女共同参画週間パネル展
　日程：令和4年6月1日(水)～30日(木)
　場所：市役所分庁舎1階屋内交流スペース、10階展望フロア
　内容：コロナ禍の男女共同参画～男女（パートナー）で考える家事負担とは？～
〇男女共同参画週間講演会（「人権を考えるつどい」と共催）
  演題：『元気な心で、元気な毎日　～ワークとライフのハーモニー～』
　講師：鎌田　敏さん（こころ元気研究所所長）
　日時：令和4年6月25日(土）13:30～15:00　　場所：奈良県社会福祉総合センター

予算額（単位：千円） 334 決算額（単位：千円） 0

86 ページ 男女共同参画推進事業

４.高齢者 ５.障がいのある人

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

男女共同参画週間事業

人権政策課

市民等・各種関係団体

男女共同参画社会を実現するため、男女共同参画意識の高揚を図っていく
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

86 ページ 男女共同参画職員研修

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

男女共同参画職員研修

人権政策課

市職員

市職員の男女共同参画意識の向上を図っていく

⑥　分 野 2
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども ５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

　働き方改革にあわせて、自分時間を確保するための時間管理術を身に付け、タイムマネジ
メントのノウハウを理解することで、ワークライフバランスの推進に向けて実施することが
できた。
　動画研修としたことにより、全職員を対象とした研修となった。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
市職員研修（動画研修）
　テーマ　：タイムマネジメント講座
　講師　　：人材活性・チームコンサルタント
　　　　　　ソーシャルスキル・プログラム合同会社 代表 吉田真知子さん
　視聴期間：令和4年10月17日(月)～10月31日(月)

予算額（単位：千円） 30 決算額（単位：千円） 30

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

　男女共同参画の視点を市の施策に浸透させていくために、職員の意識改革が重要であり、途切れ
ることなく研修を続けていく必要がある。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
市職員研修
　テーマ：心に響くリーダーのスピーチ力 ～人を惹きつける話の極意～
　講　師：神戸女学院大学非常勤講師、 フリーアナウンサー
          言の葉ＯＦＦＩＣＥ かのん 　代表  川邊 暁美さん
　日　程：令和5年11月28日(火) 13:30～15:30
　場　所：大和信用金庫 八木支店3階 第1会議室

予算額（単位：千円） 44

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

　オンライン研修で開催した場合、より多くの参加人数が見込めるものの、研修の目的によって
は、対面式参加型で開催する方が、より効果的な研修に繋がるものもあるため、開催方法等につい
ては、目的に応じて検討が必要である。
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

ページ

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

男女共同参画行動計画実施事業

人権政策課

市民等・各種関係団体・市職員

男女共同参画推進に関する施策を総合的かつ計画的に実施していく

⑥　分 野 2
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども ５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

平成30年度からの10年間の取組として策定した「橿原市男女共同参画行動計画(第3次)」及
び「橿原市配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等のための施策の実施に関する基本計
画(第2次)」に基づき、全庁的な取組としての推進体制により男女共同参画推進施策を遂行し
た。
また上記計画策定から5年後にあたる中間年度のため、見直しを行い改訂版を策定した。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
「橿原市男女共同参画行動計画(第3次)」及び「橿原市配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等のための
施策の実施に関する基本計画(第2次)」に基づき、男女共同参画推進施策を遂行した。
また、上記計画に伴う見直し年度であったため「橿原市男女共同参画行動計画(第3次)改訂版」を策定。
R5.3.16　橿原市男女共同参画推進委員会 開催
・「橿原市男女共同参画行動計画(第3次)」令和3年度 実施状況報告について
・「橿原市男女共同参画行動計画(第3次)」の見直しについて
R4.8.31　第1回橿原市男女共同参画審議会　書面開催
・会長及び副会長の選出について　・「日本女性会議」の誘致について
R5.3.29　第2回橿原市男女共同参画審議会 開催
・橿原市男女共同参画行動計画(第3次)｣ 令和3年度実施状況報告について
・「橿原市男女共同参画行動計画（第3次)改訂版」の策定について
R5.3.13　橿原市男女共同参画推進委員会実務担当者部会 開催
・ 研修「性暴力を防ぐ為に知っておきたいこと」
   講師：特定非営利活動法人子育て研究所tocotoco　代表　辻川朱利さん

予算額（単位：千円） 124 決算額（単位：千円） 210

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

男女共同参画社会形成には、あらゆる分野での取り組みを推進していく必要があり、男女共同参画
施策を着実に遂行していくための基盤となる推進体制をより一層充実させていかなければならな
い。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
「橿原市男女共同参画行動計画(第3次)改訂版」及び「橿原市配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護等のための施策の実施に関する基本計画(第2次)改訂版」に基づき、男女共同参画推進施策を遂
行していく。
順次、男女共同参画推進委員会実務担当者部会、男女共同参画推進委員会、男女共同参画審議会を
開催する予定である。

予算額（単位：千円） 127

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

「橿原市男女共同参画行動計画(第3次)改訂版」及び「橿原市配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護等のための施策の実施に関する基本計画(第2次)改訂版」に基づき、男女共同参画推進施策を遂
行していく。
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

ページ

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

DV防止啓発事業

人権政策課

市民等・各種関係団体・市職員

暴力根絶の意識づくりと、DVについての正しい理解を普及していく

⑥　分 野 2
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども ５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

デートＤＶ防止の学校出前講座を実施することで、若年層へのＤＶ根絶の啓発及び教育関係
者への理解促進のための学習機会を提供することができた。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
〇女性に対する暴力をなくす運動期間（11月12日～25日）の啓発活動
　「パープルリボン運動」　パープルリボンを市民・市職員へ配布。
〇男女共同参画広場の「ゆめおーくだより」で、ＤＶに関する特集号による普及啓発
〇デートＤＶ防止の学校出前講座を２校で実施。【共催】参画ネットなら
　Ｒ4.5.27　県立畝傍高校（2年生361名、教職員21名）
　Ｒ4.9.28　県立橿原高校（1年生321名、教職員20名）

予算額（単位：千円） 85 決算額（単位：千円） 30

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

街頭啓発等一部の活動が中止となる状況で、啓発を途切れさせず続ける方策を常に検討しなければ
ならない。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
〇女性に対する暴力をなくす運動期間（11月12日～25日）の啓発活動
　「パープルリボン運動」　パープルリボンを市民・市職員へ配布。
〇パープルリボン街頭啓発 近鉄大和八木駅（令和5年11月10日実施予定）
〇男女共同参画広場の「ゆめおーくだより」やパネル展示等で、ＤＶ防止に関する啓発
〇デートＤＶ防止の学校出前講座を3校で実施予定。【共催】参画ネットなら
　Ｒ5.9.27　 県立橿原高校  （1年生324名、教職員20名）
　Ｒ5.10.26　市立畝傍中学校（2年生221名、教職員13名 / 3年生172名、教職員13名）
　Ｒ6.2.7　  県立畝傍高校  （1年生380名、教職員21名）
  Ｒ6.2.14　 県立畝傍高校  （2年生378名、教職員21名）

予算額（単位：千円） 85

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

DV被害者については、自身が被害者であることに気づきにくいため、DV被害者だけでなく、市民一
人ひとりがDVを正しく理解し、早期発見や必要な支援につなげていくことができる事業を展開して
いく。
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

85 ページ 相談件数

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

男女共同参画広場相談事業

人権政策課

市民等

男女共同参画に関わる相談窓口を充実していく

⑥　分 野 2
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども ５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

・男女共同参画広場相談指定日での年間相談件数については、『面接相談』が91件（うちDV
相談34件）、『電話相談』は53件（うちDV相談5件）あり、適切な関係機関等に繋げること
ができた。また相談指定日以外においても、年間17件の面接及び電話相談があり、常駐する
男女共同参画広場指導員がいつでも相談対応できるような体制をとっており、相談者にとっ
て気軽に相談しやすい窓口といえる。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
・｢女性による女性のための面接相談」相談件数･･･ 91件
　 女性が抱える様々な心理的問題や悩みに応じる女性相談員による面接相談業務
・｢女性相談員による電話相談」相談件数･･･53件
　 生き方，夫婦，家族，DV，対人関係の問題や悩みに応じる女性相談員による電話相談業務
・上記相談の指定日以外に対応した男女共同参画指導員による相談件数･･･面接9件、電話8件
・相談窓口については、市広報誌、市ホームページ、かしはらナビプラザLEDビジョン、
　男女共同参画広場情報誌やリーフレット等に掲載し、周知を行った。

予算額（単位：千円） 0 決算額（単位：千円） 0

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

相談を必要とされる人に知ってもらうため、出来るだけ多くの媒体を活用し、周知啓発していく必
要がある。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
・女性による女性のための面接相談（予約制 1人50分）
　実施日：毎月第1土曜日 10:30～13:30、 第2,3,4水曜日 9:00～12:00
・女性相談員による電話相談
　実施日：第1～4水曜日 13:00～16:00
　男女共同参画広場指導員が相談業務に従事

予算額（単位：千円） 0

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

相談窓口については、広報の仕方等を工夫し、より一層の周知を図っていく。
また、被害者に寄り添いながら課題解決に関わる部署や関係機関と連携して自立支援に努め、相談
体制の充実を図っていく。
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

ページ

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

差別をなくす強調月間

飛騨コミュニティセンター

周辺を含む地域住民・施設利用者

児童生徒による啓発作品等を掲示し、広く社会に発信する事で人権意識の高揚を促す

⑥　分 野 11
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども ５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

人権啓発パネルから人権について学び、人権ポスターや人権啓発標語の作品が展示されたことにより
作者本人や家族、また来庁者の方の関心を呼び、人権について改めて考えていただく機会を提供して
います。メインの玄関ホールに設置することにより、全ての来館者の目に留まり、立ち止まって深く
鑑賞されている来館者の姿が多く見受けられました。また、公用車への貼り付けもインパクトがあり
啓発に効果的で、特に車での来館者の関心を寄せ、鑑賞されている姿が見受けられました。センター
の２階 南側の窓への啓発標語の掲示により、来館者だけでなくセンター付近の通過交通者にも見て
いただくことができました。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
市内小中学生の人権ポスターと人権啓発標語及び人権啓発パネルを玄関ホールに展示を行い、セン
ター公用車に人権ポスターを貼付し、啓発を行いました。また、新しい試みとしてセンターの２階
南側の窓に啓発標語の掲示を行い、来館者だけでなくセンター付近の通過交通者に広く啓発しまし
た。

予算額（単位：千円） 0 決算額（単位：千円） 5

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

内容を更に検討し、より多くの方の参加を促したいと考えております。例年行っている玄関ホール
への市内小中学生の人権ポスターと人権啓発標語及び人権啓発パネルの展示の他、センター公用車
への人権ポスターを貼付も、引き続き継続を検討しています。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
今年度は大規模改修工事のため、玄関ホールにおける市内小中学生の人権ポスターと人権啓発標語
及び人権啓発パネルを展示は行いませんが、センター公用車に人権ポスターを貼付し、啓発を行い
ます。また、分室の窓に啓発標語の掲示を行い、来館者だけでなくセンター付近の通過交通者に広
く啓発することを計画しています。

予算額（単位：千円） 0

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

今年度に大規模修繕工事が完了するため、来年度は例年の玄関ホールを中心とした啓発事業を再開
します。地域住民相互の親睦を図り、また世代間交流の場として、内容を充実して継続していきま
す。
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

ページ

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

活動展

飛騨コミュニティセンター

周辺を含む地域住民・施設利用者

人権意識の高揚を図るとともに、住民交流を促進する文化活動として活用する

⑥　分 野 11
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども ５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

活動展では、作品やパネル展示を通じて、人権啓発やセンターでの活動報告の場となり、地
域住民や周辺地域の方々との交流と親睦を図り、人権を尊重し合うことのできる地域を目指
す、住民の積極的な参加交流を促す場所を提供する事ができました。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
新型コロナウイルス感染拡大防止のため、飲食ブース、式典、公演、物品販売等は行わず、作品や
パネル展示を主とし、２週間の期間を設けて、センターでの活動や人権啓発展示を作品、写真や展
示パネルなどで紹介を行いました。

予算額（単位：千円） 156 決算額（単位：千円） 21

⑧　成 果

Ａ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

新型コロナウイルス等感染症の拡大防止のため、飲食ブース・式典・公演・物品販売等は行わず、
作品やパネル展示を主としながら行いましたが、来年度にセンターがリニューアルオープンするこ
とや、コロナウイルスが第5類に移行となったことを踏まえて、内容を検討して参りたいと考えてお
ります。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
今年度は、センターにおいて大規模改修工事が行われるため、実施いたしません。

予算額（単位：千円） 0

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

来年度にセンターがリニューアルオープンすることや、コロナウイルスが第5類に移行となったこと
を踏まえて、地域住民相互の親睦を図り、また世代間交流の場として、内容を検討して継続してい
きます。
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

差別をなくす強調月間

大久保コミュニティセンター

市民・校区住民・施設利用者等

人権に関する講演や児童等による啓発作品等を掲示し、広く社会に発信することで人
権意識の高揚を促す

ページ

４.高齢者 ５.障がいのある人

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
【講演会】新型コロナウイルス感染症拡大の影響により中止
【パネル展】ふれあいセンター耐震・長寿命化工事により、ふれあいセンター機能移転先の大久保
町老人憩いの家において、人権啓発パネル及びポスター、人権啓発標語の展示を実施した。
【市広報７月号に折込】ふれあいセンターだよりに啓発記事を掲載し、地域内全世帯に配布
【啓発横断幕掲示】ふれあいセンター耐震・長寿命化工事のため実施せず。

予算額（単位：千円） 40 決算額（単位：千円） 0

Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

今後より多くの市民参加を促すため、さらに充実した魅力的な内容を検討したい。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
【講演会】
　講師：橿原市教育委員会 学校教育課いじめ対策巡回支援相談員　友金 裕雅氏
　演題：『身近な風習や慣習から見えてくるもの』
【パネル展】・人権啓発パネル及びポスターの展示
　　　　　　・人権啓発標語の展示
【市広報７月号に折込】ふれあいセンターだよりに啓発記事を掲載し、地域内全世帯に配布
【啓発横断幕掲示】「普通はそう　あなたと私の普通は違う」
　　　　　　　　　実施時期及び場所　令和５年７月～令和６年６月　ふれあいセンター北側

予算額（単位：千円） 40

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、啓発講演は中止となったものの、ふれあいセ
ンター耐震・長寿命化工事のため一時移転先の大久保町老人憩いの家において市民・校区住
民・施設利用者等に対して展示による人権啓発を行いました。玄関ホールに設置することに
より全ての来館者の目に留まり、人権について改めて考えていただく機会を提供できていま
す。

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

今後も引き続き、時流に配慮しつつ人権に関する多様な講演、展示・啓発活動を企画し、より多く
の市民の参加を促したい。

⑥　分 野 11
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権

８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

11.人権全般
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

新型コロナウイルス感染症が今後も流行を繰り返すことが想定されるなかで、感染症拡大防止対策
を講じた上で、人権意識の高揚の場と世代間・地域間交流の場というふたつの役割それぞれにおい
て内容により工夫を凝らし、当事業の意義をさらに充実したものにする。

今後新型コロナウイルス感染拡大防止対策を講じた上での開催の検討など、これまでとは異なる創
意工夫が求められる。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
内容　　小学生・中学生によるアトラクション
　　　　模擬店等
日時　　令和５年１１月１１日
場所　　ふれあいセンター及びセンター西側グラウンド

予算額（単位：千円） 400

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

新型コロナウイルス感染症拡大防止の為中止となったが、ふれあい祭は地元及び周辺地域の
恒例行事と定着しており、幅広い年代の参加者が集まっている。人権意識の高揚の場である
と同時に世代間・地域間交流の場としての意義を持つ事業である。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
新型コロナウイルス感染症拡大防止の為、中止。

予算額（単位：千円） 400 決算額（単位：千円） 0

⑧　成 果

Ｄ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

⑥　分 野 11
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

ページ

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

おおくぼふれあい祭

大久保コミュニティセンター

市民・校区住民・施設利用者等

人権に関する催しや地域住民の交流活動の場を提供し、人権意識の高揚と地域社会の
活性化を促す
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

87 ページ おおくぼまちづくり館　年度別利用状況

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

おおくぼまちづくり館事業

大久保コミュニティセンター

来館者

大久保町の成立ちを分かりやすく紹介する事を通じ、市内外を問わず、人権意識の重
要性を広く発信していく

⑥　分 野 1
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども ５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

年度上半期はコロナ過の影響を受け、来館者も前年度と同様で推移していたが、下半期には
増加しに転じた。新型コロナウイルス感染症のため来客は減となっているものの、各種団体
や教育関係者の人権研修による利用が中心であるが、人権学習の場としての効果を上げてい
る。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
来館者１，２２２名
開館時間　午前９時から午後５時（休館日:月曜日・12月25日から１月５日）
・おおくぼまちづくり館２０周年記念式　　令和４年４月２４日
・まちづくり館保存会による学習会　　令和５年１月２９日
 （演題）「おおくぼまちづくり館展示内容リニューアル・畝傍山周辺の整備について」
 （講師）山本信彦おおくぼまちづくり館理事
・まちづくり館保存会による洞村へのフィールドワーク

予算額（単位：千円） 2,474 決算額（単位：千円） 2,639

⑧　成 果

Ｃ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

依然として県外からの来訪者の割合が高く、奈良県民及び地元市民への集客に結び付くＰＲが課題
である。またリピート率が低く、リピーターをいかに増やすかも課題である。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
・まちづくり館管理運営
・まちづくり館保存会による学習会
・まちづくり館保存会による洞村へのフィールドワーク

予算額（単位：千円） 2,734

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ａ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

地域の文化及びまちづくりの歴史にまつわる情報をより広い観点から魅力的に発信することを目的
として、より深い学びに結び付くような設備・展示のあり方を考えていく。
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

⑥　分 野 11
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権

８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

11.人権全般

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ａ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

事前登録者数の増加を図る周知を行い、今後も継続して実施していく。

Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

本人通知制度の周知に努め、事前登録者数の増加を図る必要がある。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
・事前登録された方の住民票の写し等を第三者に交付した場合において、その交付の事実を通知す
る。
 （令和５年９月１時点）事前登録者総数　182件　　　通知総件数　174件
　
・広報かしはら及び市ホームページを活用した市民への制度周知

・市民窓口課待合場所でのLEDビジョン放映及びチラシ設置による市民への制度周知

予算額（単位：千円） 0

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

住民票の写し等を第三者に交付した場合に、その事実を登録者へ通知することで、不正請求
及び不正取得による個人の権利侵害に対し、抑止力を持たせる効果が期待できる。⑧　成 果

Ａ Ａ.成果は大きい

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
・事前登録された方の住民票の写し等を第三者に交付した場合において、その交付の事実を
  通知する。
  （令和４年度末）事前登録者総数　171件　　　　通知総件数　172件

・住民票や戸籍謄本等の不正請求及び不正取得を抑止していくため、本人通知制度の登録期間を廃止
　橿原市住民票の写し等の第三者交付に係る本人通知制度に関する要綱の一部改正（令和4年7月7日施
行）

・広報かしはらを活用した市民への制度周知

予算額（単位：千円） 0 決算額（単位：千円） 0

ページ

４.高齢者 ５.障がいのある人

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

本人通知制度

市民窓口課

市民及び橿原市に本籍がある人

住民票の写し等の不正請求及び不正取得による個人の権利侵害の防止を図る

-
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

橿原市企業内人権教育推進協議会

地域振興課

市内会員企業

人権問題解決のため、企業内において人権教育を積極的に推進し、就職差別等を撤廃
する

ページ

４.高齢者 ５.障がいのある人

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
〇市主催のゲートキーパー養成講座（オンラインによる動画視聴）　　令和４年４月３０日まで
〇理事会及び総会　　令和４年７月１４日
〇第７３回全国人権・同和教育研究大会　令和４年１１月２５日・２６日
〇２０２２かしはら人権ネットひゅうまんフェスタ　令和４年１２月３日
〇第２９回橿原市人権教育推進協議会研究集会　令和５年２月１３日
〇啓発物品の配布と社内研修用の人権教育に係る動画集　令和５年３月３０日

予算額（単位：千円） 482 決算額（単位：千円） 408

Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

企業内における人権教育を推進していくためには、会員企業間の先進事例などの情報共有を行うな
どの機会が必要であったが、この間、新型コロナウィルスの影響で、会員企業が集まっての研修会
を開催出来ていなかった。また、会員企業を増やしていく取り組みも実施することが出来なかっ
た。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
〇理事会及び総会(役員改選、令和４年度事業計画並びに予算など)　令和５年７月１９日
〇協議会主催の研修会の開催　　令和５年１１月頃
〇関係機関の研修会などへの参加　令和６年３月まで
〇橿原市ホームページ等を活用して、協議会活動の周知　　令和６年３月まで
〇市内未加入事業者の加入促進　令和６年３月まで
〇啓発冊子、セミナーチラシ、啓発物品等の配布　令和６年３月まで

予算額（単位：千円） 456

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

令和４年度は、新型コロナウィルスの影響もあり、先進地視察の研修会などを開催すること
ができなかったが、随時、会員企業に人権に関する情報の提供や研修動画の提供を行うなど
を実施して、人権教育を推進した。
また、他団体の研修にも参加することで、研鑽に努めた。

⑧　成 果

Ｃ Ａ.成果は大きい

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

多くの企業及びその従業員への人権教育を推進していく為に、協議会活動の周知を図り、会員企業
の増加を図っていく。また、他事業で実施している事業の中で、連携できる事業については積極的
に連携を図っていき、研修内容などの充実化を図っていく。

⑥　分 野 11
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権

８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

11.人権全般

-
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

HIVおよびハンセン病に関する正しい知識の普及・啓発活動

健康増進課

市民等

ＨＩＶウイルス感染予防と感染症及びハンセン病に対する差別を解消するため、正し
い知識の普及啓発を行う

82 ページ HIV感染者数及びAIDS患者数（累計）

４.高齢者 ５.障がいのある人

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
保健センターでの啓発ポスターの掲示
リーフレットの設置
県主催のキャンペーンやシンポジウムへの協力

予算額（単位：千円） 0 決算額（単位：千円） 0

Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

ＨＩＶウイルス感染予防と感染症及びハンセン病に対する差別を解消するため、今後も正しい知識
の普及啓発に努める。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
保健センターでの啓発ポスターの掲示
リーフレットの設置
県主催のキャンペーンやシンポジウムへの協力

予算額（単位：千円） 0

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

積極的に啓発の機会はなかったが、リーフレットの設置を行った。

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

継続して実施していく

⑥　分 野 7
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権

８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

11.人権全般

-
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

ページ

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

職員研修

こども未来課

幼稚園・こども園職員

人権保育・教育の根幹を知ることで、資質を向上し、一人ひとりを大切にする保育・
教育に繋げる。

⑥　分 野 3
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども ５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

・対話によって対象者を勇気づけ「気づき」を引き出し、「自発的行動」を促すコミュニケーション
スキルである、人材育成のためのコーチング手法を管理職が学びました。職員一人ひとりを大切にす
ることは、子ども一人ひとりを丁寧に大切に保育できることにつながるのではないかと考えます。
・子どもたちが安心して力を発揮できる環境となるように、職員同士の連携として小学校の教育と就
学前教育のお互いのことを理解していく研修を行いました。
・児童虐待の問題について保育者自身が保育現場の児童虐待の実態を知り、対応方法を学びました。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
〇管理職員向けの研修（こども未来課主催職員研修）　令和4年10月28日(金)
　テーマ　「コーチング研修　～相手の中に答えはある～」
  講師：銀座コーチングスクール　奈良校　代表　澤村一誠氏
〇令和４年度幼稚園教員研修（年３回計画）
　①令和4年7月28日(木)「橿原市における保幼小の円滑な接続に向けて～スタートカリキュラムを学ぶ～」
　　講師：学校教育課　指導主事　葛本雅崇氏
　②令和4年11月29日(火)「保幼小の円滑な接続に向けて　小学校の生活科の実践から学ぶ」
　　講師：真菅北小学校　教諭　縄田桃花先生
　③令和5年1月16日(月)2月1日(水)「奈良県、橿原市の児童虐待の実態を知り、保育現場の対応について」
　　講師：奈良県高田こども家庭相談センター　こども支援課　課長　乾 信一郎氏
〇「就学前の子どものはぐくみ」のための勉強会　令和5年1月27日(金)
　　講師：奈良県こども・女性局　奈良っ子はぐくみ課　課長　栗田晃治氏

予算額（単位：千円） 30 決算額（単位：千円） 30

⑧　成 果

Ａ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

・職員の資質向上につながる研修を企画すること。
・保幼小の接続について、校園長会や各地域の取り組みを拡充して取り組んでいるが、橿原市の体
制がまだ十分でない。
・児童虐待や特別支援教育などのスキル向上につながる研修も必要と考える。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
〇園長研修 令和5年8月28日（月） テーマ:小児アレルギーについて
　講師：小児アレルギーエデュケーター　株式会社ファーマシィ　医療連携部　中川博之氏
〇こども未来課主催職員研修
　①令和5年7月24日（月）　テーマ：子どもに対する性暴力防止研修【保育士対象】
　　講師：到底日営利活動法人子育て研究所　ｔｏｃｏｔｏｃｏ　代表理事　辻川朱利さん
　②令和5年10月上旬予定　テーマ：（仮）不適切な保育に関すること
　③令和5年11月頃予定　  テーマ：（案）保幼小をつなぐ架け橋プログラムについて

予算額（単位：千円） 30

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

・保幼小の接続について、文部科学省の「架け橋プログラム」の事例に学び、橿原市の体制づくりを図る。
・「不適切な保育とは何か」ということに向き合い、保育者自身の保育を振り返ることで、自尊感情を高め
資質向上につながるような研修を企画する。
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

児童虐待等への対応

子ども家庭相談室

１８歳未満の児童と保護者

個々の子どもとその家庭への対応、支援を通じ、すべての子どもが心身ともに健やか
に生まれ育つ基盤を整える

89・90 ページ 橿原市における養護相談の理由別対応件数・橿原市相談種類別処理

４.高齢者 ５.障がいのある人

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
・子ども家庭相談室設置の啓発
・乳幼児健診未受診者、未就園児、不就学児等の状況確認
・要保護児童対策地域協議会代表者会議開催（令和4年10月18日）
・日々の家庭児童相談業務（虐待、養育に関すること等）
・私立幼稚園教諭を対象とした研修（テーマ「虐待発見のポイントと実践的な対応方法を学ぶ」）
への講師派遣
・子ども家庭総合支援拠点設置後の体制の確立、質の向上

予算額（単位：千円） 23,815 決算額（単位：千円） 22,344

Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

児童虐待は、その後の子どもの発達や将来に大きな影響を及ぼすのみならず、社会全体の大きな損
失に繋がる。また、子どもの死に直結する可能性があり、非常に危険な側面も併せ持つ。児童虐待
防止のため、更なる体制、人員の強化、整備が必要である。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
・乳幼児健診未受診者、未就園児、不就学児等の状況確認
・要保護児童対策地域協議会代表者会議開催（令和5年7月20日）
・日々の家庭児童相談業務（虐待、養育に関すること等）
・必要に応じて、関係者等を対象にした講座の開催
・子ども家庭総合支援拠点としての安定的な人員・職種の確保、質の向上

予算額（単位：千円） 25,834

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

年々増加している児童虐待の相談に対し「子どもの命を守る」ことを基本にして業務を遂行
している。長期に及ぶ支援や見守りが必要なケースが多いが、関係機関とも連携しながら適
宜対応している。

⑧　成 果

Ａ Ａ.成果は大きい

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ａ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

児童虐待防止対策を市の重要な方針の一つとして位置づけ、引き続き広報やホームページ等を通じ
て、市民への啓発を行う。また、奈良県こども家庭相談センターをはじめとした関係機関との連携
をより密にし、児童虐待の早期発見、早期対応に努め、子どもの安全の確保を図る。子ども家庭総
合支援拠点の機能と子育て世代包括支援センターの機能を統合し、児童福祉と母子保健の一体的な
提供ができる「こども家庭センター」を設置する。

⑥　分 野 3
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権

８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

11.人権全般

-
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

１人２０分枠という相談時間の少ない中、１日１０人の相談を受け付ける現在の方法であるが、相
談時間が短いとの利用者の声がある。一方、同種の事業が奈良弁護士会等の機関により種々実施さ
れており、費用対効果を再検討する必要がある。

直前でのキャンセルや無断キャンセルをされる方がおられるため、予約がいっぱいで断る事がある
にもかかわらず空き時間が生じる日がある。また、同種の事業が奈良弁護士会等の機関により種々
実施されており、費用対効果を再検討する必要がある。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
住民が抱える悩みを解決するため、弁護士が相談に応じる。
実施日：毎週金曜日　１３：００～１６：３０
１０人（１人２０分面接相談）　年間４７回実施予定。　相談見込み件数４００件

予算額（単位：千円） 1,898

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

毎回、１００％の予約が入っている。キャンセル待ちがあるほど広報で認知されているの
で、需要は多い。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
住民が抱える悩みを解決するため、弁護士が相談に応じる。
実施日：毎週金曜日　１３：００～１６：３０
１０人（１人２０分面接相談）　年間５０回実施。　相談件数３４１件

予算額（単位：千円） 2,013 決算額（単位：千円） 2,013

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

⑥　分 野 11
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

ページ

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

法律相談

福祉総務課

市民等

弁護士が相談に応じることにより、住民が抱える悩みを解決する
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

この運動は、法務省が主唱し、運動の趣旨に賛同した機関や団体が協力して実施と推進にあたって
いる。その為、中央と都道府県及び市区町村等を単位として「社会を明るくする運動」推進委員会
を設置しており、全国的に展開されているので、今後も継続して実施する。

地域に根ざした運動を展開するため、更なる住民の積極的な参加を促す。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
〇第73回「社会を明るくする運動」
・市役所本庁舎駐車場に啓発幟旗及び横断幕を掲示（強調月間である7月1日～7月31日）
・街頭啓発は新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため中止）
〇第73回「社会を明るくする運動」作文コンテスト
市内の小中学生に作文を通じて、犯罪・非行の防止に関する意識を高め、本運動に対する理解を深
めてもらうことを目的として、毎年「“社会を明るくする運動”作文コンテスト」を実施してい
る。
・原稿の枚数：400字詰め原稿用紙3～5枚程度　・募集締切：令和5年7月20日（木）
・提出先：福祉総務課経由で奈良保護観察所

予算額（単位：千円） 321

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

７月は強調月間として位置づけられており、犯罪や非行を防止し、立ち直りを地域で支えて
いくことが求められていることから、「社会を明るくする運動」作文コンテストを実施し、
募集を行った。コロナ禍で休校措置や学校行事が制約を受ける中、本市からは10小学校567
名、6中学校274名の応募があり、橿原市推進委員会から奈良県推進委員会へ小学生3作品、
中学生3作品の優秀作品を推薦した。（※推薦数は高取町・明日香村の児童・生徒の作品を
含む）

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
〇第72回「社会を明るくする運動」
・市役所本庁舎駐車場に啓発幟旗及び横断幕を掲示（強調月間である7月1日～7月31日）
・街頭啓発は新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため中止
〇第72回「社会を明るくする運動」作文コンテスト
市内の小中学生に作文を通じて、犯罪・非行の防止に関する意識を高め、本運動に対する理解を深
めてもらうことを目的として、毎年「“社会を明るくする運動”作文コンテスト」を実施してい
る。
・原稿の枚数：400字詰め原稿用紙3～5枚程度　・募集締切：令和4年7月29日（金）
・提出先：福祉総務課経由で奈良保護観察所　      ・応募数：787

予算額（単位：千円） 311 決算額（単位：千円） 177

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

⑥　分 野 10
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

ページ

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

「社会を明るくする運動」啓発

福祉総務課

市民等

犯罪や非行を防止し、犯罪を犯した人たちの立ち直りを地域社会で支えていく
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

令和5年度に行った65歳以上の意向確認の結果により、対象年齢の引き上げを視野に検討し、また、
調査時点において、調査拒否を行った方に対しての再調査の実施を検討していく。

調査時の65歳は、お勤めの方も多く留守がちで会うことが困難である。
調査当時は、まだ元気だから見守りはいらないと調査拒否されても後に見守りが必要となることも
考えられる。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

65歳以上の一人暮らし高齢者に対し、各地区民生児童委員の聞き取りによる実態調査を実施。
調査対象は、前回の調査以降今回の調査（基準日は令和5年3月1日）までの間に新たに65歳以上に
なった一人暮らしの方、転入者及び昨年度一人暮らし対象外高齢者505名の内、一人暮らし高齢者実
態調査意向確認書により訪問調査を希望された方、142名が対象とし、各地区民生児童委員の負担軽
減を図った。

予算額（単位：千円） 76

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

・防災や災害、不測の事故などの緊急時に対応するため一人暮らし高齢者の緊急連絡先を把
握する。
・各地区民生委員が訪問することにより高齢者の孤立化を防ぐ。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
65歳以上の一人暮らし高齢者に対し、各地区民生児童委員の聞き取りによる実態調査を実施。調査
対象は前回の調査以降今回の調査（基準日令和4年5月1日）までの間に新たに65歳以上になった、
一人暮らしの方、転入者及び昨年度一人暮らし対象外高齢者、546名が対象。

予算額（単位：千円） 34 決算額（単位：千円） 12

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

⑥　分 野 4
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

88 ページ ６５歳以上ひとり暮らし老人数

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

一人暮らし高齢者実態調査

福祉総務課

６５歳以上の一人暮らし高齢者

住民票に関わらず、実際に一人暮らしをしている高齢者を各地区民生委員及び市が共
に把握し、地域の見守り活動や防災に役立てる
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

適切な支援の提供・案内に努める。

生活困窮者自身の自己選択・自己決定を支援するものであるため、当事者に自立に向けた意欲が乏
しい場合は適切な支援が難しい。また、精神障がい・知的障がいがある方、またはその疑いがある
が、病識がなく医療ケアその他の支援を受けていない方に対する支援に困難がある。外国人の相談
者が増加しており、意思疎通が困難である。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

（自立相談支援事業）就労その他の自立に関する問題について、情報提供及び助言並びに関係機関
との連絡調整を行う。
（住居確保給付金）離職等により経済的に困窮し、住居を喪失するおそれのある者に対し、就職活
動を支援するため給付金を支給する。
（就労準備支援事業）雇用による就業が著しく困難な者に対し、就労に必要な知識及び能力の向上
のために必要な訓練を行う。奈良市、生駒市及び十津川村を除く福祉事務所実施自治体による県内
広域実施。
（家計改善支援事業）収入支出その他家計の状況を適切に把握し、家計管理の意欲を高め、家計改
善にむけた支援等を行う。

予算額（単位：千円） 22,074

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

（自立相談支援事業）自立支援計画の作成7件（初回）。
（住居確保給付金）支給期間中の常用就職（6カ月以上または期間の定めのない就職）3名。
（就労準備支援事業）利用実績183件。
（家計改善支援事業）自立支援計画において家計改善支援を行った件数7件。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
（自立相談支援事業）就労その他の自立に関する問題について、情報提供および助言並びに関係機
関との連絡調整を行う。新規相談件数388件。
（住居確保給付金）離職等により経済的に困窮し、住居を喪失するおそれのある者に対し、就職活
動を支援するために給付金を支給する。新規支給者数26名。
（就労準備支援事業）雇用による就業が著しく困難な者に対し、就労に必要な知識及び能力の向上
のために必要な訓練を行う。奈良市、生駒市及び十津川村を除く福祉事務所実施自治体による県内
広域実施。
（家計訓練支援事業）収入支出その他家計の状況を適切に把握し、家計管理の意欲を高め、家計改
善に向けた支援等を行う。

予算額（単位：千円） 26,041 決算額（単位：千円） 13,193

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

⑥　分 野 10
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

ページ

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

生活困窮者自立支援事業

福祉総務課

生活保護に至る前の生活困窮者

生活困窮者に対する包括的かつ早期の支援を行うことにより、自立の促進を図る
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

橿原市・高取町・明日香村で構成する地域生活支援協議会の権利擁護部会が中心となって行ってい
る事業である。障がい者週間に併せた開催により普及啓発を狙っている。多くの出品数を確保し、
来場者を増やすよう協議会と市町村が協力し、継続して啓発活動を行う。

0 決算額（単位：千円）

引き続き開催にあたっては、広報誌への掲載や、地域生活支援協議会を通じての作品の出品依頼・
周知を行う必要がある。また、展示場所の確保、展示方法等の課題と障がいのある方の出品意欲の
向上を図り事業継続する必要がある。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
テーマ：はーと＋＋＋～障がいを持つ方の作品展～
内　容：障がい者の作品（絵画等）の展示。
日　程：令和５年１２月４日（月）～１２月８日（金）
場　所：分庁舎　１０階展望フロア

予算額（単位：千円） 0

11.人権全般

４.高齢者

0

⑧　成 果

Ａ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい  Ｄ．成果は小さい

説
　
明

来庁者の目にとまる場所で開催することによって、多くの方に興味をもってもらえるよう啓
発を図った。作品に対するアンケートには「きれい」、「すごい」、「根気がいる作品だ」
等々の感想と関心が寄せられ、障がい者理解につながったと考える。アンケートを制作者に
フィードバックすることで、今後の制作活動に対する意欲の向上と出品数の増加を図った。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
テーマ：はーと＋＋＋～障がいを持つ方の作品展～
内　容：障がい者の作品（絵画等）の展示。
日　程：令和４年１２月２０日（火）～１２月２２日（木）
場　所：分庁舎　屋内交流スペース　及び　１０階展望フロア

予算額（単位：千円）

ページ

５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)⑥　分 野 5
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

障がい者理解を深める作品展

障がい福祉課

市民等

障がいのある方に対する理解を深めるとともに、障がいのある方の社会参加の促進を
図る
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

ページ

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

権利擁護支援地域連携ネットワーク会議

障がい福祉課・長寿介護課

関係機関代表者、市職員　など

各関係機関のネットワークを通じて、成年後見制度の利用促進や虐待防止など幅広く
障がい者や高齢者の尊厳を守り、基本的人権を擁護する

⑥　分 野 4・5
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども ５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

高齢者や障がい者の尊厳を守るための「権利擁護支援の地域連携ネットワーク」に関わる関
係機関と情報を共有することで、虐待の早期発見や成年後見等の利用促進等の意識付けがな
され、高齢者・障がい者の安心・安全な生活の継続と権利擁護、そして地域と関係者との
ネットワーク形成への働きかけを行えている。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
令和４年度　橿原市権利擁護支援地域連携ネットワーク会議
内　容　権利擁護支援の地域連携ネットワークについて
　　　　権利擁護支援の対応事例について
日　程　８月（書面開催）
参加者　奈良弁護士会等関係機関より18名

予算額（単位：千円） 123 決算額（単位：千円） 120

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

ネットワークの概要及び実際の事例を通し、各分野での現状の共有や課題解決に向けての各機関の
役割の共有等、さらに内容を深めていく。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
令和５年度　橿原市権利擁護支援地域連携ネットワーク会議
内容　権利擁護支援の地域連携ネットワークについて
　　　権利擁護支援の対応事例について
日程　令和５年８月２日（水）
場所　橿原市役所　本庁　第1会議室
参加者　奈良弁護士会等関係機関より19名

予算額（単位：千円） 123

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

ネットワークの機能がさらに充実するよう、引き続き会議を開催し、各関係機関からの情報を共
有、ネットワーク構築、成年後見制度の利用促進や虐待防止にかかる周知を行い、権利擁護の取組
みを進めていく。
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

高齢者虐待防止研修

長寿介護課

高齢者の介護等に関わっている専門職、市民　など

周知啓発等を行うことにより、高齢者虐待防止を推進する

88 ページ 高齢者虐待相談件数

４.高齢者 ５.障がいのある人

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
社会福祉協議会地域包括支援センターに委託。
ケアマネジャーを対象に、「高齢者虐待防止を通して権利擁護を考える」と題した研修会を実施し
た。
広報紙に虐待相談に関する記事を掲載した。

予算額（単位：千円） 75 決算額（単位：千円） 63

Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

引き続き、地域包括支援センター・かしはら街の介護相談室と連携をとり、高齢者虐待防止に取り
組んでいく必要がある。また、関係者からの情報提供に対しては、早期対応を行うことで高齢者虐
待の防止に努めていく必要がある。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
社会福祉協議会地域包括支援センターに委託。
地域における相談窓口の周知を行うことで、高齢者虐待防止に取り組む。
引き続き関係機関と連携をとりながら、早期対応を行うことで高齢者虐待の防止に取り組んでい
く。

予算額（単位：千円） 81

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

介護に携わる専門職に対しては研修会を実施し、市民等に対しては広報紙にて周知啓発を行
うことができた。⑧　成 果

Ｃ Ａ.成果は大きい

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

引き続き関係機関と連携を密にとりながら高齢者虐待防止に取り組んでいく。

⑥　分 野 4
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権

８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

11.人権全般

-
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

ページ

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

市内公園　人にやさしい公園づくり

公園緑地景観課

施設利用者

だれもが利用できる公園の整備

⑥　分 野 11
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども ５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

老朽化した公園施設を新しくすることにより、より多くの方に利用していただき地域の交流
促進に貢献できた。また、ユニバーサルデザインのテーブルベンチを設置することにより、
高齢者の方や障がいのある方の公園利用がしやすくなった。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
公園施設更新工事を行い、見瀬近隣公園および四条児童公園に新しい複合遊具を設置し、燈明田児
童公園に健康遊具3基を設置した。今井児童公園の老朽化した木製橋の架け替えを行った。
また、ユニバーサルデザインのテーブルベンチの提供を香久山公園に実施し、バリアフリー化への
対応を行った。

予算額（単位：千円） 51,907 決算額（単位：千円） 41,763

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

老朽化した公園施設やバリアフリー化されていない公園が多いため、引き続き公園施設の更新や整
備を行っていく。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
引き続き、橿原市公園施設⾧寿命化計画に基づき、老朽化した公園施設の更新を行う。

予算額（単位：千円） 72,543

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

老朽化した公園施設が多いため、橿原市公園施設⾧寿命化計画や遊具点検結果から優先順位を考え
更新していくことで、誰もが安心して利用できる人にやさしい公園づくりを目指す。
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

⑥　分 野 11
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権

８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

11.人権全般

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

イベントを継続的に開催することでより多くの方に周知を行い、さらに充実したイベントの開催を
目指す。

Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

さらに障がいのある人に多く来てもらうことができるようイベントの周知を行うとともに、より参
加しやすいイベントを検討する。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
スポーツEXPO
●日時　　　令和６年３月１７日（日）
　　　　　　雨天中止（予備日：３月２０日（祝・水））
●内容　　　※関係団体と検討する。

予算額（単位：千円） 0

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

障がいのある人とない人との交流につながった。
⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
スポーツEXPO
●日時　　　令和５年３月１１日（土）　９時００分～１７時００分
●定員　　　計７００名（先着順）　※各ブース・時間帯で定員枠あり
●内容　　　ヤタガラスフィールド橿原 内
　　　　　　  めざせ！しのびポケモンゲッコウガ！運動会必勝塾（ミズノ株式会社）
　　　　　　  ベースボール５（佐藤薬品工業株式会社、奈良県軟式野球連盟）
　　　　　　  ニュースポーツ体験会（橿原市スポーツ推進委員協議会）
　　　　　　  グラウンドゴルフ体験会（NPO法人香久山総合型スポーツクラブ）
　　　　　　  ノルディックウォーク（NPO法人橿原健康スポーツクラブKKSC）
　　　　　　  外ヨガ（NPO法人橿原健康スポーツクラブKKSC）
　　　　　　  ヒップホップダンス教室（NPO法人ポルベニルカシハラスポーツクラブ）
　　　　　　  血管年齢測定・肌年齢測定（第一生命保険株式会社　奈良支社）
　　　　　　  スポーツ飲料無料配布（大塚製薬株式会社）
　　　　　　  フリースペース&PRブース
　　　　　　ヤタガラスフィールド橿原 外
　　　　　　  食品等販売ブース　（１5ブース　一般公募）

予算額（単位：千円） 0 決算額（単位：千円） 0

ページ

４.高齢者 ５.障がいのある人

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

スポーツEXPO

公園緑地景観課

来訪者

様々な人に多目的に利用してもらい、障がいのある人もない人も一緒にスポーツを楽
しむインクルーシブな社会の実現
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

交通安全施設整備事業

建設管理課

市民等

すべての人が安心・安全に利用できる施設整備を行う

ページ

４.高齢者 ５.障がいのある人

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
事業名：交通安全施設設置工事
場　所：市内一円

予算額（単位：千円） 7,000 決算額（単位：千円） 5,947

Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

交通量の増加に伴い交通事故は増える傾向にあるため、危険防止と交通の円滑化を図るべく効果的
な整備を行い、交通事故の抑制や転落防止に努める。また、様々な利用者の特性を踏まえて、全て
の人が安心・安全に利用できる施設整備を行いたい。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
事業名：交通安全施設整備工事
場　所：市内一円

予算額（単位：千円） 14,600

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

歩道及び通学路の整備により、歩行者の安全を図ることが出来た。また、安全防護柵の設置
により、自動車交通の円滑化と自転車及び歩行者の安全確保を図り、交通事故防止に寄与で
きた。

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

交通事故防止の観点から、市民からの要望やパトロールにより、歩道の整備や転落防止柵・カーブ
ミラーの設置を行い、利用者が危険と感じた箇所において、緊急性に応じて順次、交通安全施設の
整備及び設置を行っていく。
また、すべての人が安心・安全に利用できる道路整備を目指し、日常の維持管理を含め継続的な改
善を図る。

⑥　分 野 11
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権

８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

11.人権全般

-
 
59

 
-



①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ａ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

スクールカウンセリング事業をより有効に活用するため、スクールライフサポーター及びいじめ対
策巡回支援相談員を配置し、市内各校に配置されている心理相談員と学校、さらに市内全体で情報
共有ができる仕組みをつくり、連携をより強化していく。そして、各学校での事例やノウハウを市
内全体で共有し、それぞれの児童生徒の状況に合わせた対応、きめ細やかな対応に生かせるものと
する。

小学校全校にカウンセラーの配置が望まれている。当面は中学校配置のカウンセラーが小学校の保
護者や児童にも対応していくように配慮している。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
・かしはら万葉ホール（適応指導教室：虹の広場）に2名の臨床心理士をスクールカウンセラーとし
て配置する。
また、1名をWebカウンセラーとして配置する。
・心理相談員事業として市内全小中学校に臨床心理士や教員等の有資格者などを配置し、児童生徒
や保護者からの相談を受けるだけではなく、学校に入り込み、子どもたちの姿を見守ったり、時に
は話しかけたりして普段の生活の中からいじめ等の問題を早期に発見し、子どもたちに寄り添い子
どもたちに近い目線で支援を行っていく。

予算額（単位：千円） 19,296

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

不登校児童生徒をはじめ、様々な問題を抱えている児童生徒に関する相談を行った。本人は
もちろんのこと、その保護者や教職員への対応も行い、有効に活用された。相談件数も年々
増加しているが、カウンセラーは、心理相談員等に対する研修会の講師も行い、学校現場で
児童生徒を支援する立場としての心構えなどについての知識を深めるとともに、教職員への
意識改革も行った。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
・かしはら万葉ホール（適応指導教室：虹の広場）に２名の臨床心理士をスクールカウンセラーと
して配置した。さらに、１名をWebカウンセラーとして配置した。
・心理相談員事業として、市内全小中学校に臨床心理士や教員等の有資格者を配置し、担任をはじ
めとする先生と直接連携・共有して、学校に入り込み、子どもたちの姿を見守ったり、時には話し
かけたりして普段の生活の中からいじめ等の問題を早期に発見し、子どもたちに寄り添い、子ども
たちに近い目線で支援を行った。

予算額（単位：千円） 18,052 決算額（単位：千円） 20,165

⑧　成 果

Ａ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

⑥　分 野 3
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

91 ページ いじめ・不登校・暴力行為の推移（国・県・市の比較）

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

スクールカウンセリング事業

学校教育課

児童生徒、保護者、職員

いじめや不登校など児童生徒が抱える悩みを解消し、問題なく登校して学習ができる
環境を確保する。
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

いじめ・不登校対策指導員やスクールライフサポーターは、県の「スクールカウンセラー」や市で
配置している「心理相談員」と対応等の方向性を共通認識し、具現化する一員として教職員の補助
を行っていく。また、事業をより有効に活用するため、いじめ・不登校対策指導員やスクールライ
フサポーターと学校は、さらに情報共有ができる仕組みをつくり、校内の連携をより強化してい
く。

児童生徒数は減少しているものの、情緒面の不登校だけではなく近年、発達障がいの不登校児童生
徒が増加していたり、いじめ認知件数も増加する現状の中、いじめ不登校対策指導員の担当時間数
を増やしていく必要があり、また一部の教員のみで対応するのではなく、学校全体で取り組むとい
う意識改革や体制づくりが求められる。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
・市内２２校に各１～５名「いじめ・不登校対策指導員」を配置し、子どもたちのトラブル等の早
期発見、問題発生後のきめ細かい対応、対応を行う教職員の補助を行う。
　
・いじめ対策をよりきめ細やかに対応するためいじめ不登校対策指導員の配置時間数を拡充
　する形で学習指導員を配置する。
　
・「スクールライフサポーター」を配置する。
　（2名が、週5日市内各学校巡回を行う。）

予算額（単位：千円） 69,131

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

子どもへの関わり（家庭訪問・個別対応等）、保護者への関わり（家庭訪問・面談等）、教
職員間のつなぎ等、いじめ不登校対策指導員の業務は多岐にわたる中、不登校（不登校傾
向）の改善及びいじめの未然防止・早期発見及び解決に多大な役割を果たしている。
スクールライフサポーターについても、豊富な経験･人脈を基に適切な助言を行うととも
に、関係機関との連携にも大いに貢献している。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
・市内２２校に各１、２名「いじめ・不登校対策指導員」を配置し、子どもたちのトラブル等
　の早期発見、問題発生後のきめ細かい対応、対応を行う教職員の補助を行う。
　
・いじめ対策をよりきめ細やかに対応するためいじめ不登校対策指導員の配置時間数を拡充
　する形で学習指導員を配置する。
　
・「スクールライフサポーター」を配置する。
　（2名が、週5日市内各学校巡回を行う。）

予算額（単位：千円） 41,366 決算額（単位：千円） 40,122

⑧　成 果

Ａ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

⑥　分 野 3
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

91 ページ いじめ・不登校・暴力行為の推移（国・県・市の比較）

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

いじめ不登校対策事業

学校教育課

児童生徒、保護者、職員

学校におけるいじめや不登校の児童生徒を減らしていく
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

ページ

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

人権教育推進計画作成説明会

人権・地域教育課

教職員・保育士

令和３年３月に一部改訂した「橿原市人権教育の推進についての基本方針」の概要を
周知し、それに基づいて各校園が年間計画を作成し、人権教育を推進する。

⑥　分 野 11
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども ５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

　学校訪問を通じて、前年度の成果と課題を踏まえた計画になっているか、改定部分が反映
されているか、従来の取組をいかに継承するか等について指導助言を行う事ができた。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、人権教育推進計画作成の説明会を４月２５日と４月
２８日の分散で開催した。
　説明会後に指導主事が学校訪問を行った。
　年度末に各校園から取組の成果と課題の提出を求め、各校での１年間の振り返りとした。

予算額（単位：千円） 0 決算額（単位：千円） 0

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

　学校訪問については、１校１校の訪問を丁寧に行う意味で１日に複数校を訪問することは避け
た。その結果、１学期だけで２２校の訪問を終えることができなかった。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
　４月２８日に人権教育推進計画作成の説明会を行った。
　その後学校訪問を実施し、前年度提出された各校の成果と課題を基に、各校の実態に応じ人権教
育がより発展することをめざした、また、人権教育担当者の困りごとに寄り添い、指導助言を行
う。
　年度末に各校の成果と課題の提出を求める。

予算額（単位：千円） 0

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

令和３年に一部改訂した「橿原市人権教育の推進についての基本方針」について何がどう変わった
のかについては令和４年・令和５年の説明会で周知した。令和３年度以降、文部科学省より人権教
育の指導法等の在り方について〔第三次とりまとめ〕の追加資料が毎年出されている。説明会には
そのような内容も加えており、新しい情報を基に、各校園での推進計画策定（Ｐ）→各校園での実
践（Ｄ）→成果と課題の明確化（Ｃ）→次年度の取り組み（Ａ）による人権教育の充実につなげて
いく。
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

ページ

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

人権教育推進校・園指定事業

人権・地域教育課

市内各校園

研究指定の３校・３園が主体的に人権教育の推進に取組む

⑥　分 野 11
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども ５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

　３校３園とも様々なテーマで研究を進めることができた。
　特に耳成小学校は市の指定だけではなく、文部科学省及び県教育委員会の指定も受けてお
り、奈良県で開催された第７３回全国人権同和教育研究大会で公開授業も行った。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
　耳成小学校・耳成南小学校・耳成西小学校・真菅北幼稚園・白橿幼稚園・第５こども園が、『学
びの協働体』『なかまづくり』『人権教育と道徳教育』『子どもたちが遊び込める環境づくり』な
ど多様な人権の視点を持って指定研究を行った。

予算額（単位：千円） 540 決算額（単位：千円） 540

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

　事業自体が単年度の事業である。しかし、人権教育の奥深さの観点から、テーマを絞って研究を
するのだが、１年という期間については一考の余地があるかもしれない。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
　耳成小学校・真菅北小学校・晩成小学校・耳成西幼稚園・耳成南幼稚園・第４こども園が『学び
の協働体』『部落問題学習』『なかま集団づくり』『自尊感情』などのテーマで校内研修・園内研
修等を進める。

予算額（単位：千円） 540

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

　耳成小学校のように３年間続けて同じテーマで研究を進めたことなども提示し、複数年の研究を
視野に入れながら指定校を定める。
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

ページ

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

子ども人権フォーラム

人権・地域教育課

児童生徒、保護者及び地域住民

校区の人材を活用して、人権フォーラム事業を推進する。

⑥　分 野 11
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども ５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

２０２１（令和３）年度は新型コロナウイルスの影響で、実施できない校区があったが、２
０２２（令和４）年度は申し込みのあった全ての校区で事業を実施できた。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
県の「学校・地域パートナーシップ事業」を活用して、それぞれの校区の方々と連携した人権
フォーラム事業を実施した。実施地域は　畝傍北小・鴨公小・新沢小・耳成西小・畝傍中・八木
中・光陽中・白橿中の各校区で実施した。

予算額（単位：千円） 400 決算額（単位：千円） 400

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

この事業は、地域の方のボランティアによって成り立っている部分が多い。事業が始まって１０年
近くが経過し、当初から活動に参加してくださっているボランティアの方もおられ、高齢化が進ん
でおり、人材確保が最大の課題である。近年ボランティア活動は有償ボランティアもあるので、人
材確保の観点から予算の増額も一考の余地ありかと考える。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
・県の「学校・地域パートナーシップ事業」を活用して、それぞれの校区の方々と連携した人権
フォーラム事業を実施する。実施地域は　畝傍南小・畝傍北小・鴨公小・新沢小・白橿北小・耳成
西小・畝傍中・八木中・大成中・光陽中・白橿中・橿原中。
・事業内容の充実を目的に、５月９日の校長会及び５月２３日の教頭会で説明会を行った。

予算額（単位：千円） 414

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

「学校・地域パートナーシップ事業」と連携を密にし、国や県の事業内容及び補助要件を考慮し、
コミュニティ・スクールとの整合性を図りながら実施内容を検討していく。
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

ページ

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

人権啓発ポスター・標語の募集と掲示

人権・地域教育課

市内小中学校児童生徒

児童生徒が人権について考える機会とすることで意識の向上を図る

⑥　分 野 11
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども ５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

ポスターは前年度の１４９２点から１４９０点とほぼ同数、標語は前年度の２８１１点から
３１６２点と増加した。作成することが、子どもたちが人権と向き合い考えを深め、表現力
を高めることにつながっている。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
各校の人権学習の取り組みの成果として、児童・生徒が人権ポスター標語を作成し、県の募集に対
して応募した。また、橿原市役所分庁と各地区公民館に展示したり広報等に掲載したりすること
で、人権啓発活動とした。

予算額（単位：千円） 0 決算額（単位：千円） 0

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

ポスターや標語を作成することを通して、子どもたちが人権について考えることになり、その後に
掲示することで人権を大切にする環境ができる。加えて、作成の事前指導により、作品がさらに思
いの込められたものになる。しかし、近年の少子化の影響もあり、応募者数が減少が予想される。
児童生徒が人権について考える機会ととらえていただけるように推進していく。また、今後、多様
な人権課題の研修を充実させ、教職員の人権感覚の高揚を図ることが、この取組のより一層の充実
につながる。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
・ポスターは令和４年度の１４９０点から１６２３点に増加、標語は令和４年度の３１６２点から
２７２１点に減少した。７月の差別をなくす強調月間に市内各地区公民館及びコミュニティセン
ターで人権ポスター及び標語の掲示を行った。１２月の人権週間に合わせて橿原市役所分庁舎でも
再度掲示を行う予定である。
・特にポスターについては性の多様性をテーマにしたものが多く出品されるという変化がみられ
た。これまで教職員の研修に注力してきた取組の成果が、子どもたちの学びにつながっている事も
確認できた。

予算額（単位：千円） 0

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

この事業は県の事業に沿って行っているが、県の方が教職員の働き方改革の観点から募集方法の変
更を検討している。主な変更内容はこれまで、一旦市が作品を募集・選考して県に提出していた
が、変更後は児童生徒・保護者が直接応募することになるので、変更されると市の取り組みの変更
も必須になる。県の決定事項を確認後、対応を検討する。
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

ページ

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

人権教育資料「なかまとともに」の配布

人権・地域教育課

市内各小中学校

一人ひとりの児童生徒が人権教育を学習するための資料とする。

⑥　分 野 11
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども ５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

各小中学校から提出された人権教育の推進計画を確認すると、「なかま」及び「なかまとと
もに」の教材の活用は定着している。「なかま」については「しばてん」や「しまひきお
に」を中心に活用している学校が多い。「なかまとともに」については「あのこ」や「ちが
うことばんざい」などの活用が多い。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
・人権教育資料「なかま」及び「なかまとともに」は、現在学校据え置きである。不足分を調査し
補充を行った。
・３月に提出を求めた各校の人権教育の成果と課題から多くの学校が「なかま」教材に関わる研究
授業を行い、有識者を招いて実践を深めていることが分かった。当課には真菅北小学校から「なか
ま」教材の「しまひきおに」の研究授業の指導助言、白橿中学校から「なかまとともに」教材の
「部落問題の歴史から考える～なぜ人は差別をするのか～」の教職員対象の事前学習の依頼があっ
た。
・９月１６日の第３回人権教育研修会では講師に大久保幸一さんをお招きし「なかま」教材と親和
性の高い「一読総合法」について「旧なかま」の「クレヨンはぬすんだのじゃねえ」を具体例に用
い研修会を行った。

予算額（単位：千円） 0 決算額（単位：千円） 0

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

・奈良県人権教育研究会が毎年２月に「なかま実践研究集会」を実施する等、教材観を深める研修
会は続いている。しかし、教職員保育士の入れ替わりもあり、指導法の継承や教材を使った学習の
更なる活性化にむけて研修会や指導助言の充実を図る必要がある。
・「なかま」については、新規の製本を行っておらず、今ある在庫が無くなると配布できない。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
人権教育資料「なかま」及び「なかまとともに」の不足分を調査し補充を行う。

予算額（単位：千円） 0

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

県教育委員会が発出している「すべての学校で部落問題学習を」及び「部落問題学習の推進に関す
る指導資料集」と「なかま」及び「なかまとともに」は整合性が高く、各種教材をより深く活用す
るための研修会についても計画的継続的に実施を進める。
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

ページ

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

人権・地域教育課で主催する研修会

人権・地域教育課

橿原市教職員・保育士・講師団講師等

研修を通して、人権意識や人権感覚などの向上を図る

⑥　分 野 11
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども ５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

・フィールドワークを含む多様なテーマで研修を積み重ねることができた。
・当課のテーマの一つに『自尊感情の醸成』がある。本年度園田雅春さんをお招きして研修
会を行う事ができた。目に見える明確な評価基準がないので成果が見えにくいテーマである
がこのテーマの研修会は３年間を目安に継続していく予定である。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
第１回人権教育研修会　　６月２４日（金）講師　深澤　吉隆　さん
社会教育リーダー研修会　８月　５日（火）講師　生田　武志　さん
第２回人権教育研修会　　８月２３日（火）講師　園田　雅春　さん
第３回人権教育研修会　　９月１６日（金）講師　大久保幸一　さん
第４回人権教育研修会　１１月　８日（火）講師　黒松　敏行　さん
在日外国人教育研修会　１２月２１日（水）講師　山林　信仁

予算額（単位：千円） 145 決算額（単位：千円） 80

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

多様なテーマで研修会を実施しているが、人権課題も多様化してきている。人権・地域教育課だけ
ではなく、橿原市人権教育研究会などとも連携し、研修会の充実を図っていく。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
第１回人権教育研修会　　　５月２６日（金）講師　大寺　和男　さん
第２回人権教育研修会　　　７月２８日（金）講師　古川　正博　さん
第３回人権教育研修会　　　８月２５日（金）講師　明石　一朗　さん
社会教育リーダー研修会　１０月１２日（木）講師　土肥いつき　さん
第４回人権教育研修会
在日外国人教育研修会

予算額（単位：千円） 140

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

・人権課題が多様化しており、それぞれの研修会のテーマを１年間見通して計画することで多様な
人権課題についての研修会を実施できるように計画していく。
・令和４年の園田雅春さん、令和５年は大寺和男さんと明石一朗さんに自尊感情の醸成をテーマに
研修会を依頼した。このテーマについては令和６年度も継続して行う予定であり、講師の選定を進
める。

-
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

⑥　分 野 11
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権

８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

11.人権全般

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

橿原市内を中心に実施される人権教育に関する研修会に講師を派遣する。

Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

１回１回の研修会をより実り多きものにするためにも、指導主事・社会教育指導員等が研修を重
ね、より一層の人権感覚・意識・知識を深め、高める必要がある。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
・様々なテーマに関わる講演依頼についての講師派遣
・各校園内研修
・人権教育研究推進指定校園への訪問指導
・各校区人推協

予算額（単位：千円） 0

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

各校園を中心に、依頼があればそのテーマに添って講演及び指導助言を行った。各校園につ
いては新型コロナウイルスの影響は少なくなってきているが、校区人推協については、事業
の縮小が続いており、当課への依頼はなかった。

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
【学校・園以外】
７月５日（火）佐藤薬品工業社内人権研修
【学校・園への指導主事の派遣】
校・園内研修３回保護者向け講演会（２回）公開事業公開・保育での助言（３回）人権教育研究指
定事業での指導助言（１７回）

予算額（単位：千円） 0 決算額（単位：千円） 0

ページ

４.高齢者 ５.障がいのある人

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

人権教育研修会への講師派遣

人権・地域教育課

市民・教職員等

研修会等に講師を派遣し人権教育の深化に努める

-
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

ページ

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

各種教室

人権・地域教育課

市民等

各種教室を通して交流を図り、文字を学び知ることを通して生きる力を身に付ける

⑥　分 野 11
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども ５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

・対象地域を小学校区に広げて実施し、教養を高めるとともに「つながり」を深め人権感覚
を磨く交流の場となった。
・県の事業である「識字学級交流会」に参加するなど、「つながり」を深める場になった。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
・生け花教室（月２回実施）
　場所：大久保老人憩いの家
　　　　飛騨コミュニティセンター
・識字学級（月２回実施）
　場所：大久保老人憩いの家
・料理教室（月２回実施）
　場所：飛騨コミュニティセンター

予算額（単位：千円） 504 決算額（単位：千円） 421

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

・参加者・講師共に高齢化しており、新規参加者の減少等が課題である。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
・飛騨コミュニティセンターは耐震工事が始まり、料理教室は休止するが、実施可能な教室は続け
る。

予算額（単位：千円） 504

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

・参加者の高齢化とともに参加人数が減少傾向にあり、また事業が設置された当時と社会状況が変
化してきたので、今後事業の見直しについても検討する必要があるかもしれない。

-
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

家庭教育力の向上をめざす学びの機会及び場を維持し提供に努める。また、橿原市ＰＴＡ連合会と
意見交流を行い、日程や内容及び形態等の見直しを図る。ＰＴＡの情報発信力を活用することで、
より多くの子育てに不安や悩みを持つ保護者と必要な学びの場をつなげるソーシャルボンドの役割
を果たせるよう、連携を深めていく。

第１回はオンラインも併用し参加者の増加をめざしている。来場者の感想からも「頭ごなしに叱っ
てしまう。」「ダメだと決めつけてしまう。」など、子育ての悩みの深さを感じる記載が散見され
る。一人でも多くの方に必要な学びを届けるためにもコドモンなどを活用し広報に努める。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
・子育てに悩む保護者の参加を促したいので、子育て中であるＰＴＡ役員の意見を参考に熟議した
結果、テーマは性の多様性となった。２０２２年に『ＬＧＢＴＱ＋の子を持つ親の心情やニーズに
関するアンケート』との冊子を作成されていたこともあり講師を決定し依頼したところ、日程調整
をすることができた。
　日時：１月２７日（土）
　講師：日高庸晴さん（宝塚大学教授）

予算額（単位：千円） 125

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

個別的な視点の人権課題である「ＳＮＳ」と普遍的な視点の人権課題である「自尊感情や学
ぶことの権利の保障」について企画運営することができた。来場者の感想を確認すると、ど
ちらの視点からのアプローチの講演会も、自らの子育てに当てはめて具体的に書かれている
内容が多く、狙い通りであった。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
第１回　演題：『GIGAスクール時代の子どもたちにおとなができること』
　　　　日時：令和４年１０月２９日（土）　９時４５分～１１時１５分
　　　　場所：ミグランス　コンベンションルーム
　　　　参加者：会場３３名　オンライン５名　アーカイブ配信４１４回
　　　　講師：NPO法人 奈良地域の学び推進機構・理事、京都府警察ネット安心アドバイザー　石川 千明氏
第２回　演題『生まれつき悪い子なんていない　～奈良少年刑務所　絵本と詩の教室～』
　　　　日時：令和５年２月２５日（土）　１０時～１１時３０分
　　　　場所：かしはら万葉ホール　ロマントピアホール
　　　　参加者：１５８人
　　　　講師：作家・奈良少年刑務所社会性涵養プログラム講師　寮 美千子氏

予算額（単位：千円） 190 決算額（単位：千円） 194

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

⑥　分 野 11
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

ページ

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

家庭教育講演会

人権・地域教育課

園児及び児童生徒の保護者

家庭教育学級の運営が効果的に進められる見識を深めるとともに、家庭教育力の向上
を図る

-
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

・お金のかかっていない事業なので、今後も継続していく。
・作り手の人権感覚の向上などをめざす。

・市民の方にとって関心の高いテーマを具体的に人権の視点を、読む人の心に何か１つでもとどま
るような内容で記事を作成できるよう、各種研修を重ね制作側の人権意識をさらに高めていく必要
がある。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
・年間２回程度の広報「かしはら」に掲載することにより、一人でも多く共感し人権意識を高めて
いただけるような記事の作成をめざす。
　７月号　知っていますか？『ＬＧＢＴ』
・差別をなくす強調月間の記事掲載を今後の方向性としたこともあり、時期に応じた内容と記事の
充実をめざしながら作成した。
※関連する事業として、橿原市のホームページのリニューアルにともなって、広報「かしはら」の
記事・教職員向け人権資料「かけはし」市職員向けにインフォメーションで掲載している「人権コ
ラム」をホームページに掲載している。

予算額（単位：千円） 0

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

・「命の輝きシリーズ」は広報「かしはら」に人権を身近に感じていただける内容を意識し
て作成している。１回読んでいただいて急激に何かが変わるものではないが、継続すること
が大切であると考える。
・新型コロナウイルスやロシアによるウクライナへの軍事侵攻についてなど、関心が高いと
思われる人権の課題について発信することができた。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
・身近なテーマから、人権問題に関する理解と認識を深めるために広報「かしはら」に３回掲載し
た。
　　５月号「あたたかい橿原市に」
　　７月号「ウクライナから橿原市へ・・・」
　１２月号「知っていますか？人権週間」

予算額（単位：千円） 0 決算額（単位：千円） 0

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

⑥　分 野 11
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

ページ

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

広報「かしはら」命の輝きシリーズ

人権・地域教育課

市民等

市民に対して、人権意識の啓発をはかる

-
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

・各種啓発の冊子について、学校教育及び社会教育の場面で適宜活用を進めていく。また、各種啓
発冊子をより深く活用するための指導的立場の方の研修会についても計画的継続的に実施を進め
る。

・予算の都合上、購入冊子数に限りがあり、広く配布することが心がけているが、広まりは限定的
な可能性は否定できない。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
・関係団体作成の冊子を購入し、教育・啓発資料として配布する。
・各校区人推協の活動が再開し始めているので、資料の紹介や資料を活用した学びの場を提供す
る。

予算額（単位：千円） 87

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

・人権教育・啓発資料として工夫された資料で、資料として活用できた。
・県内の子どもたちの書いた人権作文から精選されたものを毎年１冊にまとめており１つひ
とつの作文に力がある。毎年子どもたちが作成する人権作文の参考になるのはもちろん、子
どもたちへの教材として活用方法もあり、子どもたちの人権教育の積み重ねの一助となって
いる。
・講演会の内容をテープ起こししたものもあり、新型コロナウイルスの影響で集合研修を避
けたい方や人数制限で参加できなかった方への人権啓発活動としては有効であった。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
・関係団体が作成する冊子（奈良県人権教育研究会作成の人権作文集第６３集と奈良県人権教育推
進協議会作成の真実を求めて第３７集）を購入し、教育・啓発資料として配布した。

予算額（単位：千円） 87 決算額（単位：千円） 87

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

⑥　分 野 11
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

ページ

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

啓発冊子の購入と配布

人権・地域教育課

市民等

啓発冊子を使って、人権意識の向上を図る

-
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

⑥　分 野 11
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権

８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

11.人権全般

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

常に新しい情報や社会問題、話題の人物などの資料が提供できるよう、新刊図書の購入を図る。ま
た、図書展示期間中に限らず、館内でチラシを配布することで、人権施策関連事業の広報にも務め
る。

Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

常に新しい情報や社会問題、話題の人物などの資料が提供できるよう、新刊図書の購入を図り展示
リストを更新する。来館者以外にも周知するためにSNSを活用した広報活動に努める。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
継続して事業を実施していく。
〇男女共同参画図書コーナーの設置（6月）
〇人権に関する図書コーナーの設置（7月）
〇認知症に関する図書コーナーの設置（9月）
〇自殺対策に関する図書コーナーの設置（3月）

予算額（単位：千円） 1

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

「男女共同参画週間（6月）」「差別をなくす強調月間（7月）」「認知症月間（9月）」「自
殺対策強化月間（3月）」にあわせて、それぞれのテーマに沿った関連書籍を集めて、貸し出
しをおこなった。来館者の目につきやすい場所に展示し、展示リストの作成・配布をおこな
うことにより、幅広い年代に周知をおこなった。

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
橿原市立図書館１階の展示スペースにて、人権をテーマとした資料展示をおこない、来館した市民
に資料や情報提供をおこなった。
〇男女共同参画図書コーナー「男女共同参画社会をめざして」の設置
 （日程：令和4年6月1日～30日）
〇人権に関する図書コーナー「暮らしの中の人権」の設置（日程：令和4年7月1日～31日）
〇認知症に関する図書コーナー「認知症を理解しよう」の設置（日程：令和4年9月2日～29日）
〇自殺対策に関する図書コーナー「こころのケア」の設置（日程：令和5年3月1日～31日）

予算額（単位：千円） 1 決算額（単位：千円） 1

ページ

４.高齢者 ５.障がいのある人

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

人権をテーマにした資料展示

人権・地域教育課　図書館

来館者

人権について市民が主体的に学べるよう、情報や資料の提供に努める
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ａ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

開催場所を子ども総合支援センターとすることで、場所の周知に繋がり、アットホームな雰囲気で
参加者からも発言や質問が出やすくなる。前年度は講師のご厚意で2回開催となったが、今年度は例
年通り1回開催で行う。

対面の良さをあらためて実感した一方、オンラインやオンデマンドは手軽に参加できる良さもある
ので、より多様なニーズに応えられる方法を考えてもよいかもしれない。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
〇「もしも願いが叶うなら」2人の自閉症児の子育て奮闘記
　実施日時：令和5年10月30日（月）13:30～15:00
　実施場所：子ども総合支援センター
上記講演会を、山口歩氏を招いて開催予定。

予算額（単位：千円） 80

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

対面で開催できたことで、参加者が積極的に発言したり質問することができていた。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
〇第1回「働く大人になる為に」～幼・少期から身につけたい力や習慣について～
　実施日時：令和4年10月31日（月）10:00～12:00
　実施場所：子ども総合支援センター
　参加人数：47名
〇第2回「子ども達の進路と未来を考える」～親亡き後の事よりも大切なこと～
　実施日時：令和5年1月30日（月）10:00～12:00
　実施場所：子ども総合支援センター
　参加人数：28名
上記学習会を、サポート21・なら代表　馬郡繁氏を招いて開催した。

予算額（単位：千円） 100 決算額（単位：千円） 100

⑧　成 果

Ａ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

⑥　分 野 5
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

ページ

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

発達障がいに関する市民のための講演会

こども発達支援課

市民等

発達障がいに関する知識、情報を市民や支援者に対して周知・啓発し、適切な理解を
促すことを目的とする
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ｂ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

相談や療育、学校園（所）、ICTシステムを通して情報を発信し、受講ニーズを確かめながら実施し
ていく予定です。また、「ペアレント・トレーニング」ファシリテーターの専門性を高め、実施し
ていく予定です。

参加者のモチベーションを維持できるような方向付けと、参加者の募集方法や日程調整の難しさへ
の対応が課題である。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
〇「ペアレント・トレーニング」
　実施期間：2023年9月～2024年3月
　実施回数：１クール　8回のセッション（1回のセッション：1時間30分～2時間）

予算額（単位：千円） 0

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

保護者がペアレント・トレーニングに参加する中で、子どもの理解が深まり、子どもとのよ
りよい関わりが増えた。その結果、親子関係や子育てに改善が見られ始めた。また、集まっ
た保護者同士でペアレント・トレーニングに関する話題等の会話を重ねることで、心理的ス
トレスが軽減されたという話が保護者から出ていた。

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
〇「ペアレント・トレーニング」
　実施期間：2022年6月～2023年11月
　参加人数：4名
　実施回数：１クール　8回のセッション（1回のセッション：1時間30分～2時間）

予算額（単位：千円） 0 決算額（単位：千円） 0

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

５.障がいのある人

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等 ８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権 11.人権全般

４.高齢者

⑥　分 野 3
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

ページ

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

ペアレント・トレーニング

こども発達支援課

保護者

よりよい子どもへのかかわりを学ぶ
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①　事業名

②　担当課名

③　対 象

④　目 標

⑤資料編との対応

⑨　課 題

⑥　分 野 3
１.部落差別問題（同和問題） ２.女性 ３.子ども

６.外国人 ７.ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等

９.インターネット等による人権侵害 10.さまざまな人権

８．性的マイノリティ(LGBTQなど)

11.人権全般

⑪
2024(令和6)年度
改善内容を
含めた方向性

Ａ Ａ．拡 大 Ｂ．見直しの上継続 Ｃ．縮 小 Ｄ．廃止又は休止

新型コロナウイルスに関する各種の規制が緩和されており、講義形式の講座への抵抗感も薄らいで
いるため、広報かしはら等を通じて講座実施の周知をはかりつつ、一層効果的な講座となるよう内
容面での改善を重ね、有意義な講座を実施できるよう努める。

Ｂ．成果はやや大きい  Ｃ．成果はやや小さい

高齢者に比べ若者の投票率が低い傾向がある中で、若い世代に対し権利を放棄することなく政治に
参加するよう動機付けしていくための効果的な講座内容が求められている。また、投票意欲の醸成
のためには、根底にある社会への参画意識を長期的な視野で培っていく必要があり、社会全体の課
題としてとらえる必要がある。

⑩
2023(令和5)年度
事業計画

事業の内容
市内高校で５月に約３２０名を対象に出前講座と模擬投票を実施した。今後も、要望に応じて内容
を工夫しながら実施することを予定している。令和２年度以降、新型コロナウイルスの影響もあり
出前講座の申し込み件数は低調に推移しているが、児童・生徒の選挙への関心を高めることに大き
な役割を果たす講座について、広報かしはら等を通じて実施の周知をはかりつつ、効果的に実施し
ていく。

予算額（単位：千円） 0

 Ｄ．成果は小さい

説
　
明

選挙に対する生徒たちの関心を高める上である程度効果があったと思われる。特に１０月の
受講者である高校３年生の中には、７月に実施された参議院議員通常選挙で初めて投票を経
験した者も一定数いたと推測されることから、当事者意識をもって受講していただけたもの
と思われる。

⑧　成 果

Ｂ Ａ.成果は大きい

⑦
2022(令和4)年度
事業実績

事業の内容
　出前講座については、主に橿原市内に設置されている小中学校及び高等学校の児童・生徒を対象
に申し込みのあった学校等に出向き実施している。
　内容については選挙に関する基本的な事柄を講義する座学と実際の投票箱や投票用紙記載台等を
使用して行う模擬投票で構成される。
　令和４年度は、申し込みのあった市内高校に対し、５月と１０月に各３２０名程度の生徒を対象
に座学形式の出前講座を開催した。また、８月には市内学童クラブ１か所に対し、４０名程度の児
童を対象に座学形式の出前講座および模擬投票を実施した。その他、生徒会役員選挙のため市内中
学校２校・高校１校に対し投票箱の貸し出しを実施した。

予算額（単位：千円） 0 決算額（単位：千円） 0

ページ

４.高齢者 ５.障がいのある人

橿原市人権施策に関する事業実施報告及び事業実施計画

明るい選挙出前講座　～未来の有権者たちへ～

選挙管理員会事務局

小学校高学年、中学生、高校生

当該講座を通して、選挙についての知識を普及させ、主権者としての意識を醸成し、
若年層の投票率の向上を図る。
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Ⅲ　資料編

１．重要課題の分野別 資料

女性議員の比率

議員数 女性議員数

令和5年(2023年)
8日5日現在 464 48

令和5年(2023年)
8月9日現在 247 66

令和4年(2022年)
12月31日現在 2,570 303

令和4年(2022年)
12月31日現在 29,155 4,636

生産年齢人口（15～64歳）の就業率
平成22年
(2010年)

平成27年
(2015年)

令和3年
(2021年)

令和4年
(2022年)

女性 60.1% 64.6% 71.3% 72.4%

男性 80.0% 81.8% 83.9% 84.2%

ジェンダーギャップ指数　2023年
順位 国名 値 順位 国名 値
1 アイスランド 0.912 18 スペイン 0.791
2 ノルウェー 0.879 20 南アフリカ 0.787
3 フィンランド 0.863 40 フランス 0.756
4 ニュージーランド 0.856 43 アメリカ 0.748
5 スウェーデン 0.815 105 韓国 0.680
6 ドイツ 0.815 107 中国 0.678
10 ベルギー 0.796 124 モルディブ 0.649
11 アイルランド 0.795 125 日本 0.647
15 英国 0.792 126 ヨルダン 0.646
16 フィリピン 0.791

市区町村議会

女性議員割合

10.3%

26.7%

11.8%

15.9%

令和2年
(2020年)

内閣府男女共同参画局資料より抜粋

衆議院

参議院

都道府県議会

70.6%

※有権者に占める女性の割合：51.7%（令和4年7月10日執行第26回参議院議員通常選挙結果調より）

83.8%

※総務省「労働力調査（基本集計）」より作成

※世界経済フォーラム「グローバル・ジェンダー・ギャップ報告書（2023）」より作成
　値は男性に対する女性の割合を示し、０が完全不平等、１が完全平等
※日本の分野別順位及び数値：
　経済参画（123位 0.561）、教育（47位 0.997）、健康（59位 0.973）、政治参画（138位 0.057）
・教育は、前回データがなかった高等教育就学率の男女比が加わったことでスコアと順位を落とした
 （前年は1.000の1位）

女性
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■ 橿原市

各年度末

年度 児童相談件数 そのうち児童虐待件数

平成30年度 791 314

令和元年度 689 365

令和2年度 525 298

令和3年度 299 170

令和4年度 335 276

各年度末

年度 全国の
児童相談所対応件数の合計 県内児童相談所 県下市町村相談窓口

平成30年度 159,838 1,825 2,643

令和元年度 193,780 1,832 3,246

令和2年度 205,029 1,761 3,130

令和3年度 207,660 1,837 3,045

令和4年度 219,170 1,639 2,856

※県内児童相談所・県下市町村相談窓口の件数には重複があります。
※県内児童相談所とは、奈良県児童相談所（2か所）と奈良市児童相談所（令和4年4月開設）です。

■ 窓口別の児童虐待相談対応件数
　　児童虐待の主な相談窓口：児童相談所、市町村相談窓口

子ども
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高齢者人口の推移

総人口 65歳以上 総人口 65歳以上 総人口 65歳以上
（人） （人） （人） （人） （千人） （千人）

平成30年 122,322 33,980 27.8% 1,340,070 409,335 30.5% 126,443 35,578 28.1%

令和元年 121,831 34,322 28.2% 1,331,330 412,882 31.0% 126,167 35,885 28.4%

令和2年 121,483 34,725 28.6% 1,322,970 416,467 31.5% 125,708 36,191 28.8%

令和3年 120,752 34,975 29.0% 1,315,350 422,915 32.2% 125,502 36,214 28.9%

令和4年 120,165 35,037 29.2% 1,305,981 422,948 32.4% 124,947 36,236 29.0%

※国：総務省統計局推計人口

将来推計人口

総人口 65歳以上 総人口 65歳以上 総人口 65歳以上
（人） （人） （人） （人） （千人） （千人）

2020 121,690 34,990 28.8% 1,320,075 417,980 31.7% 125,325 36,192 28.9%

2025 118,178 35,283 29.9% 1,264,574 420,587 33.3% 122,544 36,771 30.0%

2030 113,859 35,641 31.3% 1,202,479 419,512 34.9% 119,125 37,160 31.2%

2035 109,039 36,117 33.1% 1,135,578 418,694 36.9% 115,216 37,817 32.8%

2040 103,943 37,184 35.8% 1,066,267 423,548 39.7% 110,919 39,206 35.3%

2045 98,773 36,783 37.2% 998,076 410,363 41.1% 106,421 39,192 36.8%

2050 ― ― ― ― ― ― 101,923 38,406 37.7%

2055 ― ― ― ― ― ― 97,441 37,042 38.0%

2060 ― ― ― ― ― ― 92,840 35,403 38.1%

※ 橿原市・奈良県：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」
※ 国：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」

各年10月1日現在

年度
橿原市 奈良県 国

％ ％ ％

※橿原市、奈良県：住民基本台帳及び外国人登録の合計
　　（橿原市福祉部・健康部統計より）

％ ％ ％

橿原市 国奈良県

高齢者
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身体障がい者数（手帳交付者）の推移 各年度末

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

視　　　覚 300 296 303 295 290

聴覚・平衡機能 411 424 434 433 446

音声・言語・
そしゃく機能 41 46 46 44 43

肢体不自由 2,357 2,324 2,270 2,218 2,159

内 部 機 能 1,378 1,376 1,405 1,405 1,425

合　　　計 4,487 4,466 4,458 4,395 4,363

療育手帳交付者の推移 各年度末

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

Ａ（重　度） 411 423 422 422 431

Ｂ（中軽度） 655 694 709 749 805

合　　計 1,066 1,117 1,131 1,171 1,236

精神障がい者数（手帳交付者）の推移

平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年

1　　級 140 148 156 161 173

2　　級 626 688 716 762 824

3　　級 260 296 329 373 412

合　　計 1,026 1,132 1,201 1,296 1,409

各年６月末

障がいのある人
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国　　籍　　別 合計 前年3月末合計 対前年差引

アフガニスタン 4 3 1
オーストラリア 10 8 2

ブラジル 28 24 4
ミャンマー 67 33 34

カナダ 8 8 0
中国 228 222 6
台湾 18 17 1

フランス 4 4 0
インド 2 4 -2

インドネシア 54 39 15

アイルランド 1 1 0
イタリア 3 2 1

韓国又は朝鮮 281 281 0
ラオス 7 7 0

ネパール 240 44 196
ニュージーランド 3 4 -1

ナイジェリア 1 1 0
パキスタン 5 4 1

ペルー 39 46 -7
フィリピン 50 46 4
スリランカ 34 10 24
スペイン 3 2 1

タイ 52 22 30
モンゴル 6 7 -1

英国 5 5 0
米国 15 12 3

ベトナム 190 145 45
ジャマイカ 1 1 0
カンボジア 6 1 5
マレーシア 4 2 2

ロシア 2 3 -1
ギニア 1 0 1

リトアニア 0 1 -1
トルコ 0 1 -1

コートジボアール 0 1 -1
ハンガリー 0 1 -1

シリア 0 1 -1
南アフリカ共和国 3 1 2
ウズベキスタン 1 0 1

ガーナ 1 0 1
バングラデシュ 0 1 -1
スウェーデン 2 0 2

ドイツ 2 0 2
シンガポール 1 0 1

キルギス 6 0 6
国籍不明者 0 1 -1

総数 1,388 1,016 363

外国人世帯数 923

外国人住民国籍別人員調査表
　　　　　令和5年(2023年) 3月末

外国人
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各年末（単位：人）
年 分　類 国 県

HIV感染者数 19,842 113

AIDS患者数 8,908 76

計 28,750 189

HIV感染者数 20,836 116

AIDS患者数 9,313 79

計 30,149 195

HIV感染者数 21,727 121

AIDS患者数 9,641 81

計 31,368 202

HIV感染者数 22,467 121

AIDS患者数 9,977 82

計 32,444 203

HIV感染者数 23,206 125

AIDS患者数 10,297 82

計 33,503 207

HIV感染者数 23,809 130

AIDS患者数 10,528 87

計 34,337 217

インターネットを利用した人権侵犯事件
各年度末

平成30年度

令和元年度

令和2年度

令和3年度

令和4年度
※法務局・地方法務局において新たに救済手続きを開始したインターネット上
の人権侵害情報に関する人権侵犯事件

件数

1,910

1,985

1,693

1,736

1,721

令和3年

（API－Ｎetエイズ予防情報ネットのＨＩＶ感染者及び
エイズ患者の都道府県別累積報告状況より抜粋）

※HIV感染者とは、HIV（ヒト免疫不全ウイルス）に感染した人を指し、AIDS患者とは、
代表的な23の指標となる疾患が決められており、それらを発症した人を指します。

HIV感染者数及びAIDS患者数(累計)

平成29年

平成30年

令和元年

令和2年

令和4年

HIV感染者等

インターネット等による人権侵害
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（単位：人）

17
※うち、5名帰国

871

（政府 拉致問題対策本部資料,警察庁、奈良県警）

〇残留日本人孤児の身元調査

〇中国在留邦人の永住帰国

ホームレス数
男性 女性 不明 合計

令和元年調査 4,253 171 131 4,555
令和2年調査 3,688 168 136 3,992
令和3年調査 3,510 197 117 3,824
令和4年調査 3,187 162 99 3,448
令和5年調査 2,788 167 110 3,065

厚生労働省「ホームレスの実態に関する全国調査（概数調査）」

アイヌの人口

総数 男 女
平成 5年調査 75 7,328 23,830 11,683 12,147
平成11年調査 73 7,755 23,767 11,637 12,130
平成18年調査 72 8,274 23,782 11,680 12,102
平成25年調査 66 6,880 16,786 8,159 8,627
平成29年調査 63 5,571 13,118 6,106 6,285

世帯数
人　　　　口

帰国者の総数
　うち孤児
　うち婦人等

　　（世帯、人）

1,284

6,724

※「地域社会でアイヌの血を受け継いでいると思われる方、また、婚姻・養子縁組等によりそれらの方と
同一の生計を営んでいる方」について、各市町村が把握することのできた人数
※727名が性別不明のため、総数と男女の合計が一致しない（平成29年調査）

2,557
4,167

　　（厚生労働省統計資料）

・調査客体－都市公園、河川、道路・駅舎その他の施設を故なく起居の場所として日常生活を
　　　　　　営んでいる者
・調査方法－市区町村による巡回による目視調査

（北海道庁「平成29年 北海道アイヌ生活実態調査報告書」）

区  分 市町村数

3

日本政府が拉致被害者として　認定している人数

北朝鮮による拉致の可能性を排除できない行方不明者数　(令和5年1月現在)

上記のうち、家族等の同意を得て奈良県警察の
ウェブサイトに掲載されている方々の人数
上記のうち、橿原市の方１名　弓場　比登美さん　14歳（行方不明当時）

各年1月調査実施（単位：人）

孤児総数
　うち身元判明者

令和5年6月30日現在（単位：人）

2,818

さまざまな人権

北朝鮮当局によって拉致された被害者
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２．各課の主な取組の概要 資料

職員人権問題研修一覧表

テーマ 講師 男 女 小計 合計

1回目 7月22日 175 120 295

2回目 1月13日 152 102 254

1回目 7月21日 201 88 289

2回目 1月12日 180 70 250

1回目 7月21日 149 157 306

2回目 1月11日 120 77 197

1回目 7月12日 156 89 245

2回目 1月16日 159 102 261

1回目 7月18日 173 145 318

2回目 1月17日 140 81 221

令和2年度 1月8日～22日
「ハラスメント防止研
修」（動画研修）

吉海江　久美
（FPM-α） 415 413 828 828

令和3年度 8月4日～18日

「手話言語条例とは
～ろう者・手話言語への
理解を深めよう～」

（動画研修）

小林　由季
（奈良県立ろう学校） 399 500 899 899

令和4年度 7月21日～8月4日
「ハラスメント防止研
修」（動画研修）

伊槻　紀子　氏
（㈱話し方教育センター） 392 590 982 982

森村　さやか

寺澤　亮一
（一般財団法人　奈良人権
部落解放研究所理事長）

年　　度

平成27年度 549

令和元年度 539

平成28年度 539

平成30年度

セクシュアル
マイノリティの人権

「僕の宝は足と友
～東京パラリンピック
2020に向けて～」

嵯峨根　望
（シッティングバレーボール

男子日本代表
・和泉市職員）

506

平成29年度 503

ワークライフバランス 瀧井　智美
（㈱ＩＣＢ代表取締役）

精神障がいってなに？
～その豊かな世界と

共に生きる～

桑原　由香
（地域活動支援センター

ぴあぽ～と所長）

「部落差別解消推進法」
と教育・啓発課題

－「部落史観」の転換と
学習課題－

人事課
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相談件数

年　度 件　数（延件数） 年　度 指定相談日 指定相談日以外
平成３０年度 　２件 平成３０年度 ７５件 １７件
令和元年度 　２件 令和元年度 ３８件 １１件
令和２年度 　９件 令和２年度 ３４件 １２件
令和３年度 　１５件 令和３年度 ５４件 ６件
令和４年度 　１９件 令和４年度 ９１件 ９件

〇人権擁護委員
年　度 件　数（延件数） 年　度 指定相談日 指定相談日以外

平成３０年度 　９件 平成３０年度 ８６件 ４７件
令和元年度 　４件 令和元年度 ７６件 ３１件
令和２年度 　３件 令和２年度 ５４件 ５４件
令和３年度 　７件 令和３年度 ７４件 ２１件
令和４年度 　３件 令和４年度 ５３件 ８件

年　度 件　数(延件数)
平成３０年度 ３９件
令和元年度 １４件
令和２年度 １８件
令和３年度 ８件
令和４年度 ９件

年　度 参加者数

平成３０年度 407

令和元年度 300

令和２年度

令和３年度

令和４年度 135

年　度 参加者数

平成３０年度 122

令和元年度

令和２年度

令和３年度

令和４年度 47

〇人権政策課

「人権を考えるつどい」
テーマ

「差別や偏見のない人権を尊重した社会づくりの大切さ」
～パニック症を克服して今感じること～

〇「女性による女性のための」面接相談

〇女性相談員による電話相談

大場　久美子
（女優・心理カウンセラー）

テーマ

講師

堀江　航
（平昌オリンピック日本代表・元プロ車いすバス

ケットボール選手）

「強(つよ)く楽(たの)しく逞(たくま)しく」
～ほんとの強さってどんな事があっても前を向けること。前を～

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止

講師

「元気な心で、元気な毎日」～ワークとライフのハーモニー～ 鎌田　敏
（こころ元気研究所所長）

すべての人が尊重される社会を目指して 深澤　吉隆
（奈良県立同和問題関係史料センター所長）

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止

〇犯罪被害者支援相談

原田　朋記
（公益財団法人　反差別・人権研究所みえ

調査・研究員）

部落差別の解決をめざして～「部落差別解消推進法」の具現化に
向けた現状と課題～

統一地方選挙実施のため、「人権を確かめあう日」記念集会の開催は無し

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止

「人権を確かめあう日」記念集会

人権政策課
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講座数 参加人数(人) 年　度 講座数 参加人数(人)

7 122 平成30年度 16 270

6 71 令和元年度 10 71

4 42 令和2年度 3 23

16 124 令和3年度 1 15

2 24 令和4年度 3 26

講座数 参加人数(人) 年　度 講座数 参加人数(人)

4 776 平成30年度 3 254

2 765 令和元年度 2 326

4 397 令和2年度 2 68

5 756 令和3年度 1 10

2 723 令和4年度 3 39

講座数 参加人数(人)

2 29

3 70

4 33

3 36

1 5

参加者数

226

303

-

-

135

参加者数(女性) 参加者数(男性) 参加者数(合計)

36 43 79

- - -

- - -

226 241 473

‐ ‐ 666

-

新型コロナウィルス感染拡大防止のため中止

大切にしたい 自分の体
～2度の子宮がんを経験して～

原　千晶
（タレント）

鎌田　敏
（こころ元気研究所所長）

新型コロナウィルス感染拡大防止のため中止 -

令和４年度 タイムマネジメント講座

テーマ

令和４年度

令和元年度

令和３年度

令和３年度
一人ひとりが自分を活かし、
貢献し合える組織を目指して

～女性活躍を入り口に～（動画研修）

新型コロナウィルス感染拡大防止のため中止

吉田真知子
（人材活性・チームコンサルタント

ソーシャルスキル・プログラム合同会社 代
表）

丸本智佳子
（OPEN THE DOOR）

令和元年度

年　度

平成30年度

令和元年度

令和2年度

身
体
と
こ
こ
ろ
の

健
康
保
持
講
座

推
進
団
体
と
の

共
催
事
業

令和3年度

令和4年度

平成30年度

男女共同参画推進事業

年　度

講　　師

平成30年度

令和元年度

平成30年度

「男女共同参画講演会」

令和3年度

女
性
の
就
業
支
援

D
V
講
座

令和２年度

幸福に生きるために
～よい対人関係を築く～

「男女共同参画職員研修」

伊田　広行
(いきサポ座)

講　師

-

新型コロナウィルス感染拡大防止のため中止

「多様な性を考える編　性っていろいろあるらしい」
　「さまざまなハラスメント

～もし被害者・加害者になったら～」
平成30年度

「元気な心で、元気な毎日」
～ワークとライフのハーモニー～

岸見　一郎
（哲学者）

-令和２年度

年　度

男
性
の

エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
支
援

年　度

令和2年度

年　度

令和2年度

令和4年度

内　　容

令和元年度

令和4年度

令和3年度

人権政策課
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おおくぼまちづくり館   年度別利用状況
利用者数（人）

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

４月 16 47 0 19 18

５月 60 18 5 0 20

６月 27 212 12 73 93

７月 24 90 22 19 57

８月 100 148 9 22 23

９月 158 44 66 10 7

１０月 250 310 174 187 189

１１月 224 179 65 123 262

１２月 245 326 217 198 258

１月 48 57 16 14 31

２月 109 208 123 9 170

３月 268 1 84 24 94

合計 1,529 1,640 793 698 1,222

校（地）区名 総会実施日 参加人数

白橿南 7月2日(土) ２８名

白橿北 7月2日(土) ２８名

令和４年度　橿原市校（地）区人権教育推進協議会　地区別懇談会・フィールドワーク

校（地）区名 懇談会実施日 参加人数

今井 11月29日(火) ４３名

晩成 1月26日(木) ２９名

白橿 2月4日(土) ６１名

テーマ：「いのち」をいただく
　　　　～革細工を通して～
講　師：吉住　光洋　さん

演　題：人にやさしい、ぬくもりが通い合う
　　　 まちづくり
講　師：香美　秀央　さん

演　題：紀元２６００年の畝傍山周辺はこんな
　　　 風に変わった　其の二
講　師：山本　信彦　さん

令和４年度　橿原市校（地）区人権教育推進協議会　総会

研修内容

白橿北と合同で開催

白橿南と合同で開催

研修内容

大久保コミュニティセンター

人権・地域教育課
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65歳以上ひとり暮らし老人数　　　　　　　

各年度末

年度 在宅ひとり暮らし老人【市】 在宅ひとり暮らし老人【国】

平成30年度 4,532人 6,830（千人）

令和元年度 4,667人 7,369（千人）

令和2年度 4,873人 調査中止

令和3年度 4,977人 7,427（千人）

令和4年度 5,009人 8.730（千人）

※国は厚生労働省「国民生活基礎調査」独居老人調査(平成28年度は熊本県を除いた人数)

橿原市社協地域包括支援センター実施

年　度 実件数 延相談件数

平成30年度 24件 24件

令和元年度 22件 22件

令和2年度 20件 20件

令和3年度 24件 24件

令和4年度 28件 31件

認知症地域支援推進員相談件数

橿原市社協地域包括支援センター実施

年　度 実相談件数 延相談件数

平成30年度 91件 968件

令和元年度 93件 643件

令和2年度 98件 799件

令和3年度 107件 784件

令和4年度 121件 894件

高齢者虐待相談件数

福祉総務課

長寿介護課
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橿原市における養護相談の理由別対応件数

(令和4度末)

■虐待相談の相談種別・経路

児
童
相
談
所

福
祉
事
務
所

そ
の
他

福
祉
事
務
所

保
健
セ
ン
タ
ー

そ
の
他

保
育
所

児
童
福
祉
施
設

指
定
医
療
機
関

保
健
所

医
療
機
関

幼
稚
園

学
校

教
育
委
員
会
等

身体的虐待 23 0 0 5 5 0 6 0 0 0 1 0 1 1 18 0 0 0 5 3 1 0 69

性的虐待 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3

心理的虐待 41 3 0 16 9 6 3 0 0 0 3 0 1 1 13 0 0 2 8 9 0 2 117

ネグレクト 20 0 0 15 20 4 4 0 0 0 3 0 10 1 8 0 0 0 0 2 0 0 87

計 86 3 0 36 34 10 13 0 0 0 7 0 13 3 39 0 0 2 13 14 1 2 276

■虐待相談の主な虐待者と家庭状態

相談件数

■被虐待者の年齢・相談種別 ■虐待相談の相談種別

身
体
的
虐
待

性
的
虐
待

心
理
的
虐
待

ネ
グ
レ
ク
ト

計

身
体
的
虐
待

性
的
虐
待

心
理
的
虐
待

ネ
グ
レ
ク
ト

計

０～３歳未
満 12 0 40 46 98 61 1 88 139 289

３～学齢前
児童 11 0 21 13 45 61 3 131 119 314

小学生 21 1 28 20 70 80 2 190 93 365

中学生 14 1 16 4 35 86 9 118 85 298

高校生・そ
の他 11 1 12 4 28 63 5 63 39 170

計 69 3 117 87 276 69 3 117 87 276

そ
の
他

近
隣
・
知
人

計

都道府県 市町村
児童福祉施設・
指定医療機関

こ
ど
も
園

警
察
等

家
族
・
親
戚

実母以外の
母親

その他 計

学校等

里
親

児
童
委
員

保健所・
医療機関

児
童
本
人

69 14 169 5 19 276

実父 実父以外の
父親

実母

令和4年度末

平成29年度末

平成30年度末

平成31年度末

令和2年度末

令和3年度末

子ども家庭相談室
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助
言
指
導

継
続
指
導

他
機
関
あ
っ
せ
ん

1 2 3 4 5 6 7

児童虐待相談 （01） 22 154 1 0 0 0 99 276 0

その他の相談 （02） 1 0 0 0 0 0 4 5 0

（03） 2 0 0 0 0 0 3 5 0

肢体不自由相談 （04） 0 0 0 0 0 0 0 0 0

視聴覚障害相談 （05） 0 0 0 0 0 0 0 0 0

言語発達障害等相談 （06） 0 0 0 0 0 0 0 0 0

重症心身障害相談 （07） 0 0 0 0 0 0 0 0 0

知的障害相談 （08） 0 0 0 0 0 0 0 0 0

発達障害相談 （09） 1 0 0 0 0 0 0 1 0

ぐ犯行為等相談 （10） 0 0 0 0 0 0 1 1 0

触法行為等相談 （11） 0 0 0 0 0 0 0 0 0

性格行動相談 （12） 0 1 0 0 0 0 5 6 0

不登校相談 （13） 1 0 1 0 0 0 7 9 0

適性相談 （14） 1 0 0 0 0 0 0 1 0

育児・しつけ相談 （15） 2 2 1 0 0 0 1 6 0

（16） 1 6 2 0 0 0 16 25 0

（17） 31 163 5 0 0 0 136 335 0

いじめ相談 (18) 0 0 0 0 0 0 0 0 0

児童買春等被害相談 (19) 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計

再
掲

養
護
相
談

保健相談

障
害
相
談

非
行
相
談

育
成
相
談

その他の相談

橿原市相談種類別処理

（令和4年度末）
処理件数（年度中）

未
処
理
件
数

(

年
度
末
現
在

)

面接指導

児
童
相
談
所
送
致

社
会
福
祉
主
事
指
導

知
的
障
害
者
福
祉
司
・

係
る
都
道
府
県
知
事
へ
の
通
知

助
産
ま
た
は
母
子
保
護
の
実
施
に

そ
の
他

計

子ども家庭相談室
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いじめ・不登校・暴力行為の推移（国・県・市の比較）

校種 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和3年度 令和4年度 備　考

小学校（市） 0.9 1.0 0.6 1.1 0.3 0.7 5.5

小学校(県) 1.4 2.4 1.9 1.9 2.7 5.5 5.8

小学校（国） 3.5 4.4 5.7 6.8 6.5 7.7 9.9

中学校（市） 6.4 5.0 5.2 5.1 1.7 4.8 1.1

中学校(県) 5.1 5.0 6.0 5.3 4.4 5.1 6.9

中学校（国） 8.8 8.5 8.9 8.8 6.6 7.5 9.2

小学校（市） 3.3 11.4 18.7 48.3 50.9 44.8 54.6

小学校(県) 7.8 22.3 29.2 31.4 32.2 37.3 37.1

小学校（国） 11.7 15.7 21.3 24.4 21.4 25.7 28.5

中学校（市） 5.0 10.5 6.3 7.8 6.7 6.3 5.3

中学校(県) 5.3 7.1 9.1 10.7 8.1 9.9 10.4

中学校（国） 6.8 7.7 9.4 10.3 7.8 9.5 10.9

小学校（市） 0.41 0.38 0.87 0.89 0.97 1.6 1.74

小学校(県) 0.39 0.46 0.61 0.95 1.1 1.5 1.76

小学校（国） 0.47 0.54 0.70 0.83 1.00 1.30 1.70

中学校（市） 2.17 3.07 4.1 4.7 4.7 5.3 5.5

中学校(県) 2.62 2.83 3.3 4.05 4.4 5.5 6.21

中学校（国） 3.01 3.25 3.65 3.94 4.09 5.00 5.98

いじめ・不登校・暴力行為の推移

校種 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和3年度 令和4年度 備　考

小学校 8 6 4 7 2 4 32

中学校 21 16 16 15 5 14 3

計 29 22 20 22 7 18 35

小学校 108（52） 182 299 772 815 717 873

中学校 46（30） 63 38 47 40 38 32

計 152（82） 245 337 819 855 755 905

小学校 29 24 54 54 59 95 101

中学校 71 98 127 138 140 153 156

計 100 122 181 192 199 248 257

暴
力
行
為

児童生徒1,000
人当りの件数
（単位：件）

い
じ
め

１校当りの
認知数

（単位：件）

不
登
校

全児童生徒数
に係る割合

（単位：％）

※28年度いじめ欄(　)の数字は、「いじめと確認｣された数

暴
力
行
為

単位：件数

い
じ
め

単位：件数

不
登
校

単位：件数

学校教育課
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３．関連法令・方針等 

 
人権教育及び人権啓発の推進に関する法律 

平成 12 年 12 月 6 日 

法律 第 1 4 7 号 

（目的） 

第 1 条 この法律は、人権の尊重の緊要性に関する認識の高まり、

社会的身分、門地、人種、信条又は性別による不当な差別の発生等

の人権侵害の現状その他人権の擁護に関する内外の情勢にかんが

み、人権教育及び人権啓発に関する施策の推進について、国、地方

公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、必要な措置を定

め、もつて人権の擁護に資することを目的とする。 

（定義） 

第 2 条 この法律において、人権教育とは、人権尊重の精神の涵養

を目的とする教育活動をいい、人権啓発とは、国民の間に人権尊重

の理念を普及させ、及びそれに対する国民の理解を深めることを目

的とする広報その他の啓発活動（人権教育を除く。）をいう。 

（基本理念） 

第 3 条 国及び地方公共団体が行う人権教育及び人権啓発は、学

校、地域、家庭、職域その他の様々な場を通じて、国民が、その発達

段階に応じ、人権尊重の理念に対する理解を深め、これを体得する

ことができるよう、多様な機会の提供、効果的な手法の採用、国民の

自主性の尊重及び実施機関の中立性の確保を旨として行わなけれ

ばならない。 

（国の責務） 

第4条 国は、前条に定める人権教育及び人権啓発の基本理念（以

下「基本理念」という。）にのっとり、人権教育及び人権啓発に関する

施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第 5 条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、国と連携を図りつつ、

その地域の実情を踏まえ、人権教育及び人権啓発に関する施策を

策定し、及び実施する責務を有する。 

（国民の責務） 

第 6 条 国民は、人権尊重の精神の涵養に努めるとともに、人権が

尊重される社会の実現に寄与するよう努めなければならない。 

（基本計画の策定） 

第 7 条 国は、人権教育及び人権啓発に関する施策の総合的かつ

計画的な推進を図るため、人権教育及び人権啓発に関する基本的

な計画を策定しなければならない。 

（年次報告） 

第 8 条 政府は、毎年、国会に、政府が講じた人権教育及び人権啓

発に関する施策についての報告を提出しなければならない。 

（財政上の措置） 

第 9 条 国は、人権教育及び人権啓発に関する施策を実施する地方

公共団体に対し、当該施策に係る事務の委託その他の方法により、

財政上の措置を講ずることができる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行する。ただし、第 8 条の規定は、こ

の法律の施行の日の属する年度の翌年度移行に講じる人権教育及

び人権啓発に関する施策について適用する。 

（見直し） 

２ この法律は、この法律の施行の日から 3 年以内に、人権擁護推

進法（平成 8 年法律第 120 号）第 3 条第 2 項に基づく人権が侵

害された場合における被害者の救済に関する施策の充実に関する

基本的事項についての人権擁護推進審議会の調査審議の結果を

も踏まえて、見直しを行うものとする。

 

 

 

障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律 
平成 25 年 6 月 26 日 

号外法律第 65 号 

（目的） 

第一条 この法律は、障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四

号）の基本的な理念にのっとり、全ての障害者が、障害者でない者と

等しく、基本的人権を享有する個人としてその尊厳が重んぜられ、そ

の尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有することを踏まえ、障

害を理由とする差別の解消の推進に関する基本的な事項、行政機

関等及び事業者における障害を理由とする差別を解消するための

措置等を定めることにより、障害を理由とする差別の解消を推進し、

もって全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相

互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に資するこ

とを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。 

一 障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）そ

の他の心身の機能の障害（以下「障害」と総称する。）がある者であ

って、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活

に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。 

二 社会的障壁 障害がある者にとって日常生活又は社会生活を営

む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他

一切のものをいう。 

三 行政機関等 国の行政機関、独立行政法人等、地方公共団体

（地方公営企業法（昭和二十七年法律第二百九十二号）第三章の

規定の適用を受ける地方公共団体の経営する企業を除く。第七号、

第十条及び附則第四条第一項において同じ。）及び地方独立行政

法人をいう。 

四 国の行政機関 次に掲げる機関をいう。 

イ 法律の規定に基づき内閣に置かれる機関（内閣府を除く。）及び

内閣の所轄の下に置かれる機関 

ロ 内閣府、宮内庁並びに内閣府設置法（平成十一年法律第八十

九号）第四十九条第一項及び第二項に規定する機関（これらの機

関のうちニの政令で定める機関が置かれる機関にあっては、当該政

令で定める機関を除く。） 

ハ 国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第三条第二

項に規定する機関（ホの政令で定める機関が置かれる機関にあって

は、当該政令で定める機関を除く。） 

ニ 内閣府設置法第三十九条及び第五十五条並びに宮内庁法（昭

和二十二年法律第七十号）第十六条第二項の機関並びに内閣府

設置法第四十条及び第五十六条（宮内庁法第十八条第一項にお

いて準用する場合を含む。）の特別の機関で、政令で定めるもの 

ホ 国家行政組織法第八条の二の施設等機関及び同法第八条の

三の特別の機関で、政令で定めるもの 

ヘ 会計検査院 

五 独立行政法人等 次に掲げる法人をいう。 

イ 独立行政法人（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三

号）第二条第一項に規定する独立行政法人をいう。ロにおいて同じ。） 
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ロ 法律により直接に設立された法人、特別の法律により特別の設

立行為をもって設立された法人（独立行政法人を除く。）又は特別

の法律により設立され、かつ、その設立に関し行政庁の認可を要す

る法人のうち、政令で定めるもの 

六 地方独立行政法人 地方独立行政法人法（平成十五年法律第

百十八号）第二条第一項に規定する地方独立行政法人（同法第二

十一条第三号に掲げる業務を行うものを除く。）をいう。 

七 事業者 商業その他の事業を行う者（国、独立行政法人等、地方

公共団体及び地方独立行政法人を除く。）をいう。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国及び地方公共団体は、この法律の趣旨にのっとり、障害を

理由とする差別の解消の推進に関して必要な施策を策定し、及びこ

れを実施しなければならない。 

（国民の責務） 

第四条 国民は、第一条に規定する社会を実現する上で障害を理由

とする差別の解消が重要であることに鑑み、障害を理由とする差別

の解消の推進に寄与するよう努めなければならない。 

（社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な配慮に関

する環境の整備） 

第五条 行政機関等及び事業者は、社会的障壁の除去の実施につ

いての必要かつ合理的な配慮を的確に行うため、自ら設置する施設

の構造の改善及び設備の整備、関係職員に対する研修その他の必

要な環境の整備に努めなければならない。 

（以下省略） 

 

 

本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律 
平成 28 年 6 月 3 日 

号外法律第 68 号 

（目的） 

第一条 この法律は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の

解消が喫緊の課題であることに鑑み、その解消に向けた取組につい

て、基本理念を定め、及び国等の責務を明らかにするとともに、基本

的施策を定め、これを推進することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「本邦外出身者に対する不当な差別的言

動」とは、専ら本邦の域外にある国若しくは地域の出身である者又

はその子孫であって適法に居住するもの（以下この条において「本

邦外出身者」という。）に対する差別的意識を助長し又は誘発する目

的で公然とその生命、身体、自由、名誉若しくは財産に危害を加える

旨を告知し又は本邦外出身者を著しく侮蔑するなど、本邦の域外に

ある国又は地域の出身であることを理由として、本邦外出身者を地

域社会から排除することを煽動する不当な差別的言動をいう。 

（基本理念） 

第三条 国民は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消

の必要性に対する理解を深めるとともに、本邦外出身者に対する不

当な差別的言動のない社会の実現に寄与するよう努めなければな

らない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第四条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に

向けた取組に関する施策を実施するとともに、地方公共団体が実施

する本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組

に関する施策を推進するために必要な助言その他の措置を講ずる

責務を有する。 

２ 地方公共団体は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解

消に向けた取組に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、当該地

域の実情に応じた施策を講ずるよう努めるものとする。 

第二章 基本的施策 

（相談体制の整備） 

第五条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動に関する相

談に的確に応ずるとともに、これに関する紛争の防止又は解決を図

ることができるよう、必要な体制を整備するものとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の

実情に応じ、本邦外出身者に対する不当な差別的言動に関する相

談に的確に応ずるとともに、これに関する紛争の防止又は解決を図

ることができるよう、必要な体制を整備するよう努めるものとする。 

（教育の充実等） 

第六条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動を解消する

ための教育活動を実施するとともに、そのために必要な取組を行う

ものとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の

実情に応じ、本邦外出身者に対する不当な差別的言動を解消する

ための教育活動を実施するとともに、そのために必要な取組を行う

よう努めるものとする。 

（啓発活動等） 

第七条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消の

必要性について、国民に周知し、その理解を深めることを目的とする

広報その他の啓発活動を実施するとともに、そのために必要な取組

を行うものとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の

実情に応じ、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消の必

要性について、住民に周知し、その理解を深めることを目的とする広

報その他の啓発活動を実施するとともに、そのために必要な取組を

行うよう努めるものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

（不当な差別的言動に係る取組についての検討） 

２ 不当な差別的言動に係る取組については、この法律の施行後に

おける本邦外出身者に対する不当な差別的言動の実態等を勘案し、

必要に応じ、検討が加えられるものとする。 

 

 

部落差別の解消の推進に関する法律 
平成 28 年 12 月 16 日 

号外法律第 109 号 

（目的） 

第一条 この法律は、現在もなお部落差別が存在するとともに、情報

化の進展に伴って部落差別に関する状況の変化が生じていることを

踏まえ、全ての国民に基本的人権の享有を保障する日本国憲法の

理念にのっとり、部落差別は許されないものであるとの認識の下にこ

れを解消することが重要な課題であることに鑑み、部落差別の解消

に関し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の責務を明ら

かにするとともに、相談体制の充実等について定めることにより、部

落差別の解消を推進し、もって部落差別のない社会を実現すること

を目的とする。 

（基本理念） 

第二条 部落差別の解消に関する施策は、全ての国民が等しく基本

的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるものである

との理念にのっとり、部落差別を解消する必要性に対する国民一人

一人の理解を深めるよう努めることにより、部落差別のない社会を

実現することを旨として、行われなければならない。 
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（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国は、前条の基本理念にのっとり、部落差別の解消に関する

施策を講ずるとともに、地方公共団体が講ずる部落差別の解消に関

する施策を推進するために必要な情報の提供、指導及び助言を行う

責務を有する。 

２ 地方公共団体は、前条の基本理念にのっとり、部落差別の解消に

関し、国との適切な役割分担を踏まえて、国及び他の地方公共団体

との連携を図りつつ、その地域の実情に応じた施策を講ずるよう努

めるものとする。 

（相談体制の充実） 

第四条 国は、部落差別に関する相談に的確に応ずるための体制の

充実を図るものとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、その地域の

実情に応じ、部落差別に関する相談に的確に応ずるための体制の

充実を図るよう努めるものとする。 

（教育及び啓発） 

第五条 国は、部落差別を解消するため、必要な教育及び啓発を行

うものとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、その地域の

実情に応じ、部落差別を解消するため、必要な教育及び啓発を行う

よう努めるものとする。 

（部落差別の実態に係る調査） 

第六条 国は、部落差別の解消に関する施策の実施に資するため、

地方公共団体の協力を得て、部落差別の実態に係る調査を行うも

のとする。 

附 則 

この法律は、公布の日から施行する。 

 

 

性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する法律 
令和５年６月 2３日 

号外法律第６８号 

（目的） 

第一条 この法律は、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多

様性に関する国民の理解が必ずしも十分でない現状に鑑み、性的

指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解

の増進に関する施策の推進に関し、基本理念を定め、並びに国及び

地方公共団体の役割等を明らかにするとともに、基本計画の策定そ

の他の必要な事項を定めることにより、性的指向及びジェンダーアイ

デンティティの多様性を受け入れる精神を涵かん養し、もって性的指

向及びジェンダーアイデンティティの多様性に寛容な社会の実現に

資することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「性的指向」とは、恋愛感情又は性的感

情の対象となる性別についての指向をいう。 

２ この法律において「ジェンダーアイデンティティ」とは、自己の属す

る性別についての認識に関するその同一性の有無又は程度に係る

意識をいう。 

（基本理念） 

第三条 性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する

国民の理解の増進に関する施策は、全ての国民が、その性的指向又

はジェンダーアイデンティティにかかわらず、等しく基本的人権を享

有するかけがえのない個人として尊重されるものであるとの理念に

のっとり、性的指向及びジェンダーアイデンティティを理由とする不当

な差別はあってはならないものであるとの認識の下に、相互に人格

と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に資することを旨と

して行われなければならない。 

（国の役割） 

第四条 国は、前条に定める基本理念（以下単に「基本理念」とい

う。）にのっとり、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性

に関する国民の理解の増進に関する施策を策定し、及び実施するよ

う努めるものとする。 

 （地方公共団体の役割） 

第五条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との連携を図りつ

つ、その地域の実情を踏まえ、性的指向及びジェンダーアイデンティ

ティの多様性に関する国民の理解の増進に関する施策を策定し、及

び実施するよう努めるものとする。 

 （事業主等の努力） 

第六条 事業主は、基本理念にのっとり、性的指向及びジェンダーア

イデンティティの多様性に関するその雇用する労働者の理解の増進

に関し、普及啓発、就業環境の整備、相談の機会の確保等を行うこ

とにより性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する

当該労働者の理解の増進に自ら努めるとともに、国又は地方公共

団体が実施する性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性

に関する国民の理解の増進に関する施策に協力するよう努めるもの

とする。 

２ 学校（学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規

定する学校をいい、幼稚園及び特別支援学校の幼稚部を除く。以下

同じ。）の設置者は、基本理念にのっとり、性的指向及びジェンダー

アイデンティティの多様性に関するその設置する学校の児童、生徒又

は学生（以下この項及び第十条第三項において「児童等」という。）

の理解の増進に関し、家庭及び地域住民その他の関係者の協力を

得つつ、教育又は啓発、教育環境の整備、相談の機会の確保等を行

うことにより性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関

する当該学校の児童等の理解の増進に自ら努めるとともに、国又は

地方公共団体が実施する性的指向及びジェンダーアイデンティティ

の多様性に関する国民の理解の増進に関する施策に協力するよう

努めるものとする。 

  

（施策の実施の状況の公表） 

第七条 政府は、毎年一回、性的指向及びジェンダーアイデンティテ

ィの多様性に関する国民の理解の増進に関する施策の実施の状況

を公表しなければならない。 

 （基本計画） 

第八条 政府は、基本理念にのっとり、性的指向及びジェンダーアイ

デンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する施策の総

合的かつ計画的な推進を図るため、性的指向及びジェンダーアイデ

ンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する基本的な計

画（以下この条において「基本計画」という。）を策定しなければなら

ない。 

２ 基本計画は、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性

に関する国民の理解を増進するための基本的な事項その他必要な

事項について定めるものとする。 

３ 内閣総理大臣は、基本計画の案を作成し、閣議の決定を求めな

ければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、

遅滞なく、基本計画を公表しなければならない。 

５ 内閣総理大臣は、基本計画の案を作成するため必要があると認

めるときは、関係行政機関の長に対し、資料の提出その他必要な協

力を求めることができる。 

６ 政府は、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性をめぐ

る情勢の変化を勘案し、並びに性的指向及びジェンダーアイデンテ

ィティの多様性に関する国民の理解の増進に関する施策の効果に

関する評価を踏まえ、おおむね三年ごとに、基本計画に検討を加え、

必要があると認めるときは、これを変更しなければならない。 

７ 第三項から第五項までの規定は、基本計画の変更について準用
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する。 

 （学術研究等） 

第九条 国は、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に

関する学術研究その他の性的指向及びジェンダーアイデンティティ

の多様性に関する国民の理解の増進に関する施策の策定に必要な

研究を推進するものとする。 

 （知識の着実な普及等） 

第十条 国及び地方公共団体は、前条の研究の進捗状況を踏まえ

つつ、学校、地域、家庭、職域その他の様々な場を通じて、国民が、性

的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する理解を深

めることができるよう、心身の発達に応じた教育及び学習の振興並

びに広報活動等を通じた性的指向及びジェンダーアイデンティティ

の多様性に関する知識の着実な普及、各般の問題に対応するため

の相談体制の整備その他の必要な施策を講ずるよう努めるものとす

る。 

２ 事業主は、その雇用する労働者に対し、性的指向及びジェンダー

アイデンティティの多様性に関する理解を深めるための情報の提供、

研修の実施、普及啓発、就業環境に関する相談体制の整備その他

の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 学校の設置者及びその設置する学校は、当該学校の児童等に対

し、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する理解

を深めるため、家庭及び地域住民その他の関係者の協力を得つつ、

教育又は啓発、教育環境に関する相談体制の整備その他の必要な

措置を講ずるよう努めるものとする。 

 （性的指向・ジェンダーアイデンティティ理解増進連絡会議） 

第十一条 政府は、内閣官房、内閣府、総務省、法務省、外務省、文

部科学省、厚生労働省、国土交通省その他の関係行政機関の職員

をもって構成する性的指向・ジェンダーアイデンティティ理解増進連

絡会議を設け、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に

関する国民の理解の増進に関する施策の総合的かつ効果的な推進

を図るための連絡調整を行うものとする。 

 （措置の実施等に当たっての留意） 

第十二条 この法律に定める措置の実施等に当たっては、性的指向

又はジェンダーアイデンティティにかかわらず、全ての国民が安心し

て生活することができることとなるよう、留意するものとする。この場合

において、政府は、その運用に必要な指針を策定するものとする。

 
 

 

 

奈良県部落差別の解消の推進に関する条例 
平成 31 年 3 月 22 日 

奈良県条例第 40 号 

（目的） 

第一条 この条例は、現在もなお部落差別が存在するとともに、情報

化の進展に伴って部落差別に関する状況の変化が生じていることを

踏まえ、全ての国民に基本的人権の享有を保障する日本国憲法及

び部落差別の解消の推進に関する法律（平成二十八年法律第百

九号）の理念にのっとり、部落差別は許されないものであるとの認識

の下にこれを解消することが重要な課題であることに鑑み、部落差

別の解消に関し、基本理念を定め、県の責務を明らかにし、及び施

策を推進するための基本的な計画の策定等について定めることによ

り、部落差別の解消を推進し、もって部落差別のない社会を実現す

ることを目的とする。 

（基本理念） 

第二条 部落差別の解消に関する施策は、全ての県民が等しく基本

的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるものである

との理念にのっとり、部落差別を解消する必要性に対する県民一人

一人の理解を深めるよう努めることにより、全ての人を包摂し、及び

人に優しい社会の実現を基本理念として、行わなければならない。 

（県の責務） 

第三条 県は、前条の基本理念にのっとり、部落差別の解消に関し、

国及び市町村との適切な役割分担を踏まえて、国及び市町村と連

携を図りつつ、部落差別の解消に関する施策を講ずる責務を有する。 

（基本計画） 

第四条 知事は、部落差別の解消に関する施策を推進するための基

本的な計画（以下「基本計画」という。）を策定するものとする。 

２ 前項に基づく基本計画は、次に掲げる事項について定める。 

一 部落差別の解消に関する施策についての基本的な方針 

二 部落差別の解消に関し、県が計画的に講ずべき施策 

３ 知事は、基本計画を定めようとするときは、あらかじめ、奈良県人

権施策協議会の意見を聴かなければならない。 

４ 知事は、基本計画を定めたときは、これを公表しなければならない。 

５ 前二項の規定は、基本計画の変更について準用する。 

（調査の実施） 

第五条 県は、部落差別の解消に関する施策の実施及び前条の基

本計画策定のため、必要に応じて、部落差別の実態に係る調査を行

うものとする。 

２ 県は、前項の調査を実施するに当たっては、当該調査により新た

な差別が生じないよう留意しなければならない。 

（相談体制の充実） 

第六条 県は、部落差別に関する相談に的確に応ずるための体制の

充実を図るものとする。 

（教育及び啓発） 

第七条 県は、部落差別を解消するため、必要な教育及び啓発を行

うものとする。 

（推進体制の充実） 

第八条 県は、国及び市町村と連携し、部落差別の解消に関する施

策を推進する体制の充実に努めるものとする。 

（委任） 

第九条 この条例の施行に関して必要な事項は、知事が別に定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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橿原市人権擁護に関する条例 
平成 8 年 6 月 21 日 

条例第 22 号 

(目的) 

第 1 条 この条例は、基本的人権の尊重及び法の下の平等を定め

る日本国憲法の理念に則り、市民の人権擁護と人権意識の高揚を

図り、もって市民一人ひとりの参加による差別のない橿原市の実現

に寄与することを目的とする。 

(市の責務) 

第 2 条 市は、前条の目的を達成するため、関係法令等に基づき、市

政の重要な課題として必要な施策の推進を図り、市民の人権擁護と

人権意識の高揚に努めるものとする。 

 

(市民の責務) 

第 3 条 市民は、相互に基本的人権を尊重し、人権意識の高揚を図

るよう努めるものとする。 

(啓発活動の充実) 

第 4 条 市は、市民の同和問題等についての人権意識の高揚を図

るため、関係機関団体等と連携しながら啓発活動の充実に努め、差

別を許さない世論の形成や人権擁護の社会的環境の醸成を促進す

るものとする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。

 

 

橿原市男女共同参画推進条例 
平成１８年３月 31 日 

条例第４号 

我が国では、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ

ています。そして、男女平等の実現に向けて、女子に対するあらゆる

形態の差別の撤廃に関する条約を批准するとともに、男女共同参画

社会基本法が制定されるなど、様々な取組が行われています。 

私たちのまち橿原市には、万葉集にうたわれた名勝大和三山、日本

で初めての本格的な都城として造られ、国家の基盤となる大宝律令

が編さんされた藤原京など、貴重な歴史的・文化的な遺産が数多く

あります。このように歴史豊かな橿原市は、市民一人ひとりが思いや

りの心を持ち、性別にとらわれず、すべての人の人権が尊重され、そ

の個性と能力を発揮できる心豊かなまちを目指しています。 

しかしながら、性別による固定的な役割分担意識やそれに基づく社

会慣行は、依然として根強く残っています。さらに、少子高齢化、情報

化、国際化など社会経済情勢が急速に大きく変化していく中で、性

別にかかわりなく生き生きと暮らせる社会づくりには、なお、多くの課

題があります。 

このような状況を踏まえ、男女平等の視点に立ち、男女が、職場、学

校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野で対等に参画し、ともに

責任を分かち合う社会を実現し、次世代へとつなげていくために、こ

の条例を制定します。 

 

第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この条例は、男女共同参画の推進に関し、基本理念を定め、

市、市民、事業者及び教育関係者の責務を明らかにするとともに、市

の男女共同参画の推進に関する施策の基本となる事項を定めるこ

とにより、これを総合的かつ計画的に推進し、もって男女共同参画社

会を実現することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号の定めるところによる。 

(１) 男女共同参画 男女が社会の対等な構成員として、自らの意思

によって職場、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野におけ

る活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経

済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責

任を担うことをいう。 

(２) 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を

改善するため必要な範囲内において、男女のいずれか一方に対し、

当該機会を積極的に提供することをいう。 

(３) セクシュアル・ハラスメント 性的な言動により他の者を不快にさ

せ、その者の就業関係その他の生活環境を害すること、又は性的な

言動を受けた者の対応によりその者に不利益を与えることをいう。 

(４) ドメスティック・バイオレンス 配偶者、配偶者であった者、パート

ナーその他親密な関係にある者に対する身体的、性的、精神的又は

経済的暴力をいう。 

(５) 市民 市内に居住する者及び市内に通勤又は通学する者をい

う。 

(６) 事業者 市内において事業活動を行う法人その他の団体及び

個人をいう。 

(７) 教育関係者 市内において学校教育、社会教育その他のあら

ゆる教育に携わる個人及び法人その他の団体をいう。 

 （基本理念） 

第３条 男女共同参画は、次に掲げる事項を基本理念として推進さ

れなければならない。 

(１) 男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が直接的で

あるか間接的であるかを問わず性別による差別的取扱いを受けな

いこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されることその

他の男女の人権が尊重されること。 

(２) 社会における制度又は慣行が、性別による固定的な役割分担

や慣行にとらわれることなく、社会における活動を自由に選択できる

よう配慮されること。 

(３) 男女が、社会の対等な構成員として、社会のあらゆる分野にお

ける方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されるこ

と。 

(４) 家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子

育て、介護その他の家庭生活における活動において、家族の一員と

しての役割を円滑に果たし、かつ、家庭以外の活動において、対等に

参画し、両立できること。 

(５) 男女が、互いの性及び身体的特徴を理解し、妊娠、出産等、性

と生殖に関して自己決定が尊重され、かつ、生涯にわたり健康な生

活を営むことができること。 

(６) 国際社会における取組と密接な関係を有していることを考慮す

ること。 

 （市の責務） 

第４条 市は、前条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっと

り、男女共同参画の推進に関する施策（積極的改善措置を含む。以

下同じ。）を総合的に策定し、実施する責務を有する。 

２ 市は、男女共同参画の推進に当たっては、自ら率先し、市民、事業

者及び教育関係者並びに国及び他の地方公共団体等と連携し、取

り組まなければならない。 

３ 市は、男女共同参画の推進に関する施策を推進するために必要

な体制を整備するものとする。 

 （市民の責務） 

第５条 市民は、基本理念に対する理解を深め、自ら積極的に男女

共同参画の推進に取り組むとともに、市が実施する男女共同参画の
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推進に関する施策に協力するよう努めなければならない。 

 （事業者の責務） 

第６条 事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動に関し、主体

的かつ積極的に男女共同参画を推進することができる体制の整備

に取り組むとともに、市が実施する男女共同参画の推進に関する施

策に協力するよう努めなければならない。 

 （教育関係者の責務） 

第７条 教育関係者は、基本理念にのっとり、その教育を行う過程に

おいて、男女共同参画の推進に努めなければならない。 

 （性別による人権侵害の禁止） 

第８条 何人も、職場、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分

野において、性別による差別的取扱い及びセクシュアル・ハラスメン

トを行ってはならない。 

２ 何人も、ドメスティック・バイオレンスを行ってはならない。 

  

第２章 基本的施策 

 （行動計画） 

第９条 市長は、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計

画的に推進するため、男女共同参画の推進に関する基本となる計画

（以下「行動計画」という。）を策定しなければならない。 

２ 市長は、行動計画を策定し、又は変更しようとするときは、市民、事

業者及び教育関係者の意見が反映されるよう必要な措置を講じる

とともに、第 18 条に規定する橿原市男女共同参画審議会の意見を

聴かなければならない。 

３ 市長は、行動計画を策定し、又は変更したときは、これを公表しな

ければならない。 

 （施策の策定等に当たっての配慮） 

第 10 条 市は、市の施策を策定し、及び実施するに当たっては、男

女共同参画の推進に配慮しなければならない。 

 （調査研究） 

第 11 条 市は、男女共同参画に関する施策を策定し、及び実施す

るため、必要な調査及び研究を行うものとする。 

 （附属機関等の委員の構成） 

第 12 条 市は、附属機関等の委員の委嘱又は任命に当たっては、

積極的改善措置を講じるよう努めなければならない。 

 （市民等の活動に対する支援） 

第 13 条 市は、市民、事業者及び教育関係者における男女共同参

画の推進についての自主的な活動に対し、情報の提供、助言その他

の必要な支援の実施に努めるものとする。 

（家庭生活と他の活動との両立支援） 

第 14 条 市は、男女が共に家庭生活における活動と他の活動とを

両立できるよう必要な支援の実施に努めるものとする。 

 （相談への対応） 

第 15 条 市は、性別による差別的取扱いその他の男女共同参画の

推進を阻害する要因による人権の侵害に関し、市民又は事業者から

相談を受けたときは、関係行政機関と連携し、解決に努めなければ

ならない。 

 （広報活動及び啓発） 

第 16 条 市は、男女共同参画の推進に関し、必要な広報活動を行

い、その啓発に努めるものとする。 

 （年次報告） 

第 17 条 市長は、毎年、行動計画に基づいた施策の実施状況につ

いて、報告書を作成し、これを公表しなければならない。 

  

第３章 橿原市男女共同参画審議会  

（審議会） 

第 18 条 市長の附属機関として、橿原市男女共同参画審議会（以

下「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について、審議し、

答申する。 

(１) 第９条第２項の規定により市長から意見を求められた事項 

(２) 前号に掲げるもののほか、男女共同参画の推進に必要な事項 

３ 審議会は、市長が委嘱する 12 人以内の委員をもって組織する。 

４ 審議会の委員の構成は、男女いずれか一方の委員の数が、委員

の総数の 10 分の４未満であってはならない。ただし、市長がやむを

得ない事情があると認めたときは、この限りでない。 

５ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠委員の任期

は、前任者の残任期間とする。 

６ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し、必

要な事項は、市長が規則で定める。 

附 則（施行期日） 

１ この条例は、平成 18 年７月１日から施行する。ただし、第 18 条

の規定は、公布の日から施行する。 

 

 

橿原市部落差別の解消の推進に関する条例 
令和３年３月 31 日 

条例第４号 

（目的） 

第１条 この条例は、現在もなお部落差別が存在するとともに、情報

化の進展に伴って部落差別に関する状況の変化が生じていることに

鑑み、全ての国民に基本的人権の享有を保障し、法の下の平等を定

める日本国憲法並びに部落差別は許されないという認識の下に制

定された部落差別の解消の推進に関する法律（平成 28 年法律第

109 号）及び奈良県部落差別の解消の推進に関する条例（平成

31 年奈良県条例第 40 号）の趣旨を踏まえ、部落差別の解消の推

進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、部落差別の

解消を推進し、部落差別のない社会の実現に寄与することを目的と

する。 

 （定義） 

第２条 本条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

(１) 市民等 市内に居住し、通勤し、通学し、又は滞在している者を

いう。 

(２) 事業者 市内において事業活動を行っているものをいう。 

（基本理念） 

第３条 部落差別の解消に関する施策は、全ての人が基本的人権を

享有し、かけがえのない個人として尊重されるものであるとの理念に

のっとり、部落差別を解消し、全ての人がともに生きる社会を実現す

ることを旨として、行わなければならない。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条の基本理念にのっとり、部落差別の解消に関し、

国、県及び関係機関との適切な役割分担を踏まえて連携を図りつつ、

部落差別の解消に関する施策を講ずる責務を有する。 

（市民等及び事業者の役割） 

第５条 市民等及び事業者は、基本的人権を尊重し、部落差別の解

消に努めるものとする。 

（調査の実施） 

第６条 市は、部落差別の解消に関する施策を推進するため、国、県

及び関係機関と連携し、必要に応じて、差別の実態に係る調査を行

うものとする。 

２ 市は、前項の調査を実施するに当たっては、当該調査により新た

な差別が生じないよう留意しなければならない。 

（基本計画の策定） 

第７条 市は、人権施策に関する基本計画を定めるに当たっては、第

４条の責務を踏まえてこれを行うものとする。 
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（相談体制の充実） 

第８条 市は、部落差別に関する相談に応ずるための体制の充実に

努めるものとする。 

（教育及び啓発活動の充実） 

第９条 市は、部落差別を解消するため、必要な教育及び啓発活動

の充実に努めるものとする。 

（推進体制の充実） 

第 10 条 市は、国、県及び関係機関と連携し、部落差別の解消に関

する施策を推進する体制の充実に努めるものとする。 

（委任） 

第 11 条 この条例の施行に関して必要な事項は、市長が別に定め

る。 

 附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 
橿原市人権審議会規則 

平成 14 年 9 月 30 日 
規則第 46 号 

（趣旨） 
第１条 この規則は、橿原市執行機関の附属機関に関する条例（平
成２４年橿原市条例第２３号。以下「条例」という。）第７条の規定に
基づき、橿原市人権審議会（以下「審議会」という。）の組織及び運
営について必要な事項を定めるものとする。 
（審議事項） 
第２条 審議会が審議する重要事項は、次に掲げるとおりとする。 
（１） 人権に関する問題の解決に向けての施策に関すること。 
（２） 人権に関する基本計画等の策定に関すること。 
（３） 人権擁護及び人権意識の高揚に関すること。 
（４） その他人権施策の推進に関すること。 
（組織） 
第３条 委員は、市議会の議員、学識経験者その他市長が適当と認
める者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 
２ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠の委員の任
期は、前任者の残任期間とする。 
（会長及び副会長） 
第４条 審議会に会長及び副会長を置き、それぞれ委員の互選によ
りこれを定める。 
２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 
３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠け
たときは、その職務を代理する。 
（会議） 
第５条 審議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 
２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができ
ない。 
３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、
議長の決するところによる。 
（会議の招集） 
第６条 会長は、審議会の会議を招集するときは、会議の７日前まで
に委員に通知しなければならない。ただし、緊急かつやむを得ない場
合は、この限りでない。 
２ 会長が互選される前に招集する会議は、市長が招集する。 

（部会） 
第７条 条例第３条第２項の規定により設置される部会を構成する
委員は、会長が指名する。 
２ 部会に部会長及び副部会長を置く。 
３ 部会長は、部会を構成する委員の互選により選出し、副部会長は、
委員の中から部会長が指名する。 
４ 部会長は、部会の事務を掌理し、部会の審議の経過及び結果を
審議会に報告する。 
５ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故あるとき、又は部会
長が欠けたときは、その職務を代理する。 
（意見の聴取） 
第８条 審議会は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議
に出席させて意見を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 
（庶務） 
第９条 審議会及び部会の庶務は、市民活動部人権政策課におい
て処理する。 
（会長への委任） 
第１０条 この規則に定めるもののほか、審議会について必要な事項
は、市長が定める。 
附 則 
この規則は、平成１４年１０月１日から施行する。 
附 則（平成１７年規則第１６号）抄 
（施行期日） 
１ この規則は、公布の日から施行する。 
附 則（平成２１年規則第１３号）抄 
（施行期日） 
第１条 この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 
附 則（平成２４年規則第３５号） 
この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 
附 則（平成２４年規則第７９号） 
この規則は、公布の日から施行する。 
附 則（平成２８年規則第３６号） 
この規則は、公布の日から施行する。 

  

 

橿原市人権問題啓発推進本部設置規程 
平成 14 年 4 月 1 日 

訓令甲第 11 号 
（設置） 
第１条 同和問題をはじめとするあらゆる差別を撤廃するため、市職
員の人権問題に対する理解を深めるとともに、市民が人権問題を正
しく理解、認識するよう啓発活動を推進するため、橿原市人権問題
啓発推進本部（以下「推進本部」という。）を置く。  
（所掌事務） 
第２条 推進本部は、市の各部課と連携を図りつつ、次の各号に掲
げる事項を研究、協議する。 
(１) 同和問題等をはじめとする人権問題についての職員の研修に
関すること。 
(２) 人権問題を啓発推進する指導者の育成に関すること。 
(３) 人権問題啓発推進計画の企画及び立案に関すること。 
(４) 人権施策に関する基本計画の策定及び実施に関すること。 
(５) 差別事象についての調査及び研究に関すること。 
(６) その他前条の目的達成に必要な事項に関すること。 
（組織） 
第３条 推進本部は、本部長、副本部長及び本部委員をもって組織
する。 

２ 本部長は市長をもって充て、副本部長は副市長、教育長及び企
画戦略部長をもって充てる。 
３ 本部委員は、別表に掲げる職にある者をもって充てる。 
４ 本部長が不在のときは、副本部長がその職務を代理する。 
（会議） 
第４条 推進本部の会議は、本部長が必要に応じて招集し、本部長
が議長となる。  
（企画委員会） 
第５条 第２条第３号から第５号に規定する事項を専門的に研究する
ため、推進本部に企画委員会を置く。 
２ 企画委員会は、委員長及び委員若干名をもって組織する。 
３ 委員長は人権政策課長とし、委員は本部委員の中から本部長が
命ずる。 
４ 企画委員会は、委員長が必要に応じて招集する。 
５ 企画委員会は、差別事象に関する調査及び研究を行い、必要と
認めるときは、推進本部に報告する。 
（庶務） 
第６条 推進本部の庶務は人権政策課において処理する。 
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（その他） 
第７条 この規程に定めるもののほか、推進本部の運営に関し必要
な事項は、本部長が定める。 
附 則 

この規程は、平成１４年４月１日から実施する。 
(省略) 
この規程は、令和５年４月１日から実施する。 
附則（令和 5 年 10 月 30 日訓令甲第 33 号）

別表（第３条関係）                                          別表（第５条関係） 橿原市人権問題啓発推進本部企画委員会 

機 関 職       名  部 局 職  名 

市長部局 

倫理統制監 
理事 
企画戦略部副部長（人権政策課担当） 
企画政策課長 
人事課長 
人権政策課長 
飛騨コミュニティセンター所長 
大久保コミュニティセンター所長 
総務部長 
市民窓口課長 
財務部長 
魅力創造部長 
地域振興課長 
こども・健康スポーツ部長 
こども政策課長 
こども未来課長 
子ども家庭相談室長 
健康増進課長 
福祉部長 
福祉総務課長 
障がい福祉課長 
長寿介護課長 
環境部長 
都市デザイン部長 
公園緑地景観課長 
都市マネジメント部長 
建設管理課長 
会計管理者 

 

企画戦略部 

企画政策課長 
人事課長 
人権政策課長 
飛騨コミュニティセンター所長 
大久保コミュニティセンター所長 

総務部 市民窓口課長 

魅力創造部 地域振興課長 

こども・ 
健康スポーツ部 

こども政策課長 
こども未来課長 
子ども家庭相談室長 
健康増進課長 

福祉部 
福祉総務課長 
障がい福祉課長 
長寿介護課長 

都市デザイン部 公園緑地景観課長 

都市マネジメント部 建設管理課 

教育委員会事務局 

学校教育課長 
人権・地域教育課長 
図書館長 
こども発達支援課長 

選挙管理委員会 選挙管理委員会事務局長 

教育委員会事務局 

教育委員会事務局長 
学校教育課長 
人権・地域教育課長 
図書館長 
こども発達支援課長 

選挙管理委員会事務局 選挙管理委員会事務局長 

監査委員事務局 監査委員事務局長 

農業委員会事務局 農業委員会事務局長 

議会事務局 議会事務局長 

上下水道部 上下水道部長 

 

 

橿原市人権教育の推進についての基本方針 
                                                              平成２０年２月２９日 

                             橿原市教育委員会 

人類は、長年にわたるたゆまぬ努力によって、すべての人間は生まれ
ながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利とについて平等であると
いう理念を確立し、その実現に向けて取り組んできました。 
  日本では、人権を「人々が生存と自由を確保し、それぞれの幸福
を追求する権利」として捉え、日本国憲法において基本的人権の享
有を保障しています。 
  橿原市においては、これまで同和教育の真摯な実践が重ねられ、
「橿原市人権擁護に関する条例」や「橿原市同和教育の推進につ
いての基本方針」などの理念に基づき、市民の人権擁護、基本的人
権尊重の精神の育成に努めてきました。また、「人権教育及び人権
啓発の推進に関する法律」に基づいて「橿原市人権施策に関する
基本計画」を策定し、その具体化を図ってきました。 
  このような取組によって、市民の人権意識が向上するとともに、義
務教育諸学校の教科書無償化をはじめとする教育諸条件の改善や
教育内容の創造、人権教育推進体制の整備などの成果が見られま
した。しかし、同和問題、女性、子ども、高齢者、障害者、外国人等に
かかわる人権問題が依然として存在し、さらに国際化、情報化など
の社会の急激な変化の中で新たな人権の課題も起こっています。 
 すべての人々の人権が真に尊重される自由と平等な社会を実現す
るためには、市民一人一人が人権問題を自らの課題として真摯に捉
え、人権確立に向けて積極的に行動することが求められます。またそ
の実現は、市民の不断の努力によって達成され、教育が担う役割も
大きいと言えます。 

そこで、同和教育をはじめ様々な取組の成果の上に立って、自他の
人権の実現と擁護のために必要な資質や能力を育成し、高めるた
めの総合的な教育活動としての人権教育を推進することが必要で
す。 
  橿原市教育委員会は、国や県の示す人権教育の方向性を踏まえ、
「豊かな人権文化に満ちた社会」を実現するため、学校、家庭、地域
の連携を大切にしながら、以下の事項を基本として人権教育を推進
します。 
１ 世界人権宣言、国際人権規約及び関連する条約、日本国憲法の
精神に則り、あらゆる教育の場で積極的に人権教育を進めること。 
２  教育の機会均等を保障し、すべての子どもの可能性を伸ばすと
ともに、一人一人が生涯にわたって自分らしく豊かに自己実現を目
指すことができる能力を育成すること。 
３ 人権に関する知識理解を深め、自他の人権を尊重する態度をは
ぐくみ、人権の尊重を実現するための技能をみがく指導の充実を図
ること。 
４ 様々な人々や文化と出会い、それぞれの違いや多様性を尊重し、
相互理解を深める態度をはぐくむこと。 
５ 確かな人権感覚を身に付けるために、自分の大切さとともに、他
の人の大切さを認めることができる環境づくりを進めること。 
６ 国や県の示す人権教育資料等を活用し、計画的・組織的に取り
組むとともに、関係機関・団体と連携協力して人権教育を進めること。 

（令和３年３月 一部改訂） 
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在日外国人（主として韓国・朝鮮人）教育に関する指導指針 
1998（平成 10）年 3 月 23 日 

橿原市・橿原市教育委員会 

基本的認識 
私たち橿原市民は、その人種・民族・国籍をこえて、等しく同じ市民と
して尊重され、それぞれの自己実現と幸福を自由に追求できる市民
社会の創造に努めなければならない。 
私たち橿原市民は、人権尊重の社会こそ真の国際社会であり、民主
社会であると確信し、このような社会の実現を目指して限りない営み
を続けなければならない。 
（１）人権尊重の普遍性 
「日本国憲法」は、国民主権・平和主義、及び基本的人権をその基
本原則としており、特にその第 14 条に「人種、信条、性別、社会的身
分又は門地により、政治的、経済的又は社会的関係において、差別
されない」と定め、人権と基本的自由の享有における平等を宣言し
ている。また、世界人権宣言・国際人権規約をはじめ、その他の国際
人権基準も、すべての人々が平等に扱われ、その人権を最も大切な
ものとして尊重されるべきことが人類普遍の原理であると宣言して
いる。 
（２）在日外国人教育の目的 
「教育基本法」では、教育の目的を「教育は、人格の完成をめざし、
平和的な国家及び社会の形成者として、真理と正義を愛し、個人の
価値を尊ぶ」こととし、それを達成するために「実際生活に即し、自発
的精神を養い、自他の敬愛と協力」が必要であるとしている。 
「世界人権宣言」第 26 条及び「国際人権規約・社会権規約」第 13
条が「教育が人格及びその尊厳についての意識の十分な発達を志
向し並びに人権及び基本的自由の尊重を強化すべきこと」と宣言し、
日本(1979 年 9 月)を含む各国がその内容に同意し締約している。 
また、ユネスコ総会が「国際理解、国際協力及び国際平和のための
教育並びに人権及び基本的自由についての教育に関する勧告」
（1974 年 11 月）の中で、上記の教育目的を確認すると共に、(a)
すべての段階及び形態の教育に国際的側面及び世界的視点をもた
せること、(b)すべての民族並びにその文化、文明、価値及び生活様
式に対する理解と尊重、及び(c)諸民族及び諸国民の間に世界的な
相互依存関係が増大していることの認識を、その指導原則として揚
げている。 
「子どもの権利条約」の第 29 条１項Ｃが「児童の父母、児童の文化
的同一性、言語及び価値観、児童の居住国及び出身国の国民的価
値観並びに自己の文明と異なる文明に対する尊重を育成すること」
を教育が達成すべき目的として明示している。 
これらの文書が示すように、個人の人格の完成とともに、諸国民・諸
民族間の理解及び友好を促進するという教育の目的を達成するた
め、在日外国人教育の推進に努める。 
（３）橿原市の現状と姿勢 
日中 15 年戦争、朝鮮半島及び台湾に対する日本の植民地支配の
過程で、日本への渡航と定住を余儀なくされた韓国・朝鮮人、中国
人及び日本に生まれ育ったその子孫が、様々な事情から現在も日本
各地に在住しており、橿原市においても、1998 年 1 月現在外国籍
者数 973 人中、韓国・朝鮮籍の市民が 524 人在住している。また
近年、様々な目的で入国し滞在する人や中国からの帰国者等、外国
籍市民が増加し、その数も 300 人を超え、国籍も多様化している。 
これまで橿原市においては、あらゆる差別を許さない地域社会の形
成を目指した種々の取り組みを進めてきた。とりわけ教育においては、
橿原市教育委員会「学校・園教育の指導方針」 、「橿原市同和教
育の推進についての基本方針」の中で、日本国憲法、教育基本法、
及び学校教育法の根本精神や、県教育委員会が示す「同和教育の
推進についての基本方針」「在日外国人（主として韓国・朝鮮人）児
童生徒に関する指導指針」に基づき、国際理解を深め、国際協調に
つとめる態度を育てる教育の推進に取り組んできた。また、一般市民
に対しても広報活動や文化活動を通して、人権尊重の徹底に努めて
きた。しかしながら、外国籍市民に対する差別と偏見は今なお歴然と
存在している。いわれのない差別や偏見と、自己の文化にふれ、継承
する環境が整っていなかったために、外国籍市民の幼児・児童・生徒
の民族性の確立を阻害し、基本的な人格権である自らの本名(民族
名)を名のることを難しいものにしている。また、卒業後も雇用差別に
より、その能力と希望に即した進路の保障を困難にしている現状も
ある。 
このような現状を払拭し、真の国際社会の実現に向けて取り組むこ
とは、市及び市教育委員会の責務と受け止め、すべての市民がこの
現状を認識し、在日外国人教育の深化・充実をはかるために、本指
針を学校教育をはじめ社会教育、行政の基本的な方向として示すも
のである。 
 

基本的課題 
（１）韓国・朝鮮人を中心とした外国籍市民が、日本に定住を余儀な
くされた歴史的経緯と、基本的人格権である本名（民族名）の使用
を困難にする社会的背景を正しく認識し、外国人差別をはじめ、アイ
ヌ民族・琉球民族などの少数民族差別を含むあらゆる差別の実態
を正しく理解し、国際社会の努力と日本国内の取り組みに学びなが
ら差別撤廃に向けた教育の推進に努めるものとする。 
（２）外国籍市民が、自己の言語・文化及び歴史を学び、正しい民族
的自覚と主体性を確立し、将来に向けて民族としての自己実現が図
れるように努めるものとする。 
（３）外国籍市民の文化や歴史について正しく認識し、すべての市民
が、自己と他者の民族的文化的差異を認め、相互の信頼と友好に
基づき、多文化共生社会の創造と、豊かな心を持った国際人の育成
に努めるものとする。 
 
推進について 
（１）行政・教育行政 
① 外国人教育の研究および実践のために必要な支援に努めるも
のとする。 
② 外国人教育の推進に向けて、必要な資料・情報の収集に努める
ものとする。 
③ 外国人教育の推進に向けて、職員の研修や、指導者の育成に努
めるものとする。 
④ 外国籍市民の人権を尊重する啓発活動に努めるものとする。 
（２）保育所・幼稚園・学校教育 
① すべての幼児・園児・児童・生徒に、相互の生活や文化を正しく
理解させ、違いを認め合い、人権を守り尊重し、日常生活の中で民
族的偏見や差別をなくす国際的感覚と連帯感を育てるものとする。 
② 外国籍市民がおかれている社会的状況を正しく理解させる教育
を行うものとする。 
③ 外国籍市民に対する差別と偏見をなくす教育の推進のために、
子どもたちが相互に理解を深めあえる集団づくりに努めるものとす
る。 
④ 外国籍の子どもたちが本名（民族名）を名のることの意義と必
要性について理解し、本名（民族名）を主体的に名のれる環境づくり
に努めるものとする。 
⑤ 外国籍児童・生徒が、自らの力で将来の進路を切り開いていけ
るよう進路保障に努めるものとする。 
⑥ 外国籍市民・日本人双方の子どもたちが自己の文化と他者の
文化にふれる活動の充実に努めるものとする。 
⑦ 各校・園・所の実態にあった指導計画を作成し、全教職員の共通
理解のもと、主体的な取組を行うよう努めるものとする。 
⑧ 最新の情報や教育実践を交流し、正しい教育観の確立と指導力
の向上に努めるものとする。 
（３）市民の責務 
① すべての市民は、韓国・朝鮮人を中心とした在日外国人が日本
に定住するようになった歴史を正しく認識し、相互の信頼と友好に基
づく新しい歴史の創造に努めるものとする。 
② すべての市民は、外国籍市民が本名を名のり、呼び合える社会
の実現に努めるものとする。 
③ すべての市民は、多文化共生社会の創造と、豊かな心を持った
国際人となるよう努めるものとする。 
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